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＜調査目的＞ 

対日直接投資は、外国企業の優れた技術、販売、経営ノウハウの導入や、内外企業による

競争を生み出し、わが国経済の活性化、新規事業の創造や、日本企業の生産性を高める効

果をもたらす。対日直接投資には、Ｍ＆Ａ投資とグリーンフィールド投資の 2 つの投資形態が

ある。日本を含め先進国への直接投資の大部分はＭ＆Ａ投資を通じておこなわれており、わ

が国では近年、Ｍ＆Ａ投資件数が増加している。 

本調査は、直近の対日投資企業の個別動向をデータ化し、企業の対日進出動向を調査・

研究することにより、対日直接投資促進のための基礎資料を提供するものである。 

 

＜調査方法＞ 

企業の対日進出動向について、投資形態別、国別、業種別などに分類し、分析する。 

 

● 対日投資データの内容 

下記①～③を「対日投資データ」という。なお、③はレコフが新たに構築した。 

① 外国企業による日本企業へのＭ＆Ａ投資データ 

② 外国企業による外国企業日本法人へのＭ＆Ａ投資データ 

③ グリーンフィールド投資データ 

＊ 参考調査 投資会社の売却動向、事例研究、撤退、合弁解消 

 

（対日投資データの分類）

　株式追加取得

　不明・その他

・

・ Ｍ＆Ａ投資

　単独法人設立

　合弁法人設立

　子会社設立

　対日本企業

　対外国企業（日本法人）

グリーンフィールド投資
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● 定義 

・ Ｍ＆Ａ投資とは、既存の経営資源の活用を目的に企業や事業の経営権を移動することを

いう。経営参画につながる株式取得も含む。 

・ グリーンフィールド投資とは、日本法人を新設することをいう。単独法人、合弁法人のほか、

これらの法人による子会社設立、すでに５０％超取得している合弁会社株式追加取得、不

明・その他の５形態に分類する。 

 

 

● 企業の国籍は、その企業の資本構成により判断する。 

・ 日本企業：日本資本が原則として５０％超の法人をいう。日本の証券市場に上場する上場

企業、日本法人で日本の証券市場に上場していない未上場企業、海外で法人登記をし

ている海外法人の３つに分類される。 

・ 外国企業：外国資本が原則として５０％超の法人をいう。ただし、日本法人で日本の証券

市場に上場するものは日本企業とする。 

 

● データの出典・作成と日付 

・ 出典：データは、ニュース・リリースや日経４紙、一般紙、専門紙などを端緒に取材を加え、

作成している。 

・ 日付：ニュース・リリース、新聞記事により外部に明らかになった日とする。 

 

 

（その他の定義は「データの見方」を参照願います） 

 

 今回の調査研究では、収集した２００４年～２００６年の対日投資データ８１５件をもとに、直近

の対日投資企業の動向を、全体、対日本企業へのＭ＆Ａ投資、対外国企業日本法人へのＭ

＆Ａ投資、グリーンフィールド投資、撤退・合弁解消の動向の５つにまとめ、その特徴と個別企

業の動向などを調査、レポートする。  
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1. 対日投資全体動向 

（１） 投資形態別 

対日投資件数は、２００４年２７４件、２００５年２７４件、２００６年２６７件、合計８１５件で、２００６

年は前年比７件、２.６％の減少となった。８１５件の投資形態別内訳は、Ｍ＆Ａ投資６４１件、グ

リーンフィールド投資１７４件で、Ｍ＆Ａ投資が約８割を占める。Ｍ＆Ａ投資のうち、対日本企

業は５５６件、対外国企業日本法人は８５件で、対日本企業は、Ｍ＆Ａ投資の８６.７％、全体の

６8.２％を占めている。 

 年別で見ると、Ｍ＆Ａ投資のうち対日本企業は、０４年の２０６件から０５年には１７９件と１

３.1％の減少。０６年には、１７１件とさらに減少した。Ｍ＆Ａ投資のうち、対外国企業日本法人

は、０４年２２件、０５年２７件、０６年３６件と増加傾向にある。一方、グリーンフィールド投資は、

０４年の４６件から０５年は６８件と、前年比２２件、４７．８％の大幅増だったが、０６年は若干件

数を減らし、６０件となった。 

2004年～2006年　対日投資件数内訳

年月 対日本企業 対外国企業（日本法人） 計

206                       22                        228                       46                        274                       

179                       27                        206                       68                        274                       

171                       36                        207                       60                        267                       

556                       85                        641                       174                       815                       合計

Ｍ＆Ａ投資
合　計グリーンフィールド投資

形態

2005年

2006年

2004年

 

２００４年～２００６年の対日投資案件８１５件を形態別構成比で見ると、Ｍ＆Ａ投資のうち、

対日本企業が６８.２％、対外国企業（日本法人）が１０.４％、グリーンフィールド投資が２1.３％

となっており、Ｍ＆Ａ投資が全体の約８割、グリーンフィールド投資が約２割を占める。 

年別でみると、０４年は、Ｍ＆Ａ投資のうち対日本企業が７５．２％、対外国企業日本法人が

８．０％、グリーンフィールド投資が１６．８％と、Ｍ＆Ａ投資のうち対日本企業が７割以上を占め

たが、０５年はそれぞれ６５．３％、９．９％、２４．８％となり、Ｍ＆Ａ投資対日本企業の構成比が

９．９％の大幅減となった。０５年と０６年を比較すると、Ｍ＆Ａ投資対日本企業の構成比は、０

５年が６５．３％、０６年が６４.０％と、さらに１.３ポイント減少し、逆に、対外国企業の構成比は、

０５年９.９％から０６年１３.５％で、さらに３.６ポイント増加した。グリーンフィールド投資の構成比

は、０６年が２２.５％で、２．３ポイント減少しているが、比較的堅調である。 

対日投資形態別シェア

75.2%
65.3% 64.0% 68.2%

8.0%

9.9% 13.5% 10.4%

16.8%
24.8% 22.5% 21.3%

0%

50%

100%

2004年 2005年 2006年 2004年-2006年

Ｍ＆Ａ投資　対日本企業 Ｍ＆Ａ投資　対外国企業（日本法人） グリーンフールド投資
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（２）地域・国別 

 ８１５件を対日投資企業の地域別でみると、北米３９１件、欧州２３８件、アジア１６１件、オセア

ニア１５件、その他１０件で、北米が最も多い。２００４年１４４件、２００５年１１６件、２００６年１３１

件と推移し、０４年～０６年合算の構成比では４８．０％と約半数を占める。欧州は、０４年７３件、

０５年９０件、０６年７５件。０４年～０６年合算の構成比は、２９.２％だった。アジアは、０４年４８

件、０５年５７件と増加し、０６年も５６件と０５年の水準を維持した。０４年～０６年合算の構成比

は１９．８％と、全体の約２割を占める。オセアニアは、０４年の５件、０５年の９件から、０６年は 1

件と激減した。 

８１５件中、国別では、アメリカが最も多く３８８件で４７.６％、１カ国で約５割を占める。次いで、

イギリスが９６件で１１．８％、中国（香港を含む）が６６件で８．１％、ドイツが４０件で４.９％、フラ

ンスが３７件で４．５％、韓国が３５件で４．３％の順となった。これら上位６カ国で、全体の８１.

２％を占める。 

 年別で見ると、北米（ほとんどがアメリカ）は０５年に１１６件、４２.３％となり、０４年に比べて、２

８件減少し、構成比も４２.３％と５割を下回ったが、０６年には１３１件と、０５年に比べて１５件増

加し、構成比も４９.1％まで回復した。欧州では、イギリスが、０４年３９件から０５年は３２件、さら

に、０６年は２５件と減少傾向にあり、構成比も０６年は９.４％と、１０％を下回った。 アジアでは、

中国（香港を含まない）が、０４年に５件、０５年９件、０６年１７件と急速に増加していることが目

を引く。オセアニアでは、０６年は、オーストラリアの 1 件にとどまった。 

 
対日投資企業　年別　地域・国別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

米国 142 51.8% 115 42.0% 131 49.1% 388 47.6%

ｶﾅﾀﾞ 2 0.7% 1 0.4% 0 0.0% 3 0.4%

計 144 52.6% 116 42.3% 131 49.1% 391 48.0%

ｵｰｽﾄﾘｱ 1 0.4% 1 0.4% 1 0.4% 3 0.4%

ﾍﾞﾙｷﾞｰ 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ｷﾌﾟﾛｽ 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.1%

ﾁｪｺ 0 0.0% 0 0.0% 2 0.7% 2 0.2%

ｽﾍﾟｲﾝ 0 0.0% 1 0.4% 1 0.4% 2 0.2%

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 0 0.0% 0 0.0% 2 0.7% 2 0.2%

ﾌﾗﾝｽ 11 4.0% 14 5.1% 12 4.5% 37 4.5%

英国 39 14.2% 32 11.7% 25 9.4% 96 11.8%

ﾄﾞｲﾂ 8 2.9% 18 6.6% 14 5.2% 40 4.9%

ｵﾗﾝﾀﾞ 1 0.4% 2 0.7% 2 0.7% 5 0.6%

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.1%

ｲﾀﾘｱ 3 1.1% 3 1.1% 2 0.7% 8 1.0%

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ 0 0.0% 2 0.7% 2 0.7% 4 0.5%

ﾉﾙｳｪｰ 0 0.0% 0 0.0% 1 0.4% 1 0.1%

ﾛｼｱ 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ｽｲｽ 7 2.6% 12 4.4% 6 2.2% 25 3.1%

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 1 0.4% 3 1.1% 5 1.9% 9 1.1%

計 73 26.6% 90 32.8% 75 28.1% 238 29.2%

中国 5 1.8% 9 3.3% 17 6.4% 31 3.8%

中国(香港) 12 4.4% 16 5.8% 7 2.6% 35 4.3%

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 2 0.7% 1 0.4% 1 0.4% 4 0.5%

ｲﾝﾄﾞ 1 0.4% 2 0.7% 2 0.7% 5 0.6%

韓国 11 4.0% 12 4.4% 12 4.5% 35 4.3%

ﾏﾚｰｼｱ 2 0.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.2%

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 7 2.6% 11 4.0% 7 2.6% 25 3.1%

ﾀｲ 0 0.0% 2 0.7% 1 0.4% 3 0.4%

台湾 8 2.9% 2 0.7% 9 3.4% 19 2.3%

ﾍﾞﾄﾅﾑ 0 0.0% 2 0.7% 0 0.0% 2 0.2%

計 48 17.5% 57 20.8% 56 21.0% 161 19.8%

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 4 1.5% 7 2.6% 1 0.4% 12 1.5%

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.1%

ﾊﾟﾗｵ 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.1%

ｻﾓｱ 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

計 5 1.8% 9 3.3% 1 0.4% 15 1.8%

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ﾊﾞﾙﾊﾞﾄﾞｽ 0 0.0% 0 0.0% 1 0.4% 1 0.1%

ｴｸｱﾄﾞﾙ 0 0.0% 0 0.0% 1 0.4% 1 0.1%

ｲｽﾗｴﾙ 0 0.0% 0 0.0% 1 0.4% 1 0.1%

ﾒｷｼｺ 1 0.4% 1 0.4% 0 0.0% 2 0.2%

ﾊﾟﾅﾏ 1 0.4% 1 0.4% 0 0.0% 2 0.2%

ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ 0 0.0% 0 0.0% 1 0.4% 1 0.1%

ﾓｰﾘｼｬｽ 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

計 4 1.5% 2 0.7% 4 1.5% 10 1.2%

274 100.0% 274 100.0% 267 100.0% 815 100.0%

北米

合計

地域 国名

ｱｼﾞｱ

ｵｾｱﾆｱ

その他

欧州

2004年 2005年 2006年 計
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対日投資企業　年別　地域・国別シェア

52.6%
42.3%

49.1%

26.6%

32.8%
28.1%

17.5% 20.8% 21.0%

1.9%4.0%3.3%

0%

50%

100%

2004年 2005年 2006年

北米 欧州 ｱｼﾞｱ ｵｾｱﾆｱ・その他
 

北米３９１件の投資形態別の内訳は、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）が２６３件、全世界構成比４

７．３％、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業日本法人）が４９件、同５７．６％、グリーンフィールド投資７９

件、同４５．４％で、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業日本法人）の構成比が相対的に高い。欧州は、

Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）が１４９件、同２６.８％、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業法人）が３２件、同３

７．６％、グリーンフィールド投資が５７件、同３２．８％で、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業法人）、グリ

ーンフィールド投資の構成比が相対的に高くなっている。アジアは、Ｍ＆Ａ投資（対日本企

業）が１２４件、同２２.３％、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業法人）が４件、同４．７％、グリーンフィール

ド投資が３３件、同１９．０％で、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業日本法人）の構成比が他地域に比べ

極端に低く、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）に傾斜している。オセアニアは、全１５件のうち１２件が

Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）で、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業日本法人）はゼロ件だった。 
対日投資企業　形態別　地域・国別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

米国 262 47.1% 49 57.6% 77 44.3% 388 47.6%

ｶﾅﾀﾞ 1 0.2% 0 0.0% 2 1.1% 3 0.4%

計 263 47.3% 49 57.6% 79 45.4% 391 48.0%

ｵｰｽﾄﾘｱ 1 0.2% 0 0.0% 2 1.1% 3 0.4%

ﾍﾞﾙｷﾞｰ 0 0.0% 0 0.0% 1 0.6% 1 0.1%

ｷﾌﾟﾛｽ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ﾁｪｺ 0 0.0% 0 0.0% 2 1.1% 2 0.2%

ｽﾍﾟｲﾝ 0 0.0% 0 0.0% 2 1.1% 2 0.2%

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 0 0.0% 1 1.2% 1 0.6% 2 0.2%

ﾌﾗﾝｽ 21 3.8% 8 9.4% 8 4.6% 37 4.5%

英国 79 14.2% 5 5.9% 12 6.9% 96 11.8%

ﾄﾞｲﾂ 15 2.7% 7 8.2% 18 10.3% 40 4.9%

ｵﾗﾝﾀﾞ 1 0.2% 3 3.5% 1 0.6% 5 0.6%

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ｲﾀﾘｱ 5 0.9% 2 2.4% 1 0.6% 8 1.0%

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ 4 0.7% 0 0.0% 0 0.0% 4 0.5%

ﾉﾙｳｪｰ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ﾛｼｱ 0 0.0% 0 0.0% 1 0.6% 1 0.1%

ｽｲｽ 15 2.7% 5 5.9% 5 2.9% 25 3.1%

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 5 0.9% 1 1.2% 3 1.7% 9 1.1%

計 149 26.8% 32 37.6% 57 32.8% 238 29.2%

中国 16 2.9% 1 1.2% 14 8.0% 31 3.8%

中国(香港) 31 5.6% 1 1.2% 3 1.7% 35 4.3%

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 4 0.7% 0 0.0% 0 0.0% 4 0.5%

ｲﾝﾄﾞ 3 0.5% 1 1.2% 1 0.6% 5 0.6%

韓国 25 4.5% 1 1.2% 9 5.2% 35 4.3%

ﾏﾚｰｼｱ 2 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.2%

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 21 3.8% 0 0.0% 4 2.3% 25 3.1%

ﾀｲ 2 0.4% 0 0.0% 1 0.6% 3 0.4%

台湾 19 3.4% 0 0.0% 0 0.0% 19 2.3%

ﾍﾞﾄﾅﾑ 1 0.2% 0 0.0% 1 0.6% 2 0.2%

計 124 22.3% 4 4.7% 33 19.0% 161 19.8%

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 9 1.6% 0 0.0% 3 1.7% 12 1.5%

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ﾊﾟﾗｵ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ｻﾓｱ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

計 12 2.2% 0 0.0% 3 1.7% 15 1.8%

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ﾊﾞﾙﾊﾞﾄﾞｽ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ｴｸｱﾄﾞﾙ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ｲｽﾗｴﾙ 0 0.0% 0 0.0% 1 0.6% 1 0.1%

ﾒｷｼｺ 1 0.2% 0 0.0% 1 0.6% 2 0.2%

ﾊﾟﾅﾏ 2 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.2%

ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

ﾓｰﾘｼｬｽ 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%

計 8 1.4% 0 0.0% 2 1.1% 10 1.2%

556 100.0% 85 100.0% 174 100.0% 815 100.0%

M&A投資（対日本企業） M&A投資（対外国企業） グリーンフィールド投資 計

北米

合計

地域 国名

ｱｼﾞｱ

ｵｾｱﾆｱ

その他

欧州
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対日投資企業　形態別　地域・国別シェア

47.3%
57.6%

45.4%

26.8%

37.6%

32.8%

22.3% 19.0%
4.7%3.6%
0.0% 2.9%

0%

50%

100%

M&A 日本法人 ｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ

北米 欧州 ｱｼﾞｱ ｵｾｱﾆｱ・その他
  

（３） 業種別 

 ８１５件の業種別（大分類）の当事者１（対日投資企業）内訳は、製造業２２３件、商業６５件、

金融３２８件、非製造業１９９件で、金融が最も多く、全体の４０．２％を占め、次いで製造業が２

７．４％、非製造業が２４.４％、商業が８.０％となっている。金融を年別でみると、０４年１２４件、

０５年１１４件、０６年９０件と減少傾向にあり、構成比も０６年は３３.７％と３０ ％台に落ち込んだ。

製造業は０４年の６７件から、０５年は７９件と増加し、０６年も７７件とほぼ同水準を保った。非製

造業は０４年６４件から、０５年６０件と、減少したものの、０６年は７５件と０５年に比べて、２５％

増加した。商業は０４年１９件、０５年２１件、０６年２５件と増加傾向にある。 

 ８１５件の業種別（中分類）では、その他金融２６２件、ソフト・情報８１件、電機７３件、証券５５

件、サービス５３件、その他販売・卸４８件、化学３３件、不動産･ホテル３２件の順。その他金融

が、０４年１０３件から、０５年８５件、０６年 7４件と減少するなか、ソフト・情報、その他販売･卸、

不動産･ホテルが増加傾向にあり、電機、サービスも堅調である。 
対日投資企業　年別　業種別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

農林水産 1                  0.4% 1 0.4% 2 0.7% 4                  0.5%

鉱業 3                  1.1% 1 0.4% 2 0.7% 6                  0.7%

食品 2                  0.7% 5 1.8% 3 1.1% 10                 1.2%

繊維 -                  0.0% 1 0.4% 2 0.7% 3                  0.4%

紙･ﾊﾟﾙﾌﾟ 1                  0.4% -                  0.0% -                  0.0% 1                  0.1%

化学 12                 4.4% 10 3.6% 11 4.1% 33                 4.0%

医薬品 2                  0.7% 9 3.3% 6 2.2% 17                 2.1%

出版･印刷 2                  0.7% -                  0.0% -                  0.0% 2                  0.2%

窯業 2                  0.7% 3 1.1% 1 0.4% 6                  0.7%

鉄鋼 -                  0.0% 1 0.4% 2 0.7% 3                  0.4%

非鉄･金属製品 4                  1.5% 2 0.7% 1 0.4% 7                  0.9%

機械 4                  1.5% 5 1.8% 9 3.4% 18                 2.2%

電機 20                 7.3% 28 10.2% 25 9.4% 73                 9.0%

輸送用機器 6                  2.2% 6 2.2% 8 3.0% 20                 2.5%

精密 6                  2.2% 4 1.5% 1 0.4% 11                 1.3%

その他製造 2                  0.7% 3 1.1% 4 1.5% 9                  1.1%

67                 24.5% 79                 28.8% 77                 28.8% 223               27.4%

食品卸 -                  0.0% 2                  0.7% 1 0.4% 3                  0.4%

医薬品卸 -                  0.0% 1                  0.4% -                  0.0% 1                  0.1%

その他販売･卸 14                 5.1% 15                 5.5% 19 7.1% 48                 5.9%

百貨店 -                  0.0% 1                  0.4% -                  0.0% 1                  0.1%

ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ 1                  0.4% -                  0.0% -                  0.0% 1                  0.1%

その他小売 3                  1.1% 1                  0.4% 3 1.1% 7                  0.9%

外食 1                  0.4% 1                  0.4% 2 0.7% 4                  0.5%

19                 6.9% 21                 7.7% 25                 9.4% 65                 8.0%

銀行 1                  0.4% -                  0.0% 3 1.1% 4                  0.5%

生保･損保 3                  1.1% 2                  0.7% 2 0.7% 7                  0.9%

証券 17                 6.2% 27                 9.9% 11 4.1% 55                 6.7%

その他金融 103               37.6% 85                 31.0% 74 27.7% 262               32.1%

124               45.3% 114               41.6% 90                 33.7% 328               40.2%

運輸･倉庫 3                  1.1% 5                  1.8% 3                  1.1% 11                 1.3%

通信･放送 4                  1.5% -                  0.0% 2                  0.7% 6                  0.7%

不動産･ﾎﾃﾙ 9                  3.3% 7                  2.6% 16                 6.0% 32                 3.9%

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 10                 3.6% 3                  1.1% 3                  1.1% 16                 2.0%

ｿﾌﾄ･情報 23                 8.4% 26                 9.5% 32                 12.0% 81                 9.9%

ｻｰﾋﾞｽ 15                 5.5% 19                 6.9% 19                 7.1% 53                 6.5%

64                 23.4% 60                 21.9% 75                 28.1% 199               24.4%

274               100.0% 274               100.0% 267               100.0% 815               100.0%

非製造業

計

合計

計

計

計

計

製造業

商業

金融

2004年 2005年
大分類 中分類

2006年
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対日投資企業　業種別シェア

21.8%
34.1%

42.0%
7.0%

18.8% 5.7%

53.8%

23.5%

5.2%

17.4%
23.5%

47.1%

0%

50%

100%

M&A投資（対日本企業） M&A投資（対外国企業日本法人） ｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ投資

製造業 商業 金融 非製造業
 

投資形態別では、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）は、製造業１２１件、商業３９件、金融２９９件、

非製造業９７件で、金融の構成比が５３.８％と５割を超えるが、グリーンフィールド投資では９件

で５.２％しかない。金融に含まれる投資ファンドは、基本的にグリーンフィールド投資の主体と

はならないためである｡一方、製造業、非製造業は、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）ではそれぞれ２

１.８％、１７．４％だが、グリーンフィールド投資では４２.０％、４７.１％と比率が高くなっている。 

業種別（中分類）では、金融のＭ＆Ａ投資（対日本企業）２９９件のうち、投資ファンドなどの

その他金融が２4６件で、金融の８割以上を占めている。製造業では、各形態、特にグリーンフ

ィールド投資において、電機が高シェアを占める。非製造業では、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）

で、サービス、不動産・ホテル、ソフト・情報の順となっているが、グリーンフィールド投資では、

ソフト・情報が５５件で、非製造業の６７.１％、全体の３１．７％を占めている。商業では、その他

販売・卸が、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）で３９件中２７件、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業法人）で１６

件中１５件、グリーンフィールド投資で１０件中６件と、各形態で高いシェアを占めている。 
対日投資企業　投資形態別　業種別件数（2004年～2006年合計）

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

農林水産 3                      0.5% 1                      1.2% -                      0.0% 4                      0.5%

鉱業 6                      1.1% -                      0.0% -                      0.0% 6                      0.7%

食品 5                      0.9% 1                      1.2% 4                      2.3% 10                     1.2%

繊維 -                      0.0% -                      0.0% 3                      1.7% 3                      0.4%

紙･ﾊﾟﾙﾌﾟ 1                      0.2% -                      0.0% -                      0.0% 1                      0.1%

化学 14                     2.5% 7                      8.2% 12                     6.9% 33                     4.0%

医薬品 8                      1.4% 4                      4.7% 5                      2.9% 17                     2.1%

出版･印刷 1                      0.2% -                      0.0% 1                      0.6% 2                      0.2%

窯業 5                      0.9% -                      0.0% 1                      0.6% 6                      0.7%

鉄鋼 2                      0.4% -                      0.0% 1                      0.6% 3                      0.4%

非鉄･金属製品 5                      0.9% -                      0.0% 2                      1.1% 7                      0.9%

機械 7                      1.3% 4                      4.7% 7                      4.0% 18                     2.2%

電機 39                     7.0% 7                      8.2% 27                     15.5% 73                     9.0%

輸送用機器 15                     2.7% 1                      1.2% 4                      2.3% 20                     2.5%

精密 4                      0.7% 4                      4.7% 3                      1.7% 11                     1.3%

その他製造 6                      1.1% -                      0.0% 3                      1.7% 9                      1.1%

121                   21.8% 29                     34.1% 73                     42.0% 223                   27.4%

食品卸 3                      0.5% -                      0.0% -                      0.0% 3                      0.4%

医薬品卸 1                      0.2% -                      0.0% -                      0.0% 1                      0.1%

その他販売･卸 27                     4.9% 15                     17.6% 6                      3.4% 48                     5.9%

百貨店 1                      0.2% -                      0.0% -                      0.0% 1                      0.1%

ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ 1                      0.2% -                      0.0% -                      0.0% 1                      0.1%

その他小売 5                      0.9% 1                      1.2% 1                      0.6% 7                      0.9%

外食 1                      0.2% -                      0.0% 3                      1.7% 4                      0.5%

39                     7.0% 16                     18.8% 10                     5.7% 65                     8.0%

銀行 1                      0.2% 1                      1.2% 2                      1.1% 4                      0.5%

生保･損保 2                      0.4% 4                      4.7% 1                      0.6% 7                      0.9%

証券 50                     9.0% 4                      4.7% 1                      0.6% 55                     6.7%

その他金融 246                   44.2% 11                     12.9% 5                      2.9% 262                   32.1%

299                   53.8% 20                     23.5% 9                      5.2% 328                   40.2%

運輸･倉庫 7                      1.3% 3                      3.5% 1                      0.6% 11                     1.3%

通信･放送 1                      0.2% 2                      2.4% 3                      1.7% 6                      0.7%

不動産･ﾎﾃﾙ 29                     5.2% 2                      2.4% 1                      0.6% 32                     3.9%

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 11                     2.0% 2                      2.4% 3                      1.7% 16                     2.0%

ｿﾌﾄ･情報 19                     3.4% 7                      8.2% 55                     31.6% 81                     9.9%

ｻｰﾋﾞｽ 30                     5.4% 4                      4.7% 19                     10.9% 53                     6.5%

97                     17.4% 20                     23.5% 82                     47.1% 199                   24.4%

556                   100.0% 85                     100.0% 174                   100.0% 815                   100.0%

計

製造業

商業

金融

M&A投資（対日本企業） M&A投資（対外国企業日本法人）
大分類 中分類

ｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ投資

非製造業

計

合計

計

計

計
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対日投資企業　形態別シェア

21.8%
34.1%

42.0%
7.0%

18.8% 5.7%

53.8%

23.5%

5.2%

17.4% 23.5%

47.1%

0%

50%

100%

M&A投資（対日本企業） M&A投資（対外国企業日本法人） ｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ投資

製造業 商業 金融 非製造業
 

（４） 全国ブロック別・都道府県別 

 ８１５件のうち、対日投資の対象企業の所在地が国内である件数は６９８件あった。６９８件の

全国ブロック別は、関東・甲信越が５２７件で最も多く、全体の７５．５％を占める。次いで、近畿

１０５件、北陸・中部３０件、九州・沖縄１４件、北海道・東北１３件、中国・四国９件の順。都道府

県別では、東京都が４６２件、構成比６６.２％となり、東京都だけで、全体の３分の２を占める。

次いで大阪府７９件、神奈川県３８件、愛知県２０件、兵庫県１７件の順。上位５都道府県の構

成比は、合計で８８.３％となる。 

６9８件の形態別内訳は、Ｍ＆Ａ投資（対日本企業）４６０件、Ｍ＆Ａ投資（対外国企業）７９

件、グリーンフィールド投資１５９件。Ｍ＆Ａ投資（日本法人）では、関東・甲信越で６８.５％、近

畿１９.１％、北陸・中部５．７％で、首都圏から離れた地方にも広がりがあるが、グリーンフィー

ルド投資では、関東・甲信越の比率が約９割を占め、他地域への進出は非常に少ない。 

対日投資　対象企業所在地　全国６ブロック・都道府県別　（形態別）

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

北海道 7 1.5% 0 0.0% 1 0.6% 8 1.1%
青森県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
岩手県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
宮城県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
山形県 2 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.3%
計 12 2.6% 0 0.0% 1 0.6% 13 1.9%
茨城県 4 0.9% 1 1.3% 0 0.0% 5 0.7%
栃木県 3 0.7% 1 1.3% 0 0.0% 4 0.6%
群馬県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
埼玉県 7 1.5% 0 0.0% 0 0.0% 7 1.0%
千葉県 3 0.7% 0 0.0% 1 0.6% 4 0.6%
東京都 276 60.0% 59 74.7% 127 79.9% 462 66.2%
神奈川県 17 3.7% 8 10.1% 13 8.2% 38 5.4%
山梨県 4 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 4 0.6%
新潟 0 0.0% 0 0.0% 2 1.3% 2 0.3%
計 315 68.5% 69 87.3% 143 89.9% 527 75.5%
富山県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
石川県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
福井県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
岐阜県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
静岡県 4 0.9% 1 1.3% 1 0.6% 6 0.9%
愛知県 18 3.9% 0 0.0% 2 1.3% 20 2.9%
計 26 5.7% 1 1.3% 3 1.9% 30 4.3%
三重県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
滋賀県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
京都府 6 1.3% 0 0.0% 0 0.0% 6 0.9%
兵庫県 10 2.2% 3 3.8% 4 2.5% 17 2.4%
奈良県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
大阪府 69 15.0% 4 5.1% 6 3.8% 79 11.3%
計 88 19.1% 7 8.9% 10 6.3% 105 15.0%
広島県 3 0.7% 0 0.0% 0 0.0% 3 0.4%
愛媛県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
高知県 4 0.9% 0 0.0% 1 0.6% 5 0.7%
計 8 1.7% 0 0.0% 1 0.6% 9 1.3%
福岡県 3 0.7% 0 0.0% 1 0.6% 4 0.6%
長崎県 4 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 4 0.6%
鹿児島県 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
沖縄県 3 0.7% 2 2.5% 0 0.0% 5 0.7%
計 11 2.4% 2 2.5% 1 0.6% 14 2.0%

460 100.0% 79 100.0% 159 100.0% 698 100.0%

M&A投資
（対日本企業）

M&A投資
（対外国企業）

ｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ投資 合計
地方名 都道府県名

合計

北海道･東北

関東･甲信越

北陸･中部

近畿

中国･四国

九州･沖縄
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 ６９８件の年別内訳を見ると、関東・甲信越は、０４年は１８４件、０５年は１６８件で１６件、８.

７％減少したが、０６年は１７５件と前年比 7 件、４.２％増となった。一方、近畿は、０４年３５件、

０５年４５件と増加傾向にあったが、０６年は２５件と、前年比４４.４％の大幅減となった。都道府

県別では、関東・甲信越の大半を占める東京都が０４年１５９件、０５年１５１件、０６年１５２件と、

１５０件台で推移している。一方、近畿のうち、大阪府は、０５年３６件から、０６年は１６件と大幅

に件数を減らした。０５年は、米ゴールドマン･サックスグループによる USJ（ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ・ｽﾀｼﾞｵ・

ｼﾞｬﾊﾟﾝ運営会社）や三洋電機への出資といった大型案件があったが、０６年は低調であった｡

構成比では、０４年・０５年と東京一極集中の緩和傾向が見られたが、０６年は６８．８％と一転

集中が進んだ。不動産･ホテル、ソフト･情報などを対象とするものが堅調であったことによる。 

対日投資　対象企業所在地　全国６ブロック・都道府県別　（年別）

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

北海道 2 0.8% 3 1.3% 3 1.4% 8 1.1%
青森県 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
岩手県 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.1%
宮城県 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
山形県 1 0.4% 0 0.0% 1 0.5% 2 0.3%
計 5 2.1% 4 1.7% 4 1.8% 13 1.9%
茨城県 2 0.8% 1 0.4% 2 0.9% 5 0.7%
栃木県 2 0.8% 1 0.4% 1 0.5% 4 0.6%
群馬県 0 0.0% 0 0.0% 1 0.5% 1 0.1%
埼玉県 1 0.4% 2 0.8% 4 1.8% 7 1.0%
千葉県 2 0.8% 1 0.4% 1 0.5% 4 0.6%
東京都 159 66.3% 151 63.7% 152 68.8% 462 66.2%
神奈川県 16 6.7% 8 3.4% 14 6.3% 38 5.4%
山梨県 2 0.8% 2 0.8% 0 0.0% 4 0.6%
新潟県 0 0.0% 2 0.8% 0 0.0% 2 0.3%
計 184 76.7% 168 70.9% 175 79.2% 527 75.5%
富山県 0 0.0% 0 0.0% 1 0.5% 1 0.1%
石川県 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
福井県 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.1%
岐阜県 0 0.0% 0 0.0% 1 0.5% 1 0.1%
静岡県 3 1.3% 1 0.4% 2 0.9% 6 0.9%
愛知県 3 1.3% 11 4.6% 6 2.7% 20 2.9%
計 7 2.9% 13 5.5% 10 4.5% 30 4.3%
三重県 0 0.0% 0 0.0% 1 0.5% 1 0.1%
滋賀県 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
京都府 4 1.7% 0 0.0% 2 0.9% 6 0.9%
兵庫県 3 1.3% 8 3.4% 6 2.7% 17 2.4%
奈良県 0 0.0% 1 0.4% 0 0.0% 1 0.1%
大阪府 27 11.3% 36 15.2% 16 7.2% 79 11.3%
計 35 14.6% 45 19.0% 25 11.3% 105 15.0%
広島県 1 0.4% 2 0.8% 0 0.0% 3 0.4%
愛媛県 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
高知県 2 0.8% 3 1.3% 0 0.0% 5 0.7%
計 4 1.7% 5 2.1% 0 0.0% 9 1.3%
福岡県 1 0.4% 1 0.4% 2 0.9% 4 0.6%
長崎県 2 0.8% 0 0.0% 2 0.9% 4 0.6%
鹿児島県 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1%
沖縄県 1 0.4% 1 0.4% 3 1.4% 5 0.7%
計 5 2.1% 2 0.8% 7 3.2% 14 2.0%

240 100.0% 237 100.0% 221 100.0% 698 100.0%

2004年 2005年 2006年 合計
地方名 都道府県名

合計

北海道･東北

関東･甲信越

北陸･中部

近畿

中国･四国

九州･沖縄

 

対日投資　全国ブロック別分布状況
(２００４年-２００６年の合計）

関東･甲信越, 75.5%

北陸･中部, 4.3%

近畿, 15.0%

中国･四国, 1.3%

九州･沖縄, 2.0%

北海道･東北, 1.9%
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対日投資　年別全国ブロック別分分布状況

76.7%
70.9%

79.2%

2.9%
5.5%

4.5%
14.6% 19.0%

11.3%

2.1% 1.7% 1.8%

0.0%2.1%1.7%
3.2%0.8%2.1%

0%

50%

100%

2004年 2005年 2006年

九州･沖縄

中国･四国

近畿

北陸･中部

関東･甲信越

北海道･東北
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２．対日本企業へのＭ＆Ａ投資動向 

（１） 日本企業のＭ＆Ａ動向（全体動向） 

 ２００６年の日本企業のＭ＆Ａ件数は２７７５件で、史上最高件数を記録した。過去最高だっ

た２００５年の２７２５件を５０件、1.8％上回り、３年連続の史上最高更新となった。１９９６年の６２

１件に比べると、その後の１０年で約４.５倍となっている。２００４年頃まではバブル崩壊後の構

造改革等を受けた再生･リストラの M&A の色彩が濃かったが、２００５年頃からは堅調な企業実

態や株式市場の活況などを背景に、Ｍ＆Ａによる戦略的事業強化の動きが活発化している。 

Ｍ＆Ａ件数の推移

260
418 382

523
645

754
638

483
397

505 531
621

753
834

1,169

1,635 1,653
1,752

2,211

2,725 2775

 1,728

-

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

件数

 

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

1985年 161 61.9% 77 29.6% 21 8.1% 1 0.4% 260

1986年 223 53.3% 178 42.6% 14 3.3% 3 0.7% 418

1987年 206 53.9% 156 40.8% 18 4.7% 2 0.5% 382

1988年 218 41.7% 285 54.5% 14 2.7% 6 1.1% 523

1989年 245 38.0% 380 58.9% 12 1.9% 8 1.2% 645

1990年 268 35.5% 459 60.9% 19 2.5% 8 1.1% 754

1991年 309 48.4% 292 45.8% 19 3.0% 18 2.8% 638

1992年 254 52.6% 179 37.1% 29 6.0% 21 4.3% 483

1993年 234 58.9% 108 27.2% 26 6.5% 29 7.3% 397

1994年 250 49.5% 187 37.0% 33 6.5% 35 6.9% 505

1995年 255 48.0% 208 39.2% 33 6.2% 35 6.6% 531

1996年 320 51.5% 227 36.6% 31 5.0% 43 6.9% 621

1997年 452 60.0% 215 28.6% 53 7.0% 33 4.4% 753

1998年 488 58.5% 213 25.5% 85 10.2% 48 5.8% 834

1999年 719 61.5% 247 21.1% 129 11.0% 74 6.3% 1,169

2000年 1,066 65.2% 361 22.1% 175 10.7% 33 2.0% 1,635

2001年 1,189 71.9% 282 17.1% 159 9.6% 23 1.4% 1,653

2002年 1,352 77.2% 258 14.7% 131 7.5% 11 0.6% 1,752

2003年 1,352 78.2% 211 12.2% 158 9.1% 7 0.4% 1,728

2004年 1,681 76.0% 315 14.2% 206 9.3% 9 0.4% 2,211

2005年 2,130 78.2% 399 14.6% 179 6.6% 17 0.6% 2,725

2006年 2,175 78.4% 412 14.8% 171 6.2% 17 0.6% 2,775

(ｸﾞﾙｰﾌﾟ内M&Aは含まれておりません)

1985年以降のﾏｰｹｯﾄ別M&A件数の推移

           ﾏｰｹｯﾄ
年

IN-IN IN-OUT OUT-IN OUT-OUT 
合計 

 

マーケット別Ｍ＆Ａ件数シェアの推移

48.0%

IN -IN

39.2%

IN -OUT

6.2%
OUT-IN

6.6%
OUT-OUT

0.0%

40.0%

80.0%

90年 91年 92年 93年 94年 95年 96年 97年 98年 99年 00年 01年 02年 03年 04年 05年 06年
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（２） 対日本企業へのＭ＆Ａ（ＯＵＴ－ＩＮ）動向 

対日本企業へのＭ＆Ａ件数（以下：ＯＵＴ－ＩＮ）は、２００４年が２０６件、０５年が１７９件、０６

年は１７１件で前年比８件、４.７％の減少となった。ＯＵＴ－ＩＮ件数は、１９９６年まで３０件台、

Ｍ＆Ａ総件数に占める割合は５～６％前後で推移してきた。しかし、日本政府の外資誘導策

や日本経済の構造改革の時期ともぶつかり、９７年から増加基調に転じる。同年に５３件、９８

年８５件と増加し、Ｍ＆Ａ総件数に占める割合も１０．２％と大幅に伸びた。９９年には１２９件と

初めて１００件台に乗せた。この年は、仏ルノーの日産自動車、日産ディーゼル工業への資本

参加など、大型投資が行われるとともに、米リップルウッド・ホールディングスが特別公的管理

中の日本長期信用銀行を買収するなど、外資系投資ファンドが登場した。２０００年に１７５件ま

で増加したあと、０１年、０２年と減少。しかし、０３年に再び増加に転じ、０４年は投資ファンドの

動きの活発化により、２０６件と史上最高件数を記録、総件数が初めて２０００件台に乗せる中

で、ＯＵＴ－ＩＮの総件数に占める割合は９．３％まで回復してきた。しかしながら、２００６年は、

２７件の減少となった０５年より更に８件減少し、全体に占める構成比も６．２％と、２００５年の６.

６％をさらに下回った。ただし、後述の通り、投資ファンドによる M&A が引き続き減少するなか、

「事業目的」の M&A は増加の兆しがある｡ 

OUT-IN件数の推移とＭ＆Ａ総件数に占める割合
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1997年～2006年　公表金額トップ10

順位
公表金額
（百万円）

当事者1（外国企業） 国籍 当事者2(日本企業） 上場未上場 形態 発表日

1     870,000 GEｷｬﾋﾟﾀﾙ(GEC) USA 日本ﾘｰｽ､日本ﾘｰｽｵｰﾄ 未上場など 営業譲渡 1999/1/23

2     652,300 ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ GBR 日本ﾃﾚｺﾑ､J-ﾌｫﾝ 上場 出資拡大 2001/5/1

3     643,000 ﾙﾉｰ FRA 日産自動車､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業 上場 資本参加 1999/3/17

4     414,000 ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ USA 協栄生命保険 未上場など 買収 2000/5/13

5     320,000 ｱﾒﾘｶﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ(AIG) USA 千代田生命保険 未上場など 買収 2001/2/26

6     310,000 BNPﾊﾟﾘﾊﾞ FRA
UFJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ:米国法人(ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･
ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ銀行)

海外法人 買収 2001/12/10

7     278,000
ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ､UFJ銀行[UFJﾎｰﾙ
ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]など

USA
日商岩井､ﾆﾁﾒﾝ:共同持ち株会社(ﾆﾁﾒ
ﾝ･日商岩井ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ)

未上場など 資本参加 2002/12/11

8     261,300 ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ USA 日本ﾃﾚｺﾑ[日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ] 未上場など 買収 2003/5/27

9     249,200 ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ GBR 日本ﾃﾚｺﾑ 上場 資本参加 2000/12/11

10     220,000 ﾄﾗﾍﾞﾗｰｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ USA 日興証券 上場 資本参加 1998/6/2

10     220,000 ﾄﾞｲﾂ交通銀行 GER 日本長期信用銀行 上場 営業譲渡 1998/6/13

10     220,000 ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭ･ﾃﾚｺﾑ(BT)､AT&T GBR 日本ﾃﾚｺﾑ 上場 資本参加 1999/4/22

10     220,000 ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI USA DDIﾎﾟｹｯﾄ 未上場など 営業譲渡 2004/5/27
 



1997年～2006年　公表金額トップ10

1999/01/23GEｷｬﾋﾟﾀﾙ(GEC)

日本ﾘｰｽ､日本ﾘｰｽｵｰﾄ

営業譲渡OUT-IN

世界最大のﾉﾝﾊﾞﾝｸ米GEｷｬﾋﾟﾀﾙは､会社更生手続き中の日本ﾘｰｽ(東京)からﾘｰｽ事業と子会社の

日本ﾘｰｽｵｰﾄを取得、総合ﾘｰｽ事業で日本に本格進出する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA /  / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場など

870000百万円

2001/05/01ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

日本ﾃﾚｺﾑ､J-ﾌｫﾝ

出資拡大OUT-IN

英通信大手ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは日本ﾃﾚｺﾑへの出資比率を25%から45%にまで高める｡また傘下の

携帯電話会社､J-ﾌｫﾝへの出資比率も26%から46%に高める｡英ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭ･ﾃﾚｺﾑが保有する全株式

を取得し両社を事実上傘下に収める｡世界の携帯電話市場で競合するNTTﾄﾞｺﾓに対抗する｡ ★ﾃﾞ

ｰﾀ追加 2001/09/21 ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝはTOBで日本ﾃﾚｺﾑを買収し､持ち株比率を66.7%とする｡ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝｸﾞ

ﾙｰﾌﾟの総投資額は1兆3千億円を超え､外資の日本企業への投資では過去最大｡

2社計

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR /  / 通信･放送 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 上場

652300百万円

1999/03/17ﾙﾉｰ

日産自動車､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工
業

資本参加OUT-IN

ﾌﾗﾝｽの自動車大手ﾙﾉｰは､日産自動車に36.8%､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業に22.5%資本参加することで基

本合意､日産･ﾙﾉｰ連合は生産･販売台数で世界第3位ｸﾞﾙｰﾌﾟとなる｡ ﾙﾉｰの日産自動車への出資

額は5907億円｡このほか日産自動車は2159億円のﾜﾗﾝﾄ債(新株引受権付社債)を発行し､ﾙﾉｰが新

株引受権を取得する｡社債部分は国内金融機関が引き受ける｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2001/10/16 ﾙﾉｰは新

株引受権を行使し､日産自動車への出資比率を44.4%にまで高める一方､日産もﾙﾉｰに15%程度出

資する｡将来の持株会社化ををにらみ､経営戦略を共同で企画する新会社を欧州に設立し､経営統

合を一段と進める｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加 2002/02/28  ﾙﾉｰは3月1日に1株400円で新株引受権を行使､出

資比率は36.8%から44.4%となる｡

36.8   22.5

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA /  / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 輸送用機器 / 上場

643000百万円

2000/05/13ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ

協栄生命保険

買収OUT-IN

米生保最大手のﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙは､国内生保10位の協栄生命保険が実施する第三者割当増資で買収

(公表金額1000億円)､財務基盤を強化した上で日本法人ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ生命保険との合併も検討する｡

★ﾃﾞｰﾀ修正 2000/10/21など 買収はいったん白紙に｡その後､協栄生命が更生特例法を申請､改

めてﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙとｽﾎﾟﾝｻｰ契約を結ぶ｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2001/02/15 ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙは､新資本金500億円

と協栄の営業権(のれん代)3640億円からなる更生計画案を決定｡新社名はｼﾞﾌﾞﾗﾙﾀ生命保険｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA /  / 生保･損保 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 生保･損保 / 未上場など

414000百万円

2001/02/26★修正:ｱﾒﾘｶﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ(AIG)

千代田生命保険

買収OUT-IN

米大手保険ｱﾒﾘｶﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､昨年破たんした千代田生命保険(東京)から事業を譲り

受ける｡AIGは600億円の資金拠出と､営業権買い取り(のれん代)などで合計3200億円を負担する｡

AIGはｱﾘｺｼﾞｬﾊﾟﾝを設立し日本進出を果たしているが､千代田を傘下に収め､日本市場のｼｪｱを一

気に拡大する｡★形態修正 2005/05/10  千代田生命は更生特例法に基づき､相互会社から株式

会社に組織変更し､発行する全株式をAIGに割り当てた｡形態を営業譲渡から買収に修正｡(外部か

らの指摘を受け､当事者に確認)

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA /  / 生保･損保 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 生保･損保 / 未上場など

320000百万円

2001/12/10BNPﾊﾟﾘﾊﾞ

UFJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ:米国法人(ﾕ
ﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ銀行)

買収OUT-IN

仏大手金融ｸﾞﾙｰﾌﾟのBNPﾊﾟﾘﾊﾞは､UFJｸﾞﾙｰﾌﾟの全額出資の米現地法人､ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ銀行

を2002年3月末までに買収する｡UFJｸﾞﾙｰﾌﾟは､今期2兆円にのぼる不良債権処理損失を計上､6千

億円の連結最終赤字になる見通しで､現地法人の売却により損失処理の財源をねん出する｡ ★ﾃﾞ

ｰﾀ修正 2002/03/18 公表金額300000百万円から310000百万円(24億ﾄﾞﾙ)に修正｡

100

日付 金額 出資比率

UFJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA / FRA / 銀行 / 

▲当事者2   JPN / USA / 銀行 / 海外法人

310000百万円

2002/12/11ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ､UFJ銀行[UFJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]な
ど

日商岩井､ﾆﾁﾒﾝ:共同持ち株
会社(ﾆﾁﾒﾝ･日商岩井ﾎｰﾙﾃﾞｨ
ﾝｸﾞｽ)

資本参加OUT-IN

ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ､UFJ銀行などは､日商岩井とﾆﾁﾒﾝが2003年4月に設立する持ち株会社に資本参

加する｡2000億円強の資本増強を実施､ﾘｰﾏﾝは､そのうち500億円前後を出資する見込み｡経営諮

問委員会に代表者を派遣し､経営にも参画する｡外資の導入で合併に伴う主導権争いを排除し､ﾘｽ

ﾄﾗを加速させる｡ ★ﾃﾞｰﾀ追加  2003/04/25  日商岩井とﾆﾁﾒﾝの持株会社､ﾆﾁﾒﾝ･日商岩井ﾎｰﾙﾃﾞ

ｨﾝｸﾞｽは､5月中に2780億円の増資を実施する｡引き受け先は､UFJ銀行など金融機関が優先株式

2660億円､ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞが転換社債(CB)50億円､取引先など約200社が70億円｡ﾘｰﾏﾝは､今後､

優先株やCBの引き受けを増やす計画で､資本増強は最大で3250億円となる予定｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA /  / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 総合商社 / 未上場など

278000百万円

14



1997年～2006年　公表金額トップ10

2003/05/27ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

日本ﾃﾚｺﾑ[日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨ
ﾝｸﾞｽ]

買収OUT-IN

米投資会社のﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの全額出資子会社､日本ﾃﾚｺﾑ(

東京)を買収する｡ﾃﾞｰﾀ通信事業をﾃｺ入れし､固定通信網でも収益が上がる構造をつくる｡日本ﾃﾚｺ

ﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽから株式を譲り受ける｡同社は､英ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝの傘下だが､一部株式の保有を続け､日

本ﾃﾚｺﾑとの協力関係を維持する｡日本国内では携帯電話3位のJ-ﾌｫﾝだけを傘下に残し､移動体

通信事業に経営資源を集中させる｡売却により得た資金を欧州などで本格展開する第三世代携帯

電話事業へ投資する｡ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞは､買収金額2600億円のうちほぼ7割を外部から資金調達する計

画｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2003/08/21  ﾘｯﾌﾟﾙは新設するﾌｧﾝﾄﾞを通じて､全株を取得する｡買収金額は2613

億円で､現金2288億円と償還型優先株式325億円で支払う｡この結果､ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝもﾌｧﾝﾄﾞに10-20%出

資する形となる｡現金のうち2000億円はみずほ､三井住友､東京三菱､ｼﾃｨｰｸﾞﾙｰﾌﾟなど内外の金融

機関11行から融資を受ける｡米AT&Tや米ﾓﾄﾛｰﾗの元幹部ら4人を取締役として派遣する｡企業再

生ﾌｧﾝﾄﾞによる国内での買収案件としては過去最大｡ﾘｯﾌﾟﾙはﾃﾞｰﾀ通信事業を強化し､日本ﾃﾚｺﾑの

企業価値を高める｡ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝは携帯電話事業に集中する｡公表金額2600億円から2613億円に修

正｡　★ﾃﾞｰﾀ追加 2004/01/06  日本ﾃﾚｺﾑは日本IBM元副社長の倉重英樹氏を社長に迎える｡暫

定的に就任していたﾛﾅﾙﾄﾞ･ﾚﾒｲ社長は取締役に戻る｡

100

日付 金額 出資比率

日本ﾃﾚｺﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場など

261300百万円

2000/12/11ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ

日本ﾃﾚｺﾑ

資本参加OUT-IN

英通信大手ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝは､日本ﾃﾚｺﾑに資本参加(25億ﾄﾞﾙ)する｡JR西日本とJR東海が保有する株式

を譲り受ける｡日本ﾃﾚｺﾑには既に英BTなどが出資しており､JR色がさらに薄まる｡JRから外資主体

の経営に移る｡

15

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR /  / 通信･放送 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 上場

249200百万円

1998/06/02ﾄﾗﾍﾞﾗｰｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

日興証券

資本参加OUT-IN

米大手金融会社､ﾄﾗﾍﾞﾗｰｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､日興に約2,200億円出資し､発行済み株式の25%を取得し筆

頭株主に｡また､両社共同出資で､東京に法人向け証券会社を設立｡世界の金融証券市場で勝ち残

りを目指す｡

25

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 証券 / 上場

220000百万円

1998/06/13ﾄﾞｲﾂ交通銀行

日本長期信用銀行

営業譲渡OUT-IN

独DGﾊﾞﾝｸ傘下のﾄﾞｲﾂ交通銀行が､長銀の国際航空機･船舶融資部門を28億ﾏﾙｸ(約2200億円)で

買収｡長銀の同部門はﾛﾝﾄﾞﾝ･ﾆｭｰﾖｰｸが拠点で､欧米の航空会社54社などに融資｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GER /  / 銀行 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 銀行 / 上場

220000百万円

1999/04/22ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭ･ﾃﾚｺﾑ(BT)､AT&T

日本ﾃﾚｺﾑ

資本参加OUT-IN

英通信最大手のBTと米通信最大手のAT&Tは､JR系新電電の日本ﾃﾚｺﾑに15%づつ資本参加し､日

米欧を結ぶ巨大連合で世界の通信市場をﾘｰﾄﾞする｡

15/15

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR /  / 通信･放送 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 上場

220000百万円

2004/05/27★修正:ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI

DDIﾎﾟｹｯﾄ

営業譲渡OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､KDDI傘下でPHS(簡易型携帯電話)最大手のDDIﾎﾟｹｯﾄ(東京)を

買収する｡KDDIから60％の株式を取得する｡第2位株主の京ｾﾗも出資比率を13%から30%まで高め

る｡京ｾﾗの分も合わせて株式取得総額は約2200億円とみられる｡KDDIは10%を維持する｡PHSは､

高効率のﾃﾞｰﾀ通信が可能となる特性が見直されているほか､中国などで普及が始まっている｡

KDDIを切り離すことで､同事業を強化する｡将来は株式上場を目指す｡KDDIは携帯電話｢au｣事業に

集中する｡★形態修正､ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2004/06/21 ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDIの3社がつくる受け

皿会社が､DDIﾎﾟｹｯﾄから会社分割により10月1日付で事業を譲り受ける｡3社の出資比率は6:3:1｡

DDIﾎﾟｹｯﾄは解散する｡形態1を買収から営業譲渡に修正｡第1当事者に京ｾﾗ､KDDIを､形態3に(会

社分割 吸収分割･分社型)を追加｡出資比率を60%から100%に修正｡株取得先のKDDIを削除｡

100

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場など

220000百万円(会社分割 吸収分割･分社型)

15



16 

 （３） 形態別 

１９８５年以降２００６年までのＯＵＴ－ＩＮ件数１７１５件を形態別にみると、資本参加６４４件、

買収５９９件、事業譲渡（営業譲渡）３２６件、出資拡大１３６件、合併１０件で、買収と資本参加

で全体の７０％超を占め、合併は手法としてほとんど使われていない。２００４年～２００６年の傾

向をみると、合併は０４年の２件のみである。買収は０４年６０件、構成比２９．１％、０５年４５件２

５．１％、０６年 5７件３３.３％。事業譲渡は０４年３４件、１６．５％、０５年２１件、１１．７％、０６年２

９件、１７.０％。資本参加は０４年７７件３７．４％、０５年８０件４４．７％、０６年６６件３8.６％。出資

拡大は０４年３３件、１６.０％、０５年３３件、１８．４％、０６年１９件、１１.1％である。資本参加と出

資拡大の合計は３０８件であるが、そのうち投資ファンドなどによる日本企業への投資は２２５件

で、７０％超を占めている。 

OUT-IN  形態別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

1985年 -              0.0% 4              19.0% 5              23.8% 10            47.6% 2              9.5% 21            

1986年 -              0.0% 5              35.7% 1              7.1% 7              50.0% 1              7.1% 14            

1987年 -              0.0% 7              38.9% 1              5.6% 10            55.6% -              0.0% 18            

1988年 -              0.0% 8              57.1% -              0.0% 6              42.9% -              0.0% 14            

1989年 -              0.0% 5              41.7% 1              8.3% 6              50.0% -              0.0% 12            

1990年 -              0.0% 7              36.8% -              0.0% 10            52.6% 2              10.5% 19            

1991年 -              0.0% 4              21.1% 2              10.5% 13            68.4% -              0.0% 19            

1992年 -              0.0% 11            37.9% 3              10.3% 14            48.3% 1              3.4% 29            

1993年 -              0.0% 14            53.8% 2              7.7% 10            38.5% -              0.0% 26            

1994年 -              0.0% 12            36.4% 7              21.2% 14            42.4% -              0.0% 33            

1995年 -              0.0% 15            45.5% 6              18.2% 11            33.3% 1              3.0% 33            

1996年 -              0.0% 13            41.9% 5              16.1% 11            35.5% 2              6.5% 31            

1997年 1              1.9% 19            35.8% 11            20.8% 19            35.8% 3              5.7% 53            

1998年 1              1.2% 37            43.5% 22            25.9% 21            24.7% 4              4.7% 85            

1999年 -              0.0% 42            32.6% 36            27.9% 49            38.0% 2              1.6% 129           

2000年 1              0.6% 58            33.1% 45            25.7% 67            38.3% 4              2.3% 175           

2001年 1              0.6% 64            40.3% 34            21.4% 51            32.1% 9              5.7% 159           

2002年 2              1.5% 54            41.2% 27            20.6% 45            34.4% 3              2.3% 131           

2003年 2              1.3% 58            36.7% 34            21.5% 47            29.7% 17            10.8% 158           

2004年 2              1.0% 60            29.1% 34            16.5% 77            37.4% 33            16.0% 206           

2005年 -              0.0% 45            25.1% 21            11.7% 80            44.7% 33            18.4% 179           

2006年 -              0.0% 57            33.3% 29            17.0% 66            38.6% 19            11.1% 171           

計 10            0.6% 599           34.9% 326           19.0% 644           37.6% 136           7.9% 1,715        

年 合計
合併 買収 事業譲渡（営業譲渡） 資本参加 出資拡大

 

OUT-IN　形態別件数表
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形態別動向は次のとおり。 
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OUT-IN買収件数推移とOUT-IN件数に占める割合
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OUT-IN買収件数 OUT-IN件数に占める割合

・買収 

 ＯＵＴ－ＩＮ件数のうち、買収は１９９７年まで１０件台以下で推移していたが、１９９８年に３７件

と前年比２倍に急増した。以降、年々増加して、２００１年には最高の６４件を記録した。その後

は、０５年に４５件に落ち込んだことはあるものの、ほぼ６０件程度で推移している。０６年は、５７

件で、０５年に比べ１２件増と回復した。 

 一方、ＯＵＴ－ＩＮ全体に占める割合でみると、１９９０年代半ばから０３年までは３０～４０％を

占め、M&A 手法の主流を占めていたが、０４年の２９．1％、０５年の２５．１％と大幅に比率を下

げた。これは、資本参加や出資拡大の形態の場合が多い投資ファンドの動きが活発化したた

めで、その動きが鈍化した０６年の買収の割合は３３.３％と再び３０％台の水準まで回復した。 

  ０４年から０６年までの買収案件を公表金額上位でみると、１位は、米ローン・スターグルー

プの後楽園フアイナンス買収（５０５億円）、２位は米モルガン・スタンレー・グループなどによる

サッポロホテルエンタプライズ買収（５０１億円）、３位はゴールドマン・サックス､森トラスト

などによるフジタ買収（４１０億円）となった。０６年の事業会社の事例としては、スウェーデン

の農林機器世界最大手ハスクバーナによるコマツ子会社の小松ゼノアの農林機器事業（ゼノ

ア社）の買収がある。東アジア地域での事業展開強化が目的で、ゼノアも国内４位の地位から

の脱却を図る。０５年では、米高級ブランドバックのコーチ社が、日本合弁会社の株式を住友

商事から買取り１００％子会社化した事例が目立つ｡また、トムソン･ｼﾞｬﾊﾟﾝによるカノープスの

買収は、仏親会社トムソンの株式を対価（５０％は現金）とする TOB の第１号として注目された｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2004年～2006年　OUT-IN 買収の公表金額トップ10

順位
公表金額
(百万円）

当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種 形態 発表日

1 50,500    ﾛｰﾝ･ｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟ その他金融 USA 後楽園ﾌｱｲﾅﾝｽ[東京ﾄﾞｰﾑ] その他金融 買収 2006/9/29

2 50,100    
ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬ
ﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

証券 USA
ｻｯﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ[ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝ
ｸﾞｽ]

不動産･ﾎﾃﾙ 買収 2004/11/5

3 41,000    
ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組
成投資ﾌｧﾝﾄﾞ

その他金融 USA ﾌｼﾞﾀ 建設 買収 2005/4/4

4 31,500    ｺｰﾁ その他製造 USA
ｺｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(住友商事､ｺｰﾁ折半出資
会社)

その他販売･卸 買収（合弁解消） 2005/4/27

5 23,960    
ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱ
(OCHA)ｸﾞﾙｰﾌﾟ

その他金融 CHN(HON) ｱﾘｽﾀﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ その他販売･卸 買収 2006/12/22

6 21,720    ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ 証券 USA 近藤産業新設会社 不動産･ﾎﾃﾙ 買収 2004/9/30

7 20,000    ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ その他金融 USA
ｼｵﾉｷﾞｸｵﾘｶﾌﾟｽ､ｼｵﾉｷﾞﾖｰﾛｯﾊﾟ
B.V.(SEBV)[塩野義製薬]

医薬品 買収 2005/8/23

8 18,250   ﾊｽｸﾊﾞｰﾅ 機械 SWE
ｾﾞﾉｱ[小松ｾﾞﾉｱ(ｺﾏﾂ全額出資子会
社)]

機械 買収 2006/9/26

9 12,800   ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾄﾑｿﾝ日本法人) 電機 FRA ｶﾉｰﾌﾟｽ 電機 買収(TOB） 2005/12/6

10 12,400    
ﾋﾙｺｯﾄ(ｷｬｯｽﾙｳｯﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､新生
銀行合弁会社）

生保･損保 GBR あいおいﾖｰﾛｯﾊﾟ[あいおい損害保険] 生保･損保 買収 2005/12/31
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2006/09/29ﾛｰﾝ･ｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟ

後楽園ﾌｱｲﾅﾝｽ[東京ﾄﾞｰﾑ]

買収OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのﾛｰﾝ･ｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟは､東京ﾄﾞｰﾑの全額出資子会社で消費者金融会社向け貸金業の

後楽園ﾌｱｲﾅﾝｽ(東京)を11月30日付で買収する｡全株式を取得するほか､同社に対して東京ﾄﾞｰﾑが

もつ全貸付債権を取得する｡金額は505億円とみられる｡後楽園ﾌｱｲﾅﾝｽのﾘｰｽ事業やｸﾞﾙｰﾌﾟ内ｺﾞ

ﾙﾌ･ﾘｿﾞｰﾄ関連不動産は､同日までに東京ﾄﾞｰﾑとｸﾞﾙｰﾌﾟ内子会社に移管する｡後楽園ﾌｱｲﾅﾝｽは売

上高74億500万円､従業員20人｡東京ﾄﾞｰﾑは､固定資産の減損会計の適用､ｸﾞﾚｰｿﾞｰﾝ金利廃止問

題への動きの加速化などに対応するため､不採算事業､ﾘｽｸ事業の抜本的な見直しを検討してい

た｡金融事業から撤退する｡ｺﾞﾙﾌ､ﾘｿﾞｰﾄ事業も撤退､売却を進める｡ﾄﾞｰﾑ球場を中心とする東京ﾄﾞｰ

ﾑｼﾃｨ(同)に経営資源を集中する｡

100

日付 金額 出資比率

東京ﾄﾞｰﾑ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他金融 / 未上場など

50500百万円

2004/11/05ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙ
ｰﾌﾟ

ｻｯﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ[ｻｯﾎﾟﾛ
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]

買収OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､同ｸﾞﾙｰﾌﾟ運営の不動産投資ﾌｧﾝﾄﾞが出資する特別目的会社(SPC)､

MSREF TMK olding, LLCを通じて､ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下で｢ｳｪｽﾃｨﾝﾎﾃﾙ東京｣を運営するｻｯﾎﾟﾛ

ﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ(同)を12月1日付で買収する｡全株式を取得する｡別の特別目的会社を通じて､同HD

傘下の恵比寿ｶﾞｰﾃﾞﾝﾌﾟﾚｲｽ(同)から同ﾎﾃﾙの土地､建物を取得する｡金額は合計約501億円｡ﾎﾃﾙ

の名称は変更しない｡ｻｯﾎﾟﾛHDは､約69億円の売却益を2004年12月期で特別利益に計上する｡ｻｯ

ﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽは､外国人利用客の減少などで3億6400万円の赤字に陥っていた｡ﾎﾃﾙ事業から

撤退､酒類や飲料など主力事業に集中する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/01/06  不動産投資の米ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･

ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､501億円の半分を出資した｡当事者1に｢ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣を追加｡

100

日付 金額 出資比率

ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

50100百万円

2005/04/04★修正:ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成
投資ﾌｧﾝﾄﾞ

ﾌｼﾞﾀ

買収OUT-IN

米投資会社のﾛｰﾝｽﾀｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､ﾌｼﾞﾀに資本参加する｡約410億円の第三者割当増資を引き受け

る｡ﾌｼﾞﾀは､建設関連の不動産販売事業を会社分割により切り離す｡私的整理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づき､

主力銀行の三井住友銀行などへ総額910億円の債務免除を要請する｡1484億円の含み損を一括

処理する｡ﾌｼﾞﾀは､｢新中期経営計画｣の策定にあわせ､三井住友建設との経営統合を白紙撤回し

た｡ﾌｼﾞﾀは､2002年に旧ﾌｼﾞﾀから会社分割により建設事業部門を承継して､発足していた｡2度目の

会社分割となる｡★当事者･形態修正 2005/06/09  ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなどは､投資ﾌｧﾝﾄ

ﾞを組成し､ﾌｼﾞﾀを9月29日付で買収する｡約26億8900万円の第三者割当増資を引き受け､55.0%(議

決権比率56.32%)の株式を取得する｡同時に優先株を383億1100万円で取得する｡金額総額は410

億円｡入札により決定した｡原田社長は辞任する｡ﾌｧﾝﾄﾞ主導によりｾﾞﾈｺﾝを再建する｡当事者1を｢ﾛ

ｰﾝｽﾀｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣から｢ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成投資ﾌｧﾝﾄﾞ｣に､形態を資本参加から買

収に修正｡出資比率に56.32%､有効日に2005年9月29日を追加｡

56.32

日付 金額 出資比率

ﾌｼﾞﾀ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 建設 / 上場

41000百万円

2005/04/27ｺｰﾁ

ｺｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(住友商事､ｺｰﾁ
折半出資会社)

買収OUT-IN

米高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾞｯｸ製造のｺｰﾁ(ﾆｭｰﾖｰｸ)は､同社と住友商事が折半出資で設立した販売のｺｰﾁ･ｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ(東京)を7月1日付で買収する｡住友商事から約315億円(3億ﾄﾞﾙ)で全株式を取得､完全子会社

化する｡同社は売上高約316億円､従業員1020人､総店舗数104｡設立時の契約では2007年以降､段

階的に住商から株式を買い取ることになっていたが､ｺｰﾁから前倒しの要請があった｡住商は､別ﾌﾞ

ﾗﾝﾄﾞの買収資源確保のため､一括売却を決めた｡今後も人材派遣などで協力する方針｡

100

日付 金額 出資比率

住友商事

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他製造 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場など

31500百万円(合弁解消)

2006/12/22ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱ(OCHA)ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ

ｱﾘｽﾀﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

買収OUT-IN

香港の投資会社､ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱ(OCHA)は､ｸﾞﾙｰﾌﾟで30%の株式を保有する

農薬事業のｱﾘｽﾀﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ(東京)を12月21日付で買収した｡傘下の投資運用会社4社を通じ､筆

頭株主の豊田通商から239億6000万円で38%の株式を取得｡出資比率を68%に高めた｡同社の出資

比率は3%に低下した｡ｱﾘｽﾀﾗｲﾌは売上高1158億2900万円､従業員1739人｡2002年11月にOCHAｸﾞ

ﾙｰﾌﾟの米系ﾌｧﾝﾄﾞ､Olympus ALC Holdingsが資本参加後､新剤の買収で農薬事業の拡大を図って

いた｡豊田通商は､自動車､金属など特定6分野に事業を集中する｡

68

日付 金額 出資比率

豊田通商

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / CHN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場など

23960百万円

2004/09/30ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ

近藤産業新設会社

買収OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券は､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨと共同で､りそな銀行が再建支援する不動産会社､近藤産業(

同)が吸収分割でﾏﾝｼｮﾝ分譲企業を分割する新会社(同)を2005年3月までに買収する｡ｽﾎﾟﾝｻｰとし

て再建を支援する｡両社はそれぞれ役員を派遣する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝは､りそな銀行などから285億円の

債権を買い取る｡新会社もりそなから156億円分を承継する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝは､総額で200億円前後を投

じる見通し｡ﾀﾞｲﾅｼﾃｨの出資額は17億2000万円｡近藤産業は､不動産賃貸事業への過剰投資で546

億円の金融債務があった｡再生が見込めるﾏﾝｼｮﾝ分譲事業を本体から切り離す｡ﾀﾞｲﾅｼﾃｨはｺﾝﾊﾟｸ

ﾄﾏﾝｼｮﾝが主力｡ﾌｧﾐﾘｰﾀｲﾌﾟの近藤産業とのｼﾅｼﾞｰ効果を図る｡

日付 金額 出資比率

近藤産業

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

21720百万円

18
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2005/08/23ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｼｵﾉｷﾞｸｵﾘｶﾌﾟｽ､ｼｵﾉｷﾞﾖｰﾛｯ
ﾊﾟB.V.(SEBV)[塩野義製薬]

買収OUT-IN

米投資会社のｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾜｼﾝﾄﾝDC)は､塩野義製薬の全額出資子会社で医薬品用ｶﾌﾟｾﾙ製

造のｼｵﾉｷﾞｸｵﾘｶﾌﾟｽ(奈良県大和郡山市)と傘下にｽﾍﾟｲﾝ､米国販売子会社2社をもつ蘭の持株会社

､ｼｵﾉｷﾞﾖｰﾛｯﾊﾟB.V.(SEBV)を10月をめどに買収する｡全株式を取得する｡医薬品用ｶﾌﾟｾﾙ事業を取

得する｡金額は200億-250億円前後とみられる｡同事業は売上高121億円｡自社製品に使うほか外

販しており､世界2位の規模｡薬剤の形態はｶﾌﾟｾﾙから錠剤に替わりつつある｡ｶﾌﾟｾﾙ供給先を世界

に広げるなどで事業価値向上を図る｡塩野義は､医療用医薬品に経営資源を集中する｡すでに動物

薬､工業用薬品事業などを売却しており､同社の事業整理はほぼ完了する｡

各100

日付 金額 出資比率

塩野義製薬

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 奈良県 / 医薬品 / 未上場など

20000百万円

2006/09/26★修正:ﾊｽｸﾊﾞｰﾅ

ｾﾞﾉｱ[小松ｾﾞﾉｱ(ｺﾏﾂ全額出
資子会社)]

買収OUT-IN

ｽｳｪｰﾃﾞﾝの農林機器世界最大手､ﾊｽｸﾊﾞｰﾅは､ｺﾏﾂの全額出資子会社で農林機器､建設機械､油

圧機器製造､販売の小松ｾﾞﾉｱ(ｺﾏﾂｾﾞﾉｱ､埼玉県川越市)から農林機器事業を2006年度中に譲り受

ける｡同事業の連結従業員約700人と埼玉県川越市や中国の生産子会社の設備などを引き継ぐ｡

対象事業は売上高約200億円｡国内ｼｪｱ4位､世界ｼｪｱは4%にとどまっていた｡ﾊｽｸﾊﾞｰﾅは､ｺﾏﾂｾﾞﾉ

ｱの工場を足がかりに日本､中国を含む東ｱｼﾞｱ地域での事業展開を強化する｡ｺﾏﾂｾﾞﾉｱは､小型建

機､建機向け油圧機器事業に特化する｡経営効率の向上を図る｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2007/01/24  小松ｾﾞ

ﾉｱが全額出資で2006年12月に設立したｾﾞﾉｱ(埼玉県越谷市)は､小松ｾﾞﾉｱから農林機器事業を会

社分割により4月1日付で譲り受ける｡★ﾃﾞｰﾀ追加､当事者･形態修正  ﾊｸｽﾊﾞｰﾅは､ｾﾞﾉｱを4月2日

付で買収する｡金額は182億5000万円｡当事者2を｢小松ｾﾞﾉｱ[ｺﾏﾂ]｣から｢ｾﾞﾉｱ[小松ｾﾞﾉｱ(ｺﾏﾂ全額

出資子会社)]｣に､形態を事業譲渡から買収に修正｡公表金額に182億5000万円､有効日に2007年4

月2日を追加｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  SWE / SWE / 機械 / 

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / 機械 / 未上場など

18250百万円

2005/12/06ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾄﾑｿﾝ日本法人)

ｶﾉｰﾌﾟｽ

買収OUT-IN

電機大手でﾊﾟﾘ証券取引所上場の仏ﾄﾑｿﾝは､日本法人のﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京)を通じて､ｶﾉｰﾌﾟｽを買

収する｡ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝが保有する買収目的会社が買い付けを行う｡すでに､創業者で会長兼CEOの

山田広司氏や親族が保有する株式40%のうち33.33%を取得することで合意している｡対価は50%が

現金､残りをﾄﾑｿﾝの自己株式で支払う｡さらに､TOBにより44.54%以上の株式取得し､77.87%以上を

目指す｡買付価格は1株14万8000円｡19.45%のﾌﾟﾚﾐｱﾑをつける｡買付総額は約60億5000万円｡買付

期間は12月6日-2006年1月16日までの42日間｡同社取締役会は賛同している｡応募券数の総数が

買付予定数に満たない場合は買い付けを行わない｡最終的に全株式を取得し､完全子会社化する

方針｡全株式を取得した場合､金額は総額約128億円(9130万ﾕｰﾛ)となる｡上場廃止する｡ﾄﾑｿﾝは､ﾃ

ﾚﾋﾞ局や映画産業向けのﾃﾞｼﾞﾀﾙ機器､ｼｽﾃﾑ販売事業を強化している｡ｶﾉｰﾌﾟｽは､ﾊﾟｿｺﾝ上でﾊｲﾋﾞｼﾞ

ｮﾝ映像を処理する技術などでﾉｳﾊｳをもつ｡同事業の強化を図る｡★ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2006/01/17  

TOBの結果､議決権ﾍﾞｰｽで60.98%の株式を取得した｡山田広司会長らからの取得分と合わせると､

出資比率は1月24日付で94.31%となる｡出資比率を100%から94.31%に修正｡★ﾃﾞｰﾀ追加 

2006/05/29  ｶﾉｰﾌﾟｽは､6月30日付で上場廃止となる｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/05/31  ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝは､

産業再生法に基づく金銭交付による株式交換を実施し､完全子会社化する｡

100

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA / 東京都 / 電機 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 兵庫県 / 電機 / 上場

12800百万円(TOB)

2005/12/31ﾋﾙｺｯﾄ(ｷｬｯｽﾙｳｯﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､新生銀行合
弁会社）

あいおいﾖｰﾛｯﾊﾟ[あいおい損
害保険]

買収OUT-IN

英ﾊﾞﾐｭｰﾀﾞ諸島のｷｬｯｽﾙｳｯﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽと新生銀行の合弁会社で同国の保険持株会社､ﾋﾙｺｯﾄ

は､あいおい損害保険の英全額出資子会社のあいおいﾖｰﾛｯﾊﾟを買収する｡124億円(6200万ﾎﾟﾝﾄﾞ)

で全株式を取得する｡あいおい損保は､2005年11月に同国子会社のあいおいﾓｰﾀｰ＆ｼﾞｪﾈﾗﾙを新

設｡あいおいﾖｰﾛｯﾊﾟからF＆I事業(ﾄﾖﾀ･ﾚｸｻｽﾕｰｻﾞｰ向け金融と自動車保険などの一体ｻｰﾋﾞｽ)と日

系事業を引継ぎ､同社はﾛﾝﾄﾞﾝ再保険ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾗﾝｵﾌ事業に特化していた｡あいおいﾓｰﾀｰ＆ｼﾞｪﾈﾗ

ﾙに経営資源を集中し､欧州保険事業の更なる収益拡大を図る｡ﾋﾙｺｯﾄは､新生銀行の持ち分法適

用会社｡

100

日付 金額 出資比率

あいおい損害保険

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GER / 生保･損保 / 

▲当事者2   JPN / GER / 生保･損保 / 海外法人

12400百万円

19
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・ 事業譲渡（営業譲渡） 

 ＯＵＴ－ＩＮ件数のうち、事業譲渡（営業譲渡）件数は１９９６年まで一桁台で推移していたが、

９７年以降、２０００年の４５件のピークまで急増した｡その後の０１年から０４年までは３０件前後

の高水準で推移したが、０５年は１３件減少の２１件と、大幅に落ち込んだ。ＯＵＴ－ＩＮ総件数

に占める割合も、９９年の２７．９％をピークとして０５年の１１．７％まで急減している｡事業譲渡

は、過剰債務から事業を切り出す有力な手法であり、金融危機後の再生･リストラ局面で活用

されたが、不良債権処理の進展によりそのピークを過ぎたことが背景である｡０６年は、２９件、

シェア１７.０％と増加に転じた。これは、不動産･ホテルへの個別の投資が増えたためである｡ 

 ２００４年から２００６年までの事業譲渡（営業譲渡）案件を公表金額上位でみると、１位は、米

カーライル・グループ、京セラ、ＫＤＤＩ連合のＤＤＩポケットからの事業譲受（２２００億円）、２位

は、米メリルリンチの三菱自動車の米国販売金融子会社ミツビシ・モーターズ・クレジット・オ

ブ・アメリカ・インク（ＭＭＣＡ）などからのローン債権とリース債権などの譲り受け（２０５０億円）、

３位は、国際石油資本(メジャー)の仏トタルが､国際石油開発帝石ホールディングス傘下のイン

ペックス西豪州ブラウズ石油(東京)から豪で液化天然ガス(LNG)を開発するイクシスガス田の

鉱区権益を譲り受けた案件（３３０億円）だった｡トップ１０のうち、０６年の案件は、３位の仏トタ

ル社の事例のほかは、米 B・F・サウスによる塩屋土地の米国ホテル事業買収、米ゴールドマ

ン・サックス・グループによるワシントンホテルの広島ワシントンホテル事業買収、米シティグル

ープによる葵地所のホテル事業買収と、すべてホテル事業を対象としたものであった。 

OUT-IN  事業譲渡（営業譲渡）件数推移とOUT-IN件数に占める割合
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順位
公表金額
(百万円）

当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種 形態 発表日

1           220,000       ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI その他金融 USA DDIﾎﾟｹｯﾄ 通信･放送
営業譲渡

 (吸収分割･分社型)
2004/5/27

2           205,000       ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ 証券 USA
ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ(MMCA)､ﾐﾂ
ﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ[三菱自動車]

その他金融 営業譲渡 2004/11/27

3           33,000       TOTAL E&P Australia[ﾄﾀﾙ] 鉱業 FRA
ｲﾝﾍﾟｯｸｽ西豪州ﾌﾞﾗｳｽﾞ石油[国際石油開発帝
石ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]

鉱業 事業譲渡 2006/9/1

4           17,824        MFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社 不動産･ﾎﾃﾙ AUS NS Australia Pty Ltd.[日本信販孫会社] 不動産･ﾎﾃﾙ 営業譲渡 2005/4/1

5           11,600        B･F･ｻｳｽ 不動産･ﾎﾃﾙ USA 塩屋土地 不動産･ﾎﾃﾙ 営業譲渡 2006/3/7

6           8,500          ｻﾑｽﾝSDI 電機 KOR NEC 電機 営業譲渡 2004/2/27

7           7,000          鳥居坂開発(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ) 不動産･ﾎﾃﾙ USA ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ 不動産･ﾎﾃﾙ 営業譲渡 2006/2/21

8           6,800          ｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ その他金融 USA ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶ(ﾃｨｱｯｸ米国法人) 電機 営業譲渡 2004/3/7

9           6,000          ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ その他金融 USA 葵地所 不動産･ﾎﾃﾙ 事業譲渡 2006/11/18

10          4,000          ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA 丸玉観光 不動産･ﾎﾃﾙ 営業譲渡 2004/12/12
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2004/05/27★修正:ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI

DDIﾎﾟｹｯﾄ

営業譲渡OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､KDDI傘下でPHS(簡易型携帯電話)最大手のDDIﾎﾟｹｯﾄ(東京)を

買収する｡KDDIから60％の株式を取得する｡第2位株主の京ｾﾗも出資比率を13%から30%まで高め

る｡京ｾﾗの分も合わせて株式取得総額は約2200億円とみられる｡KDDIは10%を維持する｡PHSは､

高効率のﾃﾞｰﾀ通信が可能となる特性が見直されているほか､中国などで普及が始まっている｡

KDDIを切り離すことで､同事業を強化する｡将来は株式上場を目指す｡KDDIは携帯電話｢au｣事業に

集中する｡★形態修正､ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2004/06/21 ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDIの3社がつくる受け

皿会社が､DDIﾎﾟｹｯﾄから会社分割により10月1日付で事業を譲り受ける｡3社の出資比率は6:3:1｡

DDIﾎﾟｹｯﾄは解散する｡形態1を買収から営業譲渡に修正｡第1当事者に京ｾﾗ､KDDIを､形態3に(会

社分割 吸収分割･分社型)を追加｡出資比率を60%から100%に修正｡株取得先のKDDIを削除｡

100

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場など

220000百万円(会社分割 吸収分割･分社型)

2004/11/27ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ

ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･
ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ(MMCA)､ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰ
ﾀｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ[三菱
自動車]

営業譲渡OUT-IN

米証券大手のﾒﾘﾙﾘﾝﾁは､三菱自動車の米国販売金融子会社､ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ･

ｲﾝｸ(MMCA)と同全額出資子会社のﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸからﾛｰﾝ債権とﾘｰｽ債権など

の資産を譲り受ける｡総資産4100億円(40億ﾄﾞﾙ)のうち約半分の2050億円(20億ﾄﾞﾙ)相当を順次取

得する｡両社は､自動車ﾛｰﾝの債権回収などを行う合弁会社をﾒﾘﾙが過半数出資して年内に設立す

る｡同社の信用で資金調達を有利に進める｡三菱自動車は資産圧縮､有利子負債の削減により財

務体制強化を図る｡ﾒﾘﾙﾘﾝﾁは､自動車販売金融への本格参入を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / USA / その他金融 / 海外法人

205000百万円

2006/09/01TOTAL E&P Australia[ﾄﾀﾙ]

ｲﾝﾍﾟｯｸｽ西豪州ﾌﾞﾗｳｽﾞ石油[
国際石油開発帝石ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸ
ﾞｽ]

事業譲渡OUT-IN

国際石油資本(ﾒｼﾞｬｰ)の仏ﾄﾀﾙは､全額出資子会社の豪TOTAL E&P Australiaを通じて､国際石油

開発帝石ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下のｲﾝﾍﾟｯｸｽ西豪州ﾌﾞﾗｳｽﾞ石油(東京)から豪で液化天然ｶﾞｽ(LNG)を開発

するｲｸｼｽｶﾞｽ田の鉱区権益100%のうち24%を譲り受ける｡対価は現金とﾄﾀﾙの保有する別の鉱区権

益などを組み合わせる模様｡開発資金の負担を分担するほか､LNG開発実績が豊富なﾄﾀﾙから技

術供与を受ける｡ｲﾝﾍﾟｯｸｽ西豪州ﾌﾞﾗｳｽﾞ石油は､同鉱区のｵﾍﾟﾚｰﾀｰとして､同天然ｶﾞｽをLNG(液化

天然ｶﾞｽ)として生産､販売する計画｡2012年にLNGの生産を開始する予定｡★ﾃﾞｰﾀ追加 

2006/11/25  国際石油開発帝石ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､ﾄﾀﾙへの譲渡が11月24日付で完了したと発表し

た｡金額は330億円程度とみられる｡公表金額に330億円､有効日に2006年11月24日を追加｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA / AUS / 鉱業 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 鉱業 / 未上場など

33000百万円

2005/04/01MFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社

NS Australia Pty Ltd.[日本信
販孫会社]

営業譲渡OUT-IN

豪投資会社､MFS Limited傘下でﾎﾃﾙ経営のMFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社は､日本信販の

孫会社の豪NS Australia Pty Ltd.から複合ﾘｿﾞｰﾄ｢Mirage Resorts｣の営業権と固定資産を5月13日

付で譲り受ける｡金額は約178億2480万円(2億1000万豪ﾄﾞﾙ)｡対象は､ｺﾞｰﾙﾄﾞｺｰｽﾄとﾎﾟｰﾄﾀﾞｸﾞﾗｽに

あるﾎﾃﾙ､ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ､ｺﾞﾙﾌ場などを所有する2つのﾘｿﾞｰﾄ｡同社は売上高1億429万豪ﾄﾞﾙ｡日本

信販は､ﾚｼﾞｬｰ･不動産事業から撤退､経営資源をｺｱﾋﾞｼﾞﾈｽに集中する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  AUS / AUS / 不動産･ﾎﾃﾙ / 

▲当事者2   JPN / AUS / 不動産･ﾎﾃﾙ / 海外法人

17824百万円

2006/03/07B･F･ｻｳｽ

塩屋土地

営業譲渡OUT-IN

米の不動産管理､運営会社､B･F･ｻｳｽ(ﾒﾘｰﾗﾝﾄﾞ州)は､三洋電機創業者の井植家の資産管理会社

である塩屋土地(神戸市)から米ﾜｼﾝﾄﾝの高級ﾎﾃﾙ｢ﾍｲ･ｱﾀﾞﾑｽ･ﾎﾃﾙ｣を譲り受ける｡金額は約116億

円(約1億ﾄﾞﾙ)とみられる｡同ﾎﾃﾙは客室数145室｡ﾎﾜｲﾄﾊｳｽの向かいに建つ｡三洋電機の井植敏最

高顧問が社長時代の1989年に買収していた｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 不動産･ﾎﾃﾙ / 

▲当事者2   JPN / 兵庫県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

11600百万円

2004/02/27ｻﾑｽﾝSDI

NEC

営業譲渡OUT-IN

韓国ｻﾑｽﾝｸﾞﾙｰﾌﾟでﾌﾞﾗｳﾝ管世界最大手のｻﾑｽﾝSDIは､NECから有機EL事業を3月末日までに譲り

受ける｡有機EL関連特許のほか､両社の合弁会社｢ｻﾑｽﾝNECﾓﾊﾞｲﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ(SNMD)｣(韓国)の

NECの保有株式49%が対象｡同社は2001年に設立され､ｻﾑｽﾝ側が51%出資していた｡金額は約85

億円｡NECは､非ｺｱ事業であるﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ事業からの撤退を加速している｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR / KOR / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 上場

8500百万円

2006/02/21鳥居坂開発(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ)

ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ

営業譲渡OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの関連会社(SPC)でﾎﾃﾙ運営の鳥居坂開発(東京)は､ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ(名古

屋市)から｢広島ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ｣を3月末に譲り受ける｡金額は約70億円とみられる｡9月30日までﾜｼﾝﾄﾝ

ﾎﾃﾙが運営を受託する｡10月に改装し､新ﾎﾃﾙとしてｽﾀｰﾄする｡同ﾎﾃﾙは客室数265室､平均稼働率

70%余｡黒字経営だった｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝｻｯｸｽは､2003年にﾀﾞｲｴｰからﾎﾃﾙ4件を買収し､現在は8件を所

有･運営している｡ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙは､手ごろ価格で宿泊できる新業態｢R&Bﾎﾃﾙ｣のﾁｪｰﾝ展開に力を入

れており､売却資金を同業態拡大の原資とする｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

▲当事者2   JPN / 愛知県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

7000百万円

21



2004年～2006年　OUT-IN　事業譲渡(営業譲渡）の公表金額トップ10

2004/03/07ｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ

ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶ(ﾃｨｱｯｸ米国法
人)

営業譲渡OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞは､ﾃｨｱｯｸの米国子会社､ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶから航空機搭載ﾋﾞ

ﾃﾞｵｼｽﾃﾑ事業部門を譲り受ける｡ﾗｲｾﾝｽ供与､ﾄﾚｰﾄﾞﾏｰｸ使用許諾の契約も結ぶ｡譲渡価額は6150

万ﾄﾞﾙ(68億円)｡同事業の売上高は57億2000万円｡同事業は堅調だが､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化対応のため追加

投資が必要となっていた｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / USA / 電機 / 海外法人

6800百万円

2006/11/18ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ

葵地所

事業譲渡OUT-IN

米ｼﾃｨｰｸﾞﾙｰﾌﾟで投資事業のｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京)は､ﾘｿﾞｰﾄﾎﾃﾙ運営

の葵地所(栃木県那須塩原市)からﾎﾃﾙ事業を譲り受ける｡｢ｴﾋﾟﾅｰﾙ那須｣(栃木県那須町)｢白河関

の里｣(福島県白河市)｢ﾘｿﾞｰﾄｲﾝ白浜｣(千葉県南房総市)を取得する｡金額は約60億円とみられる｡

同社は清算する｡過剰な金融債務から事業継続が困難になっていた｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / その他金融 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 栃木県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

6000百万円

2004/12/12ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰｸﾞﾙｰﾌﾟ

丸玉観光

営業譲渡OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､丸玉観光(京都市)から京都ﾊﾟｰｸﾎﾃﾙを譲り受けた｡金額は約40億円と

みられる｡同社は経営不振により収益が悪化していた｡同ﾎﾃﾙは客室数268｡改装後に営業再開す

る｡京都のﾎﾃﾙ取得は､先月の京都国際ﾎﾃﾙに続き2件目｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 京都府 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

4000百万円

22
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・ 資本参加 

 ＯＵＴ－ＩＮ件数のうち、資本参加件数は１９９８年まで１０件～２０件前後で推移していたが、

１９９９年の４９件、２０００年の６７件と、急激に増加した｡その後も、４５～５０件の水準を維持し

ていたが、０４年は７７件、０５年は８０件と再度の急増となった。２０００年前後の増加は､金融危

機時における事業再生支援のための資本注入案件の増加と IT･サービス業界の活況が背景

であるが､０４年以降は、投資ファンドを含む「その他金融」セクターが件数を押し上げた。０４年

～０６年の「その他金融」の件数を見ると、０４年が７７件中、５９件で全体の 7６.６％を占め、０５

年も８０件中、４４件と引き続き高水準であるが、０６年は、６６件中、３９件と、やや動きが鈍った

感がある｡投資ファンドによる資本参加には､会社支配権の異動に至らないアクティビスト系フ

ァンドの投資が含まれている。０６年は減少したが､投資ファンドの存在感がここ数年顕著となっ

てきていることに変わりはない。 

 ２００４年から２００６年までの資本参加案件を公表金額上位でみると、１位は、米ゴールドマ

ン・サックスグループの三洋電機のへ資本参加（１２５０億円）、２位は、米投資ファンドサーベラ

スのコクド（東京）への資本参加（９００億円）、３位は、サウジアラビアの国営石油大手､サウジ・

アラムコの昭和シェル石油への資本参加（５００億円）だった｡０６年の案件としては、６位のスウ

ェーデンのトラック大手、ボルボの日産ディーゼル工業への資本参加（約２２８億円）と、７位の

シンガポール政府系投資持株会社と米モルガンスタンレー証券による三井生命保険への優

先株による資本参加（２１０億円）が上位１０位以内に入っている｡ 

OUT-IN資本参加件数推移とOUT-IN件数に占める割合
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2004年～2006年　OUT-ＩＮ 資本参加の公表金額トップ10

順位
公表金額
(百万円）

当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種 形態 発表日

1      125,000     
ｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ)

証券 USA 三洋電機 電機 資本参加 2005/12/22

2      90,000       ｻｰﾍﾞﾗｽ その他金融 USA ｺｸﾄﾞ 不動産･ﾎﾃﾙ 資本参加 2005/10/19

3      50,000       ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺ 鉱業 KSA 昭和ｼｪﾙ石油 鉱業 資本参加 2004/7/6

4      33,257       ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｳﾞﾚｯﾄなど) 証券 USA 三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ その他金融 資本参加 2005/12/9

5      27,500       ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子会社) 通信･放送 資本参加 2005/11/22

6      22,800       ﾎﾞﾙﾎﾞ 輸送用機器 SWE 日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業 輸送用機器 資本参加 2006/3/21

7      21,000       
Baytree Investments (Mauritius)Pte.Ltd.[ﾃ
ﾏｾｸ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]､ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券

その他金融 SIN 三井生命保険 生保･損保 資本参加 2006/8/23

8      20,000       
GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙ
-ﾌﾟ)

その他金融 USA
ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ運
営会社)

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 資本参加 2005/6/29

9      20,000       友達光電(AUO) 電機 TPE 台湾凸版国際彩光(CFI､凸版印刷子会社) 化学 資本参加 2006/8/9

10    16,614       ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ(AMAT) 電機 USA SOKUDO(ｿｸﾄﾞ)[大日本ｽｸﾘｰﾝ製造] 電機 資本参加 2006/5/16
 



2004年～2006年　OUT-IN　資本参加の公表金額トップ10

2005/12/22ｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌ
ﾟ)

三洋電機

資本参加OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟは､三洋電機に資本参加する｡2006年2月28日までに総額3000億円の優

先株のうち､1250億円を引き受ける｡大和SMBCﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ(SMBCPI)と三井住友銀行が

それぞれ1250億円､500億円を引き受ける｡3社は､取締役の派遣を検討する｡三洋は､家電や半導

体の不振などで2006年3月期2330億円の赤字となる見通し｡今回の増資で､自己資本比率は約4%

から約17%に上昇する｡大幅なﾘｽﾄﾗなど再建計画を加速する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝの出資は､三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ

分を含めると､1500億円を超える｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/25  ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟは､日本法人

のｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(東京)を通じて引き受ける｡出資比率24.50%で､SMBCPIと並んで筆頭株

主となる｡創業家の井植敏代表取締役は辞任する｡金融機関3社から取締役会の過半の計5人を派

遣､うちｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝから2人を派遣する｡当事者1にｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､出資比率に24.50%を追加｡

★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/03/14  有効日に2006年3月14日を追加｡

24.50

日付 金額 出資比率

三洋電機

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 証券 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 電機 / 上場

125000百万円

2005/10/19ｻｰﾍﾞﾗｽ

ｺｸﾄﾞ

資本参加OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｻｰﾍﾞﾗｽは､西武鉄道ｸﾞﾙｰﾌﾟの中核会社､ｺｸﾄﾞ(東京)に2005年度中に資本参加する

｡総額約1600億円の第三者割当増資のうち､900億円を引き受ける｡筆頭株主となる見通し｡日興ﾌﾟ

ﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ(同)も500億円程度を引き受け､第2位株主となる｡堤義明前会長がｺｸﾄﾞ株約

36%を保有しているため､2社が最大で1600億円を直接増資し､堤氏の保有割合を大幅に低下させ

る｡堤氏保有株をめぐっては訴訟問題になっているため､ｺｸﾄﾞの現株主だけで構成する持株会社を

作り､切り離す｡続いて､ｸﾞﾙｰﾌﾟ内再編をし､西武ｸﾞﾙｰﾌﾟ純粋持株会社を設立する｡西武鉄道が母体

となる｢鉄道･沿線事業会社｣と､ｺｸﾄﾞ､ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙが合併する｢ﾎﾃﾙ･ﾚｼﾞｬｰ事業会社｣を傘下に収め

る計画｡西武ｸﾞﾙｰﾌﾟ純粋持株会社は､2008-09年に東証への再上場を目指す｡これまで､ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･

ｻｯｸｽやﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰなど外資勢のほか､村上ﾌｧﾝﾄﾞなどが西武ｸﾞﾙｰﾌﾟの買収や出資に関心を示

していた｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/10/29  M&Aｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞは､西武鉄道の監査役4人に対し､証券取引法

違反で科せられた罰金2億円について､会社が蒙った損害として当時の取締役の責任を追及する

訴訟を提起するよう請求した｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/10/31  西武ｸﾞﾙｰﾌﾟの創業者一族である堤清二氏

､猶二氏は､西武鉄道に対するTOB提案を発表した｡買付価格は1株1150-1300円｡買付総額は

5000億-5600億円｡100%の株式取得を目指すとしている｡ｺｸﾄﾞに対しては､総額約3300億円の増資

引き受けを提案した｡現経営陣が進める再編計画を阻止したい考え｡正式な公告や届出は出てい

ない｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/10  西武鉄道は､持株会社名を｢西武ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ｣とした｡出資比率に

30.0%を追加｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/11  西武鉄道は､一族の堤清二氏らのTOB提案を｢実現性に乏

しく採用できない｣として､正式に拒否した｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/12  堤猶二氏は､ｸﾞﾙｰﾌﾟ再編のた

めに11月28日に予定されている臨時株主総会の開催差し止めの仮処分を申請した｡これに対し東

京地裁は11日､開催禁止の必要性が明らかでないとして却下した｡ただし､今後､総会決議が無効と

なる可能性も示唆した｡同氏は即時抗告する方針｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/17  ｺｸﾄﾞは､臨時株主総

会の召集通知を堤猶二氏に送った｡東京地裁が｢猶二氏は､ｺｸﾄﾞ株式の2%を保有しており､同氏に

召集通知を送付しないのは､違法の可能性がある｣と指摘したことによる｡★ﾃﾞｰﾀ追加 

2005/11/22  堤猶二氏は､申請した同社臨時株主総会の開催禁止を求める仮処分の東京高裁へ

の抗告を取り下げた｡ｺｸﾄﾞは､同高裁の勧告に基づき､同氏を暫定的な株主として認めるとともに､

総会で同氏が策定した再建ﾌﾟﾗﾝの提出も認めた｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/29  ｺｸﾄﾞは､臨時株主総会

を開催し､持株会社となるNWｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝの設立を決議した｡堤猶二氏の第三者割当増資案は否決

された｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/31  西武鉄道､ｺｸﾄﾞ､ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙは､2月3日付で発足する西武ﾎｰﾙﾃﾞｨ

ﾝｸﾞｽの筆頭株主､ｻｰﾍﾞﾗｽｸﾞﾙｰﾌﾟが取締役として派遣する予定だった岩間甫､河井一彦､勝野雅弘

の3氏から就任を辞退する申し入れがあったと発表した｡一部報道で同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が暴力団が絡

む不動産取引に関与していたとの疑惑が指摘されていた｡河井氏らは､｢信頼回復に全力で取り組

んでいる西武ｸﾞﾙｰﾌﾟのｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ体制について誤解されることになりかねない｣としている｡この記事

に対し､ｻｰﾍﾞﾗｽは名誉を棄損されたとして､報道した毎日新聞を相手取り米国で提訴した｡★ﾃﾞｰﾀ

追加 2006/02/15  堤猶二氏は､2005年11月28日に開催され､新会社｢NWｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ｣の設立を決

議した臨時株主総会の決議無効を求める訴訟を東京地裁に起こした｡

30.0

日付 金額 出資比率

ｺｸﾄﾞ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

90000百万円

2004/07/06ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺ

昭和ｼｪﾙ石油

資本参加OUT-IN

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱの国営石油大手､ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺは､昭和ｼｪﾙ石油に資本参加する｡ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

の保有株式50%のうち9.96%の株式を取得する｡ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺのｵﾗﾝﾀﾞ法人が､ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

のｵﾗﾝﾀﾞ法人を買い受ける形を取る｡欧州監督庁承認後､一定条件のもと､4.99%の株式を追加取得

する｡出資比率14.96%で､第2位株主となる｡取得金額は500億円以上の見通し｡日本への直接出資

は初めて｡ｼｪﾙは筆頭株主を維持する｡昭和ｼｪﾙは､原油調達力を強化する｡ｱﾗﾑｺは日本国内への

安定供給先を確保する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/06/21  有効日に2005年6月21日を追加｡

14.96

日付 金額 出資比率

ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  KSA / KSA / 鉱業 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 鉱業 / 上場

50000百万円

24
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2005/12/09ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｳﾞﾚｯﾄなど)

三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ

資本参加OUT-IN

米証券会社のｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(GSｸﾞﾙｰﾌﾟ)は､関連会社を通じて､経営再建中の三洋電機の

子会社で東証1部上場の三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄに12月27日付で資本参加する｡三洋電機から231億5100

万円で33.3%の株式を取得する｡また､GSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾘｳﾞﾚｯﾄ(東京)が､12月29日付で100億300万円の

第三者割当増資を引き受ける｡1株1950円で約7%のﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄ｡GSｸﾞﾙｰﾌﾟは､42%を取得し､筆頭株

主となる｡金額は総額331億5400万円｡三洋電機の出資比率は､最終的に16.7%となり､三洋ｸﾚは連

結決算対象から外れる｡現在の1兆3000億円の有利子負債を1兆円弱に削減できる｡三洋ｸﾚは､自

己資本を増強し､財務健全性向上を図る｡三洋本体が年度内に実施予定の増資でもｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝが主

要引受先となる見通し｡★ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2005/12/20 GSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾘｳﾞﾚｯﾄと同ｸﾞﾙｰﾌﾟで債権買取

のﾏｰｽﾞｴｸｲﾃｨ(東京)の2社が三洋電機ｸﾚ株式をそれぞれ16.7%､総額231億4600万円で取得する｡

さらに､両社が第三者割当増資を引き受ける｡払込日を12月29日から2006年1月20日に変更､また､

発行価格を1株1950円から1971円に変更｡金額は101億1100万円となる｡ﾄｰﾀﾙの公表金額を331億

5400万円から332億5700万円に修正｡

42

日付 金額 出資比率

三洋電機､三洋電機ｸﾚ
ｼﾞｯﾄ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 証券 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 大阪府 / その他金融 / 上場

33257百万円

2005/11/22ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子会社)

資本参加OUT-IN

米証券大手のｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､ｲｰ･ｱｸｾｽの子会社で携帯電話事業のｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(東京)

に12月20日付で資本参加する｡総額275億円の優先株による第三者割当増資を引き受ける｡普通

株に転換した場合､出資比率は26.4%となる｡吉本興業ｸﾞﾙｰﾌﾟが出資する投資会社､ｾﾄﾞﾅ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(

東京)､みずほｷｬﾋﾟﾀﾙ(同)なども同日付で合計50億円を引き受ける｡TBSはすでに100億円を引き受

けた｡ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙは､携帯電話事業への参入を目指している｡同社の資本金と資本準備金の合計は

878億5000万円となる｡今年度中に1000億円に増やす計画｡

26.4

日付 金額 出資比率

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子
会社)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場など

27500百万円

2006/03/21ﾎﾞﾙﾎﾞ

日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業

資本参加OUT-IN

ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾄﾗｯｸ大手､ﾎﾞﾙﾎﾞは､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業に3月27日付で資本参加する｡筆頭株主の日産

自動車から保有株式約19%のうち､13%を取得する｡筆頭株主となる｡金額は約228億円｡残り6%を今

後4年以内に追加取得できるｵﾌﾟｼｮﾝも取得する｡役員1人を派遣する｡社名やﾌﾞﾗﾝﾄﾞ名は変更しな

い｡日産ﾃﾞｨは､ﾄﾗｯｸ国内4位｡日産に約44%出資する仏ﾙﾉｰは､ﾎﾞﾙﾎﾞ株20%を保有する｡同社は､ﾙﾉ

ｰからﾄﾗｯｸ部門を2001年に譲り受けている｡日産とﾙﾉｰのﾄﾗｯｸ部門を傘下に収める｡日産とﾎﾞﾙﾎﾞ

は､日産の中国合弁会社で､日産ﾃﾞｨの提携先である東風汽車の商用車事業で協力する｡日本や中

国などｱｼﾞｱ市場への足がかりを確保する｡ﾄﾗｯｸ事業で世界展開を加速する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 

2006/07/18  ﾎﾞﾙﾎﾞは､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業を国際会計基準に基づき､持ち分法適用会社とする｡

13

日付 金額 出資比率

日産自動車

 ▼株取得先

▼当事者1  SWE / SWE / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / 輸送用機器 / 上場

22800百万円

2006/08/23Baytree Investments (Mauritius)Pte.Ltd.[ﾃﾏｾｸ
･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]､ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券

三井生命保険

資本参加OUT-IN

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ政府系投資持株会社､ﾃﾏｾｸ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下のBaytree Investments 

(Mauritius)Pte.Ltd.と米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券は､三井生命保険(東京)に9月15日付で資本参加する｡

総額1000億円の第三者割当増資のうち､210億円を引き受ける｡筆頭株主の三井住友銀行(同)は､

保有する優先株の一部を普通株に転換することで筆頭株主の地位を維持する見通し｡ﾃﾏｾｸは､金

融､通信を中心に企業投資を拡大している｡日本での本格投資は初めて｡三井生命保険は､調達資

金を劣後ﾛｰﾝの返済などに充てる｡財務の健全性を高める｡2007年度にも株式上場を目指す｡

日付 金額 出資比率

三井生命保険

 ▼株取得先

▼当事者1  SIN / SIN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 生保･損保 / 未上場など

21000百万円

2005/06/29GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙ-ﾌﾟ)

ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞ
ｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ運営会社)

資本参加OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟの投資ﾌｧﾝﾄﾞ､GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞは､ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ｢ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ(USJ)｣を運営する第三ｾｸﾀｰ､ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(大阪市)に資本参加する｡総額200億円の優先株を

引き受ける｡議決権はない｡非常勤役員2人を派遣する予定｡同社は大阪市が誘致して開業､出資

比率は大阪市25%､米ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ24%｡GSｷｬﾋﾟﾀﾙが優先株を全て転換した場合､約31%の筆頭

株主となる｡入場者数の伸び悩みで資金繰りが悪化しており､調達資金を借入金などの返済に充て

､財務体質を改善する｡株式上場を目指す｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 未上場など

20000百万円

2006/08/09友達光電(AUO)

台湾凸版国際彩光(CFI､凸版
印刷子会社)

資本参加OUT-IN

台湾の液晶ﾊﾟﾈﾙﾒｰｶｰ最大手､友達光電(AUO)は､凸版印刷の台湾子会社でｶﾗｰﾌｨﾙﾀｰ製造販売

の台湾凸版国際彩光(CFI)に8月中に資本参加する｡39.7%の株式を取得する｡金額は約200億円と

みられる｡最高財務責任者(CFO)と凸版と同数の菫事を派遣する｡AUOは､10月に同国同5位の広

輝電子(QDI)と合併する予定｡凸版は､QDIにｶﾗｰﾌｨﾙﾀｰを供給していた｡同ﾌｨﾙﾀｰの供給と技術協

力関係を強化する｡凸版は､台湾での安定的生産数量と高い稼働率を確保する｡

39.7

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  TPE / TPE / 電機 / 

▲当事者2   JPN / TPE / 化学 / 海外法人

20000百万円
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2006/05/16ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ(AMAT)

SOKUDO(ｿｸﾄﾞ)[大日本ｽｸﾘｰ
ﾝ製造]

資本参加OUT-IN

半導体製造装置開発の米ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ(AMAT)は､大日本ｽｸﾘｰﾝ製造が半導体関連ｺｰﾀ･ﾃﾞﾍ

ﾞﾛｯﾊﾟ(ﾌｫﾄﾚｼﾞｽﾄ塗布､現像装置)事業を会社分割により7月3日付で設立するSOKUDO(ｿｸﾄﾞ､京都市

)に同月20日付で資本参加する｡166億1400万円の第三者割当増資を引き受け､48%の株式を取得

する｡分割事業は売上高140億900万円で世界ｼｪｱ12%程度｡従業員約160人は大日本ｽｸﾘｰﾝから

の出向となる｡両社の技術や販路を活用し､同装置で圧倒的なｼｪｱをもつ東京ｴﾚｸﾄﾛﾝに対抗する｡

滋賀県内などの製造設備は大日本ｽｸﾘｰﾝが保有し続け､新会社から生産を受託する｡

48

日付 金額 出資比率

SOKUDO[大日本ｽｸﾘｰ
ﾝ製造]

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 京都府 / 電機 / 未上場など

16614百万円(会社分割　新設分割)

26



27 

・ 出資拡大 

 ＯＵＴ－ＩＮ件数のうち、出資拡大件数は２００２年まで一桁台で推移していたが、２００３年に

１７件と前年比５．７倍に急増した。要因としては、前年に件数がゼロだった「その他金融」が９

件、「証券」が５件となったことがあげられる。２００４年は３３件と、さらに倍増したが､うち「その他

金融」が２６件と、前年の９件から約２．８倍に増加し、全体に占める割合も７８．８％となった。

「その他金融」の件数は、０５年が２１件と若干減少し、さらに０６年は、１２件と大幅に落ち込ん

だ。これが０６年の全体件数の落ち込みにも大きく影響しており、投資ファンドの動きが、出資

拡大の件数を大きく左右するようになってきている｡ 

 ２００４年から２００６年までの出資拡大案件を公表金額上位でみると、１位は、スウェーデンの

トラック大手、ボルボの日産ディーゼル工業への出資拡大（６７０億円）（２９ページ(９)事例研究

参照）、２位は、韓国鉄鋼最大手のポスコの新日本製鉄への出資拡大（５５０億円）、３位は、米

投資ファンド、スティール・パートナーズの日清食品への出資拡大（５０億円）と、トップ３を０６年

の案件が独占した。韓国ポスコによる新日本製鉄への出資拡大は、新日本製鉄によるポスコ

との株式持合強化の一環であり､新日本製鉄も同額の５５０億円をポスコに対して出資拡大（Ｉ

Ｎ－ＯＵＴ）している｡従来からの株式持合いを含む戦略的提携関係を強化し､アルセロールミ

ッタル社の登場や中国鉄鋼メーカーの急速な拡大・再編などを踏まえ､グローバル市場での確

固たる地位を確保するためとされる｡ 

OUT-IN出資拡大件数推移とOUT-IN件数に占める割合
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順位
公表金額
(百万円）

当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種 形態 発表日

1 67,000       ﾎﾞﾙﾎﾞ 輸送用機器 SWE 日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業 輸送用機器 出資拡大 2006/9/26

2 55,000       ﾎﾟｽｺ 鉄鋼 KOR 新日本製鉄 鉄鋼
出資拡大

(株式持ち合い)
2006/10/21

3 5,000        
ｽﾃｨｰﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸ･ﾌｧﾝ
ﾄﾞ

その他金融 USA 日清食品 食品 出資拡大 2006/11/30

4 4,721        ﾒﾘﾙﾘﾝﾁｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 証券 USA 関東つくば銀行 銀行 出資拡大 2005/7/12

5 2,810        
ｼﾞｪｲｴﾑﾋﾞｰｵｰ･ﾌｧﾝﾄﾞ(JMBO､ﾀﾞﾙﾄﾝ･ｲﾝﾍﾞｽ
ﾄﾒﾝﾂ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ投資ﾌｧﾝﾄﾞ)

その他金融 USA ｻﾝﾃﾚﾎﾝ その他販売･卸 出資拡大 (TOB) 2006/10/19

6 2,725        ｴﾝｹﾞﾙﾊｰﾄﾞ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 化学 USA ｴﾇ･ｲｰ･ｹﾑｷｬｯﾄ 化学 出資拡大 (TOB) 2004/12/23

7 2,147        ｾﾑｺｰﾌﾟ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ 運輸･倉庫 SIN ﾌｯﾄﾜｰｸｴｸｽﾌﾟﾚｽ 運輸･倉庫 出資拡大 2004/12/10

8 2,000        CLSA Sunrise One Ltd. その他金融 FRA 機動建設工業 建設 出資拡大 2006/8/3

9 1,800        ﾗﾝﾊﾞｸｼｰ 医薬品 IND 日本薬品工業(日本ｹﾐﾌｧ子会社) 医薬品 出資拡大 2005/8/9

10 1,600        ｲﾝﾃﾙｷｬﾋﾟﾀﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ など その他金融 USA ﾊﾟｲｵﾆｸｽ 電機 出資拡大 2004/12/10
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2006/09/26ﾎﾞﾙﾎﾞ

日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業

出資拡大OUT-IN

ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾄﾗｯｸ大手､ﾎﾞﾙﾎﾞは､同社が筆頭株主である日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業への出資比率を13%から

47.7%に高める｡9月中に日産自動車から6%の株式を取得するほか､みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行などが保

有する全優先株を取得する｡金額は総額約670億円(約40億ｸﾛｰﾅ)｡すべての優先株が普通株に転

換できる2014年4月には出資比率47.4%となる｡ﾎﾞﾙﾎﾞは､3月に日産自動車から保有株式19%のうち

13%を取得したうえ､残り6%を今後4年以内に追加取得できるｵﾌﾟｼｮﾝを取得していた｡ｱｼﾞｱ事業の強

化を図る｡日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙの社名はそのまま残る見通し｡日産自動車は日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業との50年余

りに及ぶ資本関係を解消する｡経営資源を乗用車事業に集中する｡

47.4

日付 金額 出資比率

日産自動車など

 ▼株取得先

▼当事者1  SWE / SWE / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / 輸送用機器 / 上場

67000百万円

2006/10/21ﾎﾟｽｺ

新日本製鉄

出資拡大OUT-IN

韓国鉄鋼最大手のﾎﾟｽｺは､新日本製鉄への出資比率を株式持ち合いにより2.17%から3.87%に高め

る｡金額は約550億円｡新日鉄も同額を投じ､ﾎﾟｽｺへの出資比率を3.32%から5.32%に高める｡互いに

実質的な筆頭株主となる｡両社は､2000年8月に株式の相互保有を含めた戦略的提携契約を締結

して以降､各部門で提携を推進してきた｡両社設備の有効活用による操業安定､原料調達部門での

協力強化を図る｡鉄鋼市場のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化が進む中､買収防衛にもつなげる｡ﾎﾟｽｺは外国人株主が6

割超と高い｡

3.87

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR / KOR / 鉄鋼 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 鉄鋼 / 上場

55000百万円(株式持ち合い)

2006/11/30ｽﾃｨｰﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸ･ﾌｧﾝﾄﾞ

日清食品

出資拡大OUT-IN

米の投資会社､ｽﾃｨｰﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸ･ﾌｧﾝﾄﾞは､日清食品への出資比率を11月21

日時点で6.23%から7.37%に高めた｡11月29日付で提出された大量保有報告書により明らかになった

｡｢投資(株主としてのﾘﾀｰﾝの享受のため｡状況に応じて､経営陣への助言､株主権行使などを通じ

て､発行会社が株主価値を高めることを支援すること)｣としている｡2005年12月から9月末までに20

億円程度､11月16日から21日までに約30億円で取得した模様｡日清は､ｽﾃｨｰﾙの明星食品への敵

対的TOBに対し､ﾎﾜｲﾄﾅｲﾄとして有効的TOBを16日から開始していた｡ｽﾃｨｰﾙのTOBの結果は､取

得株式数がｾﾞﾛだった｡★ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2006/12/07  ｽﾃｨｰﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞは､出資比率を11月29日

時点で8.75%に高めた｡12月6日付で提出された変更報告書により明らかになった｡出資比率を7.37%

から8.75%に修正｡★ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2007/01/12  ｽﾃｨｰﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞは､日清食品への出資比率を

1月1日までに9.28%に高めていた｡保有目的を｢投資(株主としてのﾘﾀｰﾝの享受のため)及び､状況に

応じて､経営陣への助言､重要提案行為等を行う｣に変更した。1月11日付で提出された大量保有の

変更報告書により明らかになった｡出資比率を8.75%から9.28%に修正｡

9.28

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 食品 / 上場

5000百万円

2005/07/12ﾒﾘﾙﾘﾝﾁｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

関東つくば銀行

出資拡大OUT-IN

米証券大手ﾒﾘﾙﾘﾝﾁの英国法人ﾒﾘﾙﾘﾝﾁｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙは､関東つくば銀行への出資比率を高める｡

優先株による47億2110万円の第三者割当増資を引き受ける｡2月にも転換社債型新株予約権付社

債(CB)を引き受けている｡関東つくばは､強固な財務体質を構築する｡2006年3月期連結自己資本

比率約7.5%となる見通し｡

日付 金額 出資比率

関東つくば銀行

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / GBR / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 茨城県 / 銀行 / 上場

4721百万円

2006/10/19ｼﾞｪｲｴﾑﾋﾞｰｵｰ･ﾌｧﾝﾄﾞ(JMBO､ﾀﾞﾙﾄﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝ
ﾂ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ投資ﾌｧﾝﾄﾞ)

ｻﾝﾃﾚﾎﾝ

出資拡大OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのﾀﾞﾙﾄﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､運営する英ｹｲﾏﾝ諸島のｼﾞｪｲｴﾑﾋﾞｰｵｰ･ﾌｧﾝﾄﾞ(JMBO)

を通じて､ｻﾝﾃﾚﾎﾝへの出資比率をTOBにより高める｡同ﾌｧﾝﾄﾞの日本法人､ﾀﾞﾙﾄﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ(東京

)が発表した｡現在､議決権ﾍﾞｰｽでJMBOが約15.80%､ｸﾞﾙｰﾌﾟで約31.40%をもつ筆頭株主｡9.00%を買

い付け､出資比率40.41%を目指す｡ｻﾝﾃﾚﾎﾝ側は､ﾀﾞﾙﾄﾝから連絡がなかったため公開買付けの内

容を十分精査のうえ､意思表明について判断するとしている｡買付価格は1100円｡10月18日の終値

を約17%上回る｡買付総額は約30億円｡買付期間は10月19日-11月8日まで｡買付予定数に満たな

い場合も､応募株券数の全部を買い付ける｡買付予定数を超える場合は､超える部分の買い付けを

行わない｡公開買付代理人は立花証券｡ﾀﾞﾙﾄﾝ側は､2001年ごろからｻﾝﾃﾚﾎﾝ株を段階的に買い増

し､過去数度にわたりMBOによる非公開化を提案したが､ｻﾝﾃﾚﾎﾝ側が拒否したため､TOBに踏み

切った｡敵対的TOBではないとしている｡ｻﾝﾃﾚﾎﾝ側は､6月に三菱UFJ証券を引き受け先とする新

株予約権の発行を決議したが､ﾀﾞﾙﾄﾝ側が差し止めを求める仮処分を申請し､発行中止になるなど､

攻防が続いていた｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/10/20  ｻﾝﾃﾚﾎﾝの取締役会は､JMBOのTOBに対し､反対の

意見を表明することを決議した｡ﾀﾞﾙﾄﾝは､日本でMBO実績がないなど､ｻﾝﾃﾚﾎﾝの企業価値､株主

共同の利益を損なう危険性が高いとしている｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/10/30  ｻﾝﾃﾚﾎﾝの従業員代表3

人は､TOBに対して反対声明文を発表した｡｢労使関係や労働条件などが大きく変更される可能性

がある｣としている｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/11/09  TOBの結果､出資比率は議決権ﾍﾞｰｽで39.61%となっ

た｡買付予定数の約9割にあたる応募があった｡出資比率を40.41%から39.61%に､公表金額を30億円

から28億1000万円に修正｡

39.61

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 上場

2810百万円(TOB)

28
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2004/12/23ｴﾝｹﾞﾙﾊｰﾄﾞ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ｴﾇ･ｲｰ･ｹﾑｷｬｯﾄ

出資拡大OUT-IN

貴金属触媒製造の米ｴﾝｹﾞﾙﾊｰﾄﾞ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝは､ｴﾇ･ｲｰ･ｹﾑｷｬｯﾄへの出資比率を38.84%から42.2%

に高める｡同社から自己株式を取得､住友金属鉱山と同率筆頭株主となる｡ｹﾑｷｬｯﾄはこのために

自社株の公開買付けを実施する｡買付価格は1株2352円､5%のﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄとする｡買付総額は23億

3000万円｡買付期間は12月24日-2005年1月13日｡45.6%を保有する住友金属鉱山の応募を予定し

ている｡ｹﾑｷｬｯﾄは､ｴﾝｹﾞﾙﾊｰﾄﾞが中国で展開している自動車触媒生産事業に参画する｡中国進出

の日系自動車ﾒｰｶｰとの関係を強化し､取引拡大を図る｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/02/07  ｴﾝｹﾞﾙﾊｰﾄﾞ ｺｰ

ﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(EC)は､全額出資子会社で持株会社の米ｲｰｼｰ ﾃﾞﾗｳｪｱ ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｰﾃｨﾄﾞ(ECD)と同社傘下

のｲｰｴｰﾋﾟｰ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ ｴﾙｴﾙｼｰ(EAP)を通じてTOBを実施する｡期間は2月7日-28日｡金額は約

27億2553万円｡公表金額に27億2553万円を追加｡

42.2

日付 金額 出資比率

ｴﾇ･ｲｰ･ｹﾑｷｬｯﾄ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 化学 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 化学 / 上場（新興市場）

2725百万円(TOB)

2004/12/10ｾﾑｺｰﾌﾟ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

ﾌｯﾄﾜｰｸｴｸｽﾌﾟﾚｽ

出資拡大OUT-IN

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの物流大手ｾﾑｺｰﾌﾟ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽは､ｵﾘｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟの運送会社､ﾌｯﾄﾜｰｸｴｸｽﾌﾟﾚｽ(大阪市)

への出資比率を30.8%から35.2%に高めた｡約21億4700万円の第三者割当増資を引き受けた｡同社

は､調達資金を九州産交運輸(熊本市)の買収資金に充てる｡

35.2

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  SIN / SIN / 運輸･倉庫 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 運輸･倉庫 / 未上場など

2147百万円

2006/08/03CLSA Sunrise One Ltd.

機動建設工業

出資拡大OUT-IN

世界第5位の資産規模を有する仏ｸﾚﾃﾞｨｱｸﾞﾘｺｰﾙ銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟの投資会社､CLSAｻﾝﾗｲｽﾞｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟ

ｰﾄﾅｰｽﾞが助言する英ｹｲﾏﾝ諸島の日本特化型ﾌｧﾝﾄﾞ､CLSA Sunrise One Ltd.は､機動建設工業に8

月29日付で資本参加する｡20億円の第三者割当増資を引き受け､21.66%の株式を取得する｡筆頭

株主となる｡同社は､調達資金を運転資金に充てる｡財務体質の充実強化を図る｡CLSAｸﾞﾙｰﾌﾟと協

同し､事業拡大を図る｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/08/04 CLSA Sunrise One Ltd.は､8月2日時点で機動建

設工業の株式13.46%を取得していた｡大量保有報告書により判明した｡うち2.3%をｼﾞｪｲ･ﾌﾞﾘｯｼﾞから

取得した｡増資後の出資比率は32.1%となる｡形態を資本参加から出資拡大に､出資比率を21.66%か

ら32.1%に変更｡

32.1

日付 金額 出資比率

機動建設工業

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 建設 / 上場

2000百万円

2005/08/09ﾗﾝﾊﾞｸｼｰ

日本薬品工業(日本ｹﾐﾌｧ子
会社)

出資拡大OUT-IN

ｲﾝﾄﾞの後発薬大手､ﾗﾝﾊﾞｸｼｰは､日本ｹﾐﾌｧの後発薬製造､販売子会社､日本薬品工業(東京)への

出資比率を10%から最大50%に高める｡日本ｹﾐﾌｧから株式を取得する｡日本薬品工業は従業員60人

｡ﾗﾝﾊﾞｸｼｰは､2002年10月に10%出資し､対日市場進出の足場を築いた｡3年後に出資比率を見直す

ことになっていた｡日本市場攻略の積極化を図る｡★ﾃﾞｰﾀ修正･追加 2005/11/12  日本ｹﾐﾌｧは､日

本薬品工業の株式40%を譲渡した｡出資比率を50%上限から50%に修正｡公表金額に18億円､有効日

に2005年11月18日を追加｡

50

日付 金額 出資比率

日本ｹﾐﾌｧ

 ▼株取得先

▼当事者1  IND / IND / 医薬品 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 医薬品 / 未上場など

1800百万円

2004/12/10ｲﾝﾃﾙｷｬﾋﾟﾀﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ など

ﾊﾟｲｵﾆｸｽ

出資拡大OUT-IN

米ｲﾝﾃﾙの投資会社ｲﾝﾃﾙｷｬﾋﾟﾀﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京)などは､ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池開発ﾍﾞﾝﾁｬｰのﾊﾟｲｵﾆｸｽ(大

津市)への出資比率を高めた｡総額16億円の第三者割当増資を引き受けた｡ｲﾝﾃﾙは､電源回路の

設計技術に関する支援を行っている｡ﾊﾟｲｵﾆｸｽは､ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ向け大容量ﾘﾁｳﾑ電池の量産化につ

なげる｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / その他金融 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 滋賀県 / 電機 / 未上場など

1600百万円
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・ 合併 

ＯＵＴ－ＩＮ件数のうち、１９８５年から２００６年までの合併件数は１０件にすぎない。２０００年以

降、毎年１、２件見られたが、０５年、０６年は０件であった。内訳は、国内での外国企業日本法

人と日本企業との合併が６件、海外での外国企業と日本企業海外法人との合併が４件だっ

た。 

 これらの事例のうちでは、投資ファンドである米リップルウッド・ホールディングが出資する音

響機器メーカーのデノンと同業の日本マランツを共同持株会社設立により統合する案件が、

いわゆるロールアップ（投資ファンドが､複数の企業に順次投資し、規模の利益などのシナジ

ーによってファンド全体の価値を高める手法）の事例として､目立っている｡ 

 
1985年～2006年　OUT-IN 合併一覧

当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種 形態 発表日

咸陽偏転集団:日本法人 ｻｰﾋﾞｽ CHN 竹下金属機械工場 非鉄･金属製品 合併 1997/12/11

台湾ｱｸﾄﾝ:日本法人 電機 TPE ｹｲｴｽﾈｯﾄﾜｰｸ その他販売･卸 合併 1998/5/18

ﾈｸｿﾝ:日本法人 その他製造 KOR ｿﾘｯﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ 通信･放送 合併 2000/8/8

ｼﾞｮｰﾝｽﾞ･ﾃﾞｲ･ﾘｰﾋﾞｽ･ｱﾝﾄﾞ･ﾎﾟｰｸﾞ:日本
法人

ｻｰﾋﾞｽ USA 尚和法律事務所 ｻｰﾋﾞｽ 合併 2001/11/8

ﾃﾞﾉﾝ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ:日本法
人)

電機 USA 日本ﾏﾗﾝﾂ 電機
合併

（株式移転･持
株会社）

2002/3/7

ｶﾞｵﾆｯｸｽ ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ KOR ｵﾒｶﾞ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:韓国法人(ｽﾀｰﾏｯｸｽ) ｿﾌﾄ･情報 合併 2002/3/14

CUSEM 電機 TPE PST(ﾜｲｴｲｼｲ:台湾法人) 電機 合併 2003/2/19

ﾋﾞﾘｰﾏｯｸｽ･ﾘｿｰｼｽﾞ(BeMaX) 鉱業 AUS
ﾆｯｼｮｳ･ｲﾜｲ･ﾐﾈﾗﾙ･ｻﾝｽﾞ(NIMSA､日
商岩井ｵｰｽﾄﾗﾘｱ法人)

鉱業 合併 2003/10/31

新安産物保険 生保･損保 TPE
統一安聨産物保険(ﾐﾚｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
台湾法人)

生保･損保 合併 2004/9/28

ﾛｲﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾛｲﾀｰ日本法人) ｿﾌﾄ･情報 GBR QUICKﾏﾈｰﾗｲﾝﾃﾚﾚｰﾄ[QUICK] ｿﾌﾄ･情報 合併 2004/12/21

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2004年～2006年　OUT-IN　合併一覧

1997/12/11咸陽偏転集団:日本法人

竹下金属機械工場

合併OUT-IN

咸陽偏転集団は､長野市に日本奥達株式会社を設立｡同社は竹下金属機械工場を合併､海外にお

ける製品開発･技術交流基地を目指す｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN / 長野県 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場など

▲当事者2   JPN / 長野県 / 非鉄･金属製品 / 未上場など

1998/05/18台湾ｱｸﾄﾝ:日本法人

ｹｲｴｽﾈｯﾄﾜｰｸ

合併OUT-IN

ﾈｯﾄﾜｰｸ機器会社､台湾ｱｸﾄﾝの日本法人､ｱｸﾄﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｨ(横浜市)が販売代理店のｹｲｴｽﾈｯﾄﾜｰｸを

吸収合併｡販売力の強化を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  TPE / 神奈川 / 電機 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場など

2000/08/08ﾈｸｿﾝ:日本法人

ｿﾘｯﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ

合併OUT-IN

ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑの韓国のﾈｸｿﾝは､日本法人のﾈｸｿﾝｼﾞｬﾊﾟﾝとｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続のｿﾘｯﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ(東京)を

10月中に合併させる｡日本のｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑが今後拡大すると判断し､日本に本格進出する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR / 東京都 / その他製造 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場など

2001/11/08ｼﾞｮｰﾝｽﾞ･ﾃﾞｲ･ﾘｰﾋﾞｽ･ｱﾝﾄﾞ･ﾎﾟｰｸﾞ:日本法人

尚和法律事務所

合併OUT-IN

米大手法律事務所のｼﾞｮｰﾝｽﾞ･ﾃﾞｲ･ﾘｰﾋﾞｽ･ｱﾝﾄﾞ･ﾎﾟｰｸﾞが東京に置く外国法事務弁護士事務所は尚

和法律事務所(東京)と合併する｡M&Aや国際課税など企業の国際的な活動に必要な法務ｻｰﾋﾞｽを

2002年から提供する｡弁護士は約20人｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場など

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場など

2002/03/07ﾃﾞﾉﾝ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ:日本法人)

日本ﾏﾗﾝﾂ

合併OUT-IN

米ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽが出資するﾃﾞﾉﾝ(東京)と日本ﾏﾗﾝﾂは､5月14日付で持株会社を設立して

経営を統合する｡共同持株会社の名称は｢ﾃﾞｨｰｱﾝﾄﾞｴﾑﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ｣で､株主構成は､ﾃﾞﾉﾝ側が70%､

ﾏﾗﾝﾂ側が30%となる｡ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞが68.6%､日本ﾏﾗﾝﾂの筆頭株主である蘭ﾌｨﾘｯﾌﾟｽも14.7%の第2位株

主になる｡統合で規模を拡大､製品開発などの効率化を進め大手に対抗する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 電機 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 神奈川 / 電機 / 上場

(株式移転･持株会社)

2002/03/14ｶﾞｵﾆｯｸｽ

ｵﾒｶﾞ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:韓国法人(ｽﾀ
ｰﾏｯｸｽ)

合併OUT-IN

韓国のｽﾎﾟｰﾂ施設運営のｶﾞｵﾆｯｸｽとｵﾒｶﾞ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの韓国法人で､映画･ﾋﾞﾃﾞｵ販売のｽﾀｰﾏｯｸｽは

､5月28日付けで合併する｡ｵﾒｶﾞ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは発行済み株式の16.8%を取得し､新会社の第2位株主に

なる｡ｵﾒｶﾞは日韓両国で展開していたｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ事業をｶﾞｵﾆｯｸｽを通じて中国などに拡大する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR /  / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 

▲当事者2   JPN / KOR / ｿﾌﾄ･情報 / 海外法人

2003/02/19CUSEM

PST(ﾜｲｴｲｼｲ:台湾法人)

合併OUT-IN

台湾の電子部品ﾒｰｶｰ､ﾍﾘｯｸｽの子会社で半導体製造装置ﾒｰｶｰのCUSEMは､ﾜｲｴｲｼｲの台湾法

人､PSTと4月1日付で合併する｡ﾜｲｴｲｼｲは､株式の13.8%を取得して第2位株主となる｡CUSEMは､4

月末日をﾒﾄﾞに市場でﾜｲｴｲｼｲ株の10%を買い付け､資本関係を強化する｡役員は相互に派遣する｡

台湾での半導体事業を共同で展開する｡中国に合弁会社を設立し､中国市場にも進出する｡製造装

置の開発ﾘｽｸを抑える｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  TPE / TPE / 電機 / 

▲当事者2   JPN / TPE / 電機 / 海外法人

2003/10/31ﾋﾞﾘｰﾏｯｸｽ･ﾘｿｰｼｽﾞ(BeMaX)

ﾆｯｼｮｳ･ｲﾜｲ･ﾐﾈﾗﾙ･ｻﾝｽﾞ
(NIMSA､日商岩井ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
法人)

合併OUT-IN

豪にﾁﾀﾝ原料鉱区を保有するﾋﾞﾘｰﾏｯｸｽ･ﾘｿｰｼｽﾞ(BeMaX)は､ﾆﾁﾒﾝ･日商岩井ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの日商

岩井(東京)の全額出資子会社でﾁﾀﾝ原料を採掘する豪ﾆｯｼｮｳ･ｲﾜｲ･ﾐﾈﾗﾙ･ｻﾝｽﾞ(NIMSA)ｸﾞﾙｰﾌﾟと

2003年12月に合併する｡同ｸﾞﾙｰﾌﾟは､酸化ﾁﾀﾝ原料の採掘･生産･販売会社計13社｡BeMaXは､世

界有数のﾐﾈﾗﾙｻﾝﾄﾞ鉱床が存在する地域の資源の半分以上を確保する｡ﾁﾀﾆｳﾑ原料産業において

世界需要の約10%を生産することとなる｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  AUS / AUS / 鉱業 / 

▲当事者2   JPN / AUS / 鉱業 / 海外法人

2004/09/28新安産物保険

統一安聨産物保険(ﾐﾚｱﾎｰﾙ
ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ台湾法人)

合併OUT-IN

ﾐﾚｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽが30%出資する台湾第10位の損害保険会社､新安産物保険と同じく99.81%出資す

る台湾第15位の統一安聨産物保険は2005年4月をﾒﾄﾞに合併する｡出資比率は裕隆ｸﾞﾙｰﾌﾟ51%､ﾐﾚ

ｱ49%となる｡新会社名は｢新安東京海上産物保険｣｡業界3位､ﾏｰｹｯﾄｼｪｱ約8%｡ﾐﾚｱはｱｼﾞｱで損保事

業拡大を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  TPE / TPE / 生保･損保 / 

▲当事者2   JPN / TPE / 生保･損保 / 海外法人
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2004年～2006年　OUT-IN　合併一覧

2004/12/21ﾛｲﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾛｲﾀｰ日本法人)

QUICKﾏﾈｰﾗｲﾝﾃﾚﾚｰﾄ
[QUICK]

合併OUT-IN

英情報通信大手ﾛｲﾀｰの日本法人､ﾛｲﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京)は､日本経済新聞社ｸﾞﾙｰﾌﾟのQUICK(東京)

の全額出資子会社､QUICKﾏﾈｰﾗｲﾝﾃﾚﾚｰﾄ(同)と2005年半ばに合併する｡同社は､2001年9月に設

立､米大手金融情報会社ﾏﾈｰﾗｲﾝﾃﾚﾚｰﾄの金融情報を日本で独占的に販売していた｡ﾛｲﾀｰは､ﾏﾈ

ｰﾗｲﾝﾃﾚﾚｰﾄを買収することで合意しており､日本での事業は､ﾛｲﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝが継続して行う｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / 未上場など
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2004年　OUT－IN　公表金額トップ20

順位
公表金額
(百万円）

当事者1会社名
当事者1

業種
当事者1

国籍
当事者2会社名 当事者2業種

当事者2
上場未上場

形態 発表日

1 220,000    ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI その他金融 USA DDIﾎﾟｹｯﾄ 通信･放送 未上場など
営業譲渡

（会社分割吸収分割・分社型）
2004/5/27

2 205,000    ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ 証券 USA
ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ(MMCA)､ﾐ
ﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ[三菱自動車]

その他金融 海外法人 営業譲渡 2004/11/27

3 50,100     
ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

証券 USA ｻｯﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ[ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ] 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場など 買収 2004/11/5

4 50,000     ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺ 鉱業 KSA 昭和ｼｪﾙ石油 鉱業 上場 資本参加 2004/7/6

5 21,720     ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ 証券 USA 近藤産業新設会社 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場など 買収 2004/9/30

6 10,000     
ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ不動産ﾌｧﾝﾄﾞ[ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝ
ﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ]

証券 USA 都築紡績ｸﾞﾙｰﾌﾟ 繊維 未上場など 買収 2004/4/22

6 10,000     
Tokai International Holdings,Inc(ﾐﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄ新設会社)

ｻｰﾋﾞｽ USA 東海(伊藤忠ｴﾈｸｽ子会社) その他製造 未上場など 買収 2004/12/18

8 8,500       ｻﾑｽﾝSDI 電機 KOR NEC 電機 上場 営業譲渡 2004/2/27

9 8,100       ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｴﾙｴﾙｼｰ(OCM) その他金融 USA FDK 電機 上場 資本参加 2004/1/20

10 7,400       Business Golf St.Andrews Limited ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ USA The Old Course Limited(廣済堂英国法人) ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 海外法人 買収 2004/10/1

11 6,800       ｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ その他金融 USA ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶ(ﾃｨｱｯｸ米国法人) 電機 海外法人 営業譲渡 2004/3/7

12 5,000       日月光半導体製造(ASE)ｸﾞﾙｰﾌﾟ 電機 TPE ASEｼﾞｬﾊﾟﾝ[NEC山形] 電機 未上場など
買収

（会社分割吸収分割・分社型）
2004/2/3

12 5,000       ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ証券 証券 USA ｴﾑ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(MPT) ｿﾌﾄ･情報 ﾏｻﾞｰｽﾞ 資本参加 2004/10/26

14 4,551       
ｽﾀｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(ﾛｰﾝｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟ)､Wyoming
Holding GmbH(ｳｫﾙﾏｰﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ)など

その他金融 USA 西友 ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ 上場 資本参加 2004/11/13

15 4,244       ｼﾞｰｹｰｴﾇ･ﾋﾟｰｴﾙｼｰ 輸送用機器 GBR 栃木富士産業 輸送用機器 上場 買収（TOB） 2004/4/1

16 4,200       ﾃﾞｲﾄﾅｱｾｯﾄｲﾝｸなど その他金融 GBR ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 精密 上場 資本参加 2004/5/13

17 4,000       ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA 丸玉観光 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場など 営業譲渡 2004/12/12

18 3,848       
ﾀﾞｲﾅﾐｯｸ ﾄﾞﾗｺﾞﾝ ﾌｧﾝﾄﾞ､ｺﾒﾙﾂﾊﾞﾝｸ ｱｾｯﾄ ﾏ
ﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ ｱｼﾞｱ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ､ｼﾞｪｲﾌﾞﾘｯｼﾞなど

その他金融 GBR ﾌｧｲ ｿﾌﾄ･情報 ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ 資本参加 2004/10/22

19 3,400       
ﾍﾞﾙﾓﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞなど(ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ)

不動産･ﾎﾃﾙ USA ﾎﾃﾙｻﾝﾌﾗﾜｰ札幌など[近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ] 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場など 営業譲渡 2004/9/23

20 3,000       GEｷｬﾋﾟﾀﾙ その他金融 USA ｴｰｽ総合ﾘｰｽ[日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業] ｻｰﾋﾞｽ 未上場など 買収 2004/4/1

20 3,000       ｲｼﾝ･ﾎﾃﾙｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 不動産･ﾎﾃﾙ USA 東ﾚｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場など 営業譲渡 2004/12/2

（４）  公表金額 

 １９９８年以降のＯＵＴ－ＩＮの公表金額の推移をみると、１９９９年の２兆５２００億円がピークで、

米 GE キャピタルによる日本リース等の事業譲受（８７００億円）やルノーの日産自動車への出

資（６４３０億円）が代表事例である｡２０００年は１兆４９００億円に減少したが、０１年は、英ボー

ダフォン・グループの日本テレコムへの出資拡大（６５２３億円）や米ＡＩＧの千代田生命保険買

収（３２００億円）などの大型事例があり、２兆１６００億円まで回復した。その後は年々減少傾向

を示し、０６年は５４６０億円となっている。０４年～０６年の公表金額上位を見ると投資会社の事

例が目立つ。各年のトップ２０のうち、投資会社を含むその他金融が、０４年は７件、２，５０４億

円で２０位までの金額合計の３９.３％を占め、０５年は１０件、２，１４２億円、４３．６％、０６年は９

件、１，５４９億円、３５．６％だった。ここ数年、公表金額は減少傾向にあるものの、投資ファンド

などの「その他金融」による投資が、高い割合を占めていることに変わりはない。なお、事業会

社の戦略的 M&A 事例としては､０４年の韓国サムスンＳＤＩによるＮＥＣ有機ＥＬ事業買収（８５億

円）、０５年の米コーチによる日本合弁法人の１００％子会社化（３１５億円）、０６年の中国サン

テックによる太陽電池メーカーMSK 買収（１２２億円）などがあげられる。 

ＯＵＴ-ＩＮ　公表金額と公表率の推移
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順位 公表金額 当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種
当事者2上
場未上場

形態 発表日

1 125,000   ｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ) 証券 USA 三洋電機 電機 上場 資本参加 2005/12/22

2 90,000     ｻｰﾍﾞﾗｽ その他金融 USA ｺｸﾄﾞ 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場など 資本参加 2005/10/19

3 41,000     ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成投資ﾌｧﾝﾄﾞ その他金融 USA ﾌｼﾞﾀ 建設 上場 買収 2005/4/4

4 33,257     ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｳﾞﾚｯﾄなど) 証券 USA 三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ その他金融 上場 資本参加 2005/12/9

5 31,500     ｺｰﾁ その他製造 USA ｺｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(住友商事､ｺｰﾁ折半出資会社) その他販売･卸 未上場など 買収(合弁解消) 2005/4/27

6 27,500     ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 証券 USA ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子会社) 通信･放送 未上場など 資本参加 2005/11/22

7 20,000     GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙ-ﾌﾟ) その他金融 USA ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ運営会社) ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 未上場など 資本参加 2005/6/29

7 20,000     ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ その他金融 USA
ｼｵﾉｷﾞｸｵﾘｶﾌﾟｽ､ｼｵﾉｷﾞﾖｰﾛｯﾊﾟB.V.(SEBV)[塩野
義製薬]

医薬品 未上場など 買収 2005/8/23

9 17,824     MFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社 不動産･ﾎﾃﾙ AUS NS Australia Pty Ltd.[日本信販孫会社] 不動産･ﾎﾃﾙ 海外法人 営業譲渡 2005/4/1

10 12,800     ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾄﾑｿﾝ日本法人) 電機 FRA ｶﾉｰﾌﾟｽ 電機 上場 買収(TOB) 2005/12/6

11 12,400     
ﾋﾙｺｯﾄ(ｷｬｯｽﾙｳｯﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､新生銀行合弁
会社）

生保･損保 GBR あいおいﾖｰﾛｯﾊﾟ[あいおい損害保険] 生保･損保 海外法人 買収 2005/12/31

12 10,000     ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､学生援護会現経営陣 その他金融 USA 学生援護会ｸﾞﾙｰﾌﾟ 出版･印刷 未上場など 買収(MBO) 2005/9/9

13 8,190      
WICHITA HOLDINGS PTE LTD､ｺﾑｽｸｴｱｰ､耀
耀､東拓興産､明星ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､ﾒﾘｰｼﾞｪｰﾝなど

その他金融 SIN ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 精密 上場 資本参加 2005/5/2

14 8,001      
ｽﾀﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｲﾝｸ(ｼﾞｭﾘｱｰﾆ･ﾊﾟｰﾄﾅｰ
ｽﾞ､ｾｲｼﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝｸ関連会社)､DKR
Soundshore Oasis Holding Fund Ltd.など

その他金融 USA ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ 不動産･ﾎﾃﾙ ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ 資本参加 2005/8/20

15 7,070      
New Pledge Investments Limited､皇冠貿易(香
港)

その他金融 GBR 宮越商事(旧ｸﾗｳﾝ) 電機 上場 資本参加 2005/5/20

16 6,146      CapitaLand Retail(BJ)Investments Pte. Ltd. 不動産･ﾎﾃﾙ SIN Seiyo Investment(S)Pte Ltd(ﾊﾟﾙｺ孫会社) その他金融 海外法人 買収 2005/4/14

17 5,453      ｹﾞｯﾃｨｲﾒｰｼﾞｽﾞ ｻｰﾋﾞｽ USA
amana america inc.､amana europe Ltd.､iconica
Ltd.[ｱﾏﾅ]

ｻｰﾋﾞｽ 海外法人 買収 2005/5/13

18 5,100      ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱ その他金融 CHN(HON) ｱﾄﾑ 外食 上場 買収 2005/5/21

19 4,999      日本ｱｼﾞｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ(JAH) 証券 CHN(HON) ﾒﾃﾞｶｼﾞｬﾊﾟﾝ ｻｰﾋﾞｽ ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ 資本参加 2005/8/3

20 4,930      
Pan Pacific Advisory Service(PPAS)､Rocket
High Investments Limited

その他金融 USA 南野建設 建設 ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ 資本参加 2005/10/4  
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順位 公表金額 当事者1会社名 当事者1業種 当事者1国籍 当事者2会社名 当事者2業種
当事者2

上場未上場
形態 発表日

1 67,000      ﾎﾞﾙﾎﾞ 輸送用機器 SWE 日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業 輸送用機器 上場 出資拡大 2006/9/26

2 55,000      ﾎﾟｽｺ 鉄鋼 KOR 新日本製鉄 鉄鋼 上場
出資拡大

（株式持ち合い）
2006/10/21

3 50,500      ﾛｰﾝ･ｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟ その他金融 USA 後楽園ﾌｱｲﾅﾝｽ[東京ﾄﾞｰﾑ] その他金融 未上場など 買収 2006/9/29

4 33,000      TOTAL E&P Australia[ﾄﾀﾙ] 鉱業 FRA
ｲﾝﾍﾟｯｸｽ西豪州ﾌﾞﾗｳｽﾞ石油[国際石油開発帝石
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]

鉱業 未上場など 事業譲渡 2006/9/1

5 23,960      
ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱ(OCHA)ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

その他金融 CHN(HON) ｱﾘｽﾀﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ その他販売･卸 未上場など 買収 2006/12/22

6 22,800      ﾎﾞﾙﾎﾞ 輸送用機器 SWE 日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業 輸送用機器 上場 資本参加 2006/3/21

7 21,000      
Baytree Investments (Mauritius)Pte.Ltd.[ﾃﾏｾｸ･
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]､ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券

その他金融 SIN 三井生命保険 生保･損保 未上場など 資本参加 2006/8/23

8 20,000      友達光電(AUO) 電機 TPE 台湾凸版国際彩光(CFI､凸版印刷子会社) 化学 海外法人 資本参加 2006/8/9

9 18,250      ﾊｽｸﾊﾞｰﾅ 機械 SWE ｾﾞﾉｱ[小松ｾﾞﾉｱ(ｺﾏﾂ全額出資子会社)] 機械 未上場など 買収 2006/9/26

10 16,614      ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ(AMAT) 電機 USA SOKUDO(ｿｸﾄﾞ)[大日本ｽｸﾘｰﾝ製造] 電機 未上場など
資本参加

（会社分割　新設分
割）

2006/5/16

11 12,500      ｶﾞﾝﾀﾞｰﾗ･ﾏｽﾀｰ･ﾌｧﾝﾄﾞ その他金融 CHN(HON) ﾗｲﾌﾞﾄﾞｱ ｿﾌﾄ･情報 ﾏｻﾞｰｽﾞ 資本参加 2006/2/28

12 12,277      尚徳太陽能電力(ｻﾝﾃｯｸ) 電機 CHN MSK 電機 未上場など 買収 2006/8/4

13 12,000      ﾃﾏｾｸ(Temasek) その他金融 SIN ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子会社) 通信･放送 未上場など 資本参加 2006/6/1

14 11,600      B･F･ｻｳｽ 不動産･ﾎﾃﾙ USA 塩屋土地 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場など 営業譲渡 2006/3/7

15 10,000      東国製鋼 鉄鋼 KOR JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 鉄鋼 上場
資本参加

（株式持ち合い）
2006/9/25

15 10,000      
CVCｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ､信和現経営陣(ｺｽﾒﾃｨ
ｸｽ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ)

その他金融 LUX 信和 非鉄･金属製品 未上場など 買収(MBO） 2006/4/27

15 10,000      
CITICｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(中国国際信託投資公司
ｸﾞﾙｰﾌﾟ)､鳴海製陶現経営陣

その他金融 CHN 鳴海製陶[住友金属工業] 窯業 未上場など 買収(MBO） 2006/8/29

18 7,961        
RHJｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(RHJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ＜旧ﾘｯﾌﾟﾙｳｯ
ﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ＞ﾍﾞﾙｷﾞｰ子会社)

その他金融 USA ﾕｰｼﾝ 輸送用機器 上場 資本参加 2006/3/29

19 7,011        ﾊｰﾄﾗﾝﾄﾞなど その他金融 USA 旭ﾃｯｸ 鉄鋼 上場 資本参加 2006/9/1

20 7,000        鳥居坂開発(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ) 不動産･ﾎﾃﾙ USA ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ 不動産･ﾎﾃﾙ 未上場など 営業譲渡 2006/2/21

20 7,000        韓進海運 運輸･倉庫 KOR 川崎汽船 運輸･倉庫 上場
資本参加

（株式持ち合い）
2006/12/7  
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2004/05/27★修正:ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDI

DDIﾎﾟｹｯﾄ

営業譲渡OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､KDDI傘下でPHS(簡易型携帯電話)最大手のDDIﾎﾟｹｯﾄ(東京)を

買収する｡KDDIから60％の株式を取得する｡第2位株主の京ｾﾗも出資比率を13%から30%まで高め

る｡京ｾﾗの分も合わせて株式取得総額は約2200億円とみられる｡KDDIは10%を維持する｡PHSは､

高効率のﾃﾞｰﾀ通信が可能となる特性が見直されているほか､中国などで普及が始まっている｡

KDDIを切り離すことで､同事業を強化する｡将来は株式上場を目指す｡KDDIは携帯電話｢au｣事業に

集中する｡★形態修正､ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2004/06/21 ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､京ｾﾗ､KDDIの3社がつくる受け

皿会社が､DDIﾎﾟｹｯﾄから会社分割により10月1日付で事業を譲り受ける｡3社の出資比率は6:3:1｡

DDIﾎﾟｹｯﾄは解散する｡形態1を買収から営業譲渡に修正｡第1当事者に京ｾﾗ､KDDIを､形態3に(会

社分割 吸収分割･分社型)を追加｡出資比率を60%から100%に修正｡株取得先のKDDIを削除｡

100

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場など

220000百万円(会社分割 吸収分割･分社型)

2004/11/27ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ

ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･
ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ(MMCA)､ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰ
ﾀｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸ[三菱
自動車]

営業譲渡OUT-IN

米証券大手のﾒﾘﾙﾘﾝﾁは､三菱自動車の米国販売金融子会社､ﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ･

ｲﾝｸ(MMCA)と同全額出資子会社のﾐﾂﾋﾞｼ･ﾓｰﾀｰｽﾞ･ﾉｰｽ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｸからﾛｰﾝ債権とﾘｰｽ債権など

の資産を譲り受ける｡総資産4100億円(40億ﾄﾞﾙ)のうち約半分の2050億円(20億ﾄﾞﾙ)相当を順次取

得する｡両社は､自動車ﾛｰﾝの債権回収などを行う合弁会社をﾒﾘﾙが過半数出資して年内に設立す

る｡同社の信用で資金調達を有利に進める｡三菱自動車は資産圧縮､有利子負債の削減により財

務体制強化を図る｡ﾒﾘﾙﾘﾝﾁは､自動車販売金融への本格参入を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / USA / その他金融 / 海外法人

205000百万円

2004/11/05ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙ
ｰﾌﾟ

ｻｯﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ[ｻｯﾎﾟﾛ
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]

買収OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､同ｸﾞﾙｰﾌﾟ運営の不動産投資ﾌｧﾝﾄﾞが出資する特別目的会社(SPC)､

MSREF TMK olding, LLCを通じて､ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下で｢ｳｪｽﾃｨﾝﾎﾃﾙ東京｣を運営するｻｯﾎﾟﾛ

ﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ(同)を12月1日付で買収する｡全株式を取得する｡別の特別目的会社を通じて､同HD

傘下の恵比寿ｶﾞｰﾃﾞﾝﾌﾟﾚｲｽ(同)から同ﾎﾃﾙの土地､建物を取得する｡金額は合計約501億円｡ﾎﾃﾙ

の名称は変更しない｡ｻｯﾎﾟﾛHDは､約69億円の売却益を2004年12月期で特別利益に計上する｡ｻｯ

ﾎﾟﾛﾎﾃﾙｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽは､外国人利用客の減少などで3億6400万円の赤字に陥っていた｡ﾎﾃﾙ事業から

撤退､酒類や飲料など主力事業に集中する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/01/06  不動産投資の米ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･

ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､501億円の半分を出資した｡当事者1に｢ｽﾀｰｳｯﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣を追加｡

100

日付 金額 出資比率

ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

50100百万円

2004/07/06ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺ

昭和ｼｪﾙ石油

資本参加OUT-IN

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱの国営石油大手､ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺは､昭和ｼｪﾙ石油に資本参加する｡ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

の保有株式50%のうち9.96%の株式を取得する｡ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾑｺのｵﾗﾝﾀﾞ法人が､ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

のｵﾗﾝﾀﾞ法人を買い受ける形を取る｡欧州監督庁承認後､一定条件のもと､4.99%の株式を追加取得

する｡出資比率14.96%で､第2位株主となる｡取得金額は500億円以上の見通し｡日本への直接出資

は初めて｡ｼｪﾙは筆頭株主を維持する｡昭和ｼｪﾙは､原油調達力を強化する｡ｱﾗﾑｺは日本国内への

安定供給先を確保する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/06/21  有効日に2005年6月21日を追加｡

14.96

日付 金額 出資比率

ﾛｲﾔﾙ･ﾀﾞｯﾁｼｪﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  KSA / KSA / 鉱業 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 鉱業 / 上場

50000百万円

2004/09/30ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ

近藤産業新設会社

買収OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券は､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨと共同で､りそな銀行が再建支援する不動産会社､近藤産業(

同)が吸収分割でﾏﾝｼｮﾝ分譲企業を分割する新会社(同)を2005年3月までに買収する｡ｽﾎﾟﾝｻｰとし

て再建を支援する｡両社はそれぞれ役員を派遣する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝは､りそな銀行などから285億円の

債権を買い取る｡新会社もりそなから156億円分を承継する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝは､総額で200億円前後を投

じる見通し｡ﾀﾞｲﾅｼﾃｨの出資額は17億2000万円｡近藤産業は､不動産賃貸事業への過剰投資で546

億円の金融債務があった｡再生が見込めるﾏﾝｼｮﾝ分譲事業を本体から切り離す｡ﾀﾞｲﾅｼﾃｨはｺﾝﾊﾟｸ

ﾄﾏﾝｼｮﾝが主力｡ﾌｧﾐﾘｰﾀｲﾌﾟの近藤産業とのｼﾅｼﾞｰ効果を図る｡

日付 金額 出資比率

近藤産業

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

21720百万円

2004/04/22ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ不動産ﾌｧﾝﾄﾞ[ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ]

都築紡績ｸﾞﾙｰﾌﾟ

買収OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟが運営するﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ不動産ﾌｧﾝﾄﾞは､2003年11月に会社更生法の適

用を申請した都築紡績(名古屋市)ｸﾞﾙｰﾌﾟを買収する｡資金支援は数百億円になる見通し｡同ｸﾞﾙｰﾌ

ﾟの持つ紡績工場やﾚｼﾞｬｰ施設の運営や事業支援を進める｡ｸﾞﾙｰﾌﾟの負担総額は3050億円｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 愛知県 / 繊維 / 未上場など

10000百万円

35
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2004/12/18Tokai International Holdings,Inc(ﾐﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
新設会社)

東海(伊藤忠ｴﾈｸｽ子会社)

買収OUT-IN

米ﾗｲﾀｰ販売大手ｶﾘｺを傘下にもつ米ﾐﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄは､伊藤忠ｴﾈｸｽの子会社で使い切りﾗｲﾀｰ製造

の東海(東京)を2005年3月31日付で買収する｡伊藤忠ｴﾈｸｽから78.25%の株式を取得する｡金額は

100億円強の見通し｡ｴﾈｸｽは東海を買収しており､90億円の売却損となる｡東海は売上高193億

9600万円､従業員284人｡製造拠点は国内3ｶ所､海外5ｶ所で､使い切りﾗｲﾀｰの最大手｡二期連続の

赤字だった｡ﾐﾝｸﾞは､製造事業や海外展開に乗り出す｡ｴﾈｸｽは､不採算部門を整理し､主力のｴﾈﾙｷ

ﾞｰ事業に集中する｡★ﾃﾞｰﾀ修正･追加 2005/06/29  ﾐﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄは新会社､Tokai International 

Holdings,Incを設立｡同社を通じて､東海を2005年7月下旬をめどに買収する｡当事者1を｢ﾐｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝ

ﾄ｣から｢Tokai International Holdings,Inc(ﾐﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ新設会社)｣に修正｡有効日2005年3月31日を

削除｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/07/29  金融機関との調停遅れのため､株式取得日が9月中に変更となっ

た｡

78.25

日付 金額 出資比率

伊藤忠ｴﾈｸｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他製造 / 未上場など

10000百万円

2004/02/27ｻﾑｽﾝSDI

NEC

営業譲渡OUT-IN

韓国ｻﾑｽﾝｸﾞﾙｰﾌﾟでﾌﾞﾗｳﾝ管世界最大手のｻﾑｽﾝSDIは､NECから有機EL事業を3月末日までに譲り

受ける｡有機EL関連特許のほか､両社の合弁会社｢ｻﾑｽﾝNECﾓﾊﾞｲﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ(SNMD)｣(韓国)の

NECの保有株式49%が対象｡同社は2001年に設立され､ｻﾑｽﾝ側が51%出資していた｡金額は約85

億円｡NECは､非ｺｱ事業であるﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ事業からの撤退を加速している｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR / KOR / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 上場

8500百万円

2004/01/20ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｴﾙｴﾙｼｰ(OCM)

FDK

資本参加OUT-IN

企業年金などの投資運営を行う米ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｴﾙｴﾙｼｰ(OCM)は､運営するﾌｧﾝﾄﾞ

が100%所有する特定目的会社を通じ､富士通の子会社で電子部品製造のFDKに3月下旬に資本参

加する｡81億円の第三者割当増資を引き受け､35.33%の株式を取得､第2位株主となる｡富士通の出

資比率は61.5%から39.78%に下がり､連結子会社から持分法適用会社となる｡FDKは､富士通に対し

て､40億円の議決権のない優先株を発行する｡事業構造改革に伴い､特別損失が生じていた｡財務

体質の改善を行う｡

35.3

日付 金額 出資比率

FDK

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 上場

8100百万円

2004/10/01Business Golf St.Andrews Limited

The Old Course Limited(廣済
堂英国法人)

買収OUT-IN

米ｺｰﾗｶﾝﾊﾟﾆｰの子会社で､ｺﾞﾙﾌ場経営の英国法人､Business Golf St.Andrews Limitedは､廣済堂

の英国法人で同業のThe Old Course Limitedを10月1日付で買収した｡金額は74億円｡同社の売上

高は16億7300万円､従業員111人｡廣済堂は財務体質の強化を図る｡

99.8

日付 金額 出資比率

廣済堂

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / GBR / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 

▲当事者2   JPN / GBR / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 海外法人

7400百万円

2004/03/07ｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ

ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶ(ﾃｨｱｯｸ米国法
人)

営業譲渡OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｾｲﾔｰ･ｴｸｲﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞは､ﾃｨｱｯｸの米国子会社､ﾃｨｱｯｸ･ｱﾒﾘｶから航空機搭載ﾋﾞ

ﾃﾞｵｼｽﾃﾑ事業部門を譲り受ける｡ﾗｲｾﾝｽ供与､ﾄﾚｰﾄﾞﾏｰｸ使用許諾の契約も結ぶ｡譲渡価額は6150

万ﾄﾞﾙ(68億円)｡同事業の売上高は57億2000万円｡同事業は堅調だが､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化対応のため追加

投資が必要となっていた｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / USA / 電機 / 海外法人

6800百万円

2004/02/03日月光半導体製造(ASE)ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ASEｼﾞｬﾊﾟﾝ[NEC山形]

買収OUT-IN

台湾の世界最大の半導体組立専業ﾒｰｶｰ､日月光半導体製造(ASE)ｸﾞﾙｰﾌﾟは､NECｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽの

100%子会社､NEC山形(山形県鶴岡市)が同社の高畠工場を5月1日付で会社分割で新設するASEｼ

ﾞｬﾊﾟﾝ(山形県高畠町)を5月31日付で買収する｡全株式を取得する｡金額は50億円前後｡従業員860

人はほぼ全て転籍する｡ASEｼﾞｬﾊﾟﾝは初年度で約1億6500万ﾄﾞﾙ以上の売り上げを見込む｡ASEｸﾞﾙ

ｰﾌﾟは日本での顧客基盤を広げ､半導体後工程企業としての地位を確立する｡NECｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽは､

半導体の組立､検査を今後4年間ASEｼﾞｬﾊﾟﾝに委託する｡

100

日付 金額 出資比率

NEC山形

 ▼株取得先

▼当事者1  TPE / TPE / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 山形県 / 電機 / 未上場など

5000百万円(会社分割 新設分割･分社型)

2004/10/26ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ証券

ｴﾑ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(MPT)

資本参加OUT-IN

米ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ証券は､ｴﾑ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(MPT)に資本参加する｡11月までに約50億円の転換

社債型新株権付社債を引き受ける｡MPTは調達資金を､加高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線のｹﾞｽﾄﾃｯｸ(Guest-

Tek)買収資金に充てる｡

日付 金額 出資比率

ｴﾑ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ
(MPT)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / 上場（新興市場）

5000百万円
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2004/11/13ｽﾀｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(ﾛｰﾝｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟ)､Wyoming 
Holding GmbH(ｳｫﾙﾏｰﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ)など

西友

資本参加OUT-IN

米投資会社ﾛｰﾝｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟのｽﾀｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(東京)などは､西友に12月2日付で資本参加する｡総額

45億5100万円の第三者割当増資を引き受ける｡このうち､筆頭株主のｳｫﾙﾏｰﾄは､持株会社

Wyoming Holding GmbHを通じて約4割を引き受け､出資比率を37.08%から37.31%に高める｡ｳｫﾙﾏｰﾄ

は､2005年末までに出資比率を50.1%に引き上げる権利をもつ｡西友は2004年12月期で3期連続の

連結赤字に転落する見通し｡9月末の連結株主資本は約2億円で､資本増強により今期末の最終赤

字40億円を穴埋めし､連結債務超過を回避する｡

日付 金額 出資比率

西友

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / その他金融 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｽｰﾊﾟｰ･ｺﾝﾋﾞﾆ / 上場

4551百万円

2004/04/01ｼﾞｰｹｰｴﾇ･ﾋﾟｰｴﾙｼｰ

栃木富士産業

買収OUT-IN

英自動車部品ﾒｰｶｰ､ｼﾞｰｹｰｴﾇ･ﾋﾟｰｴﾙｼｰ(GKN)は､栃木富士産業をTOBで買収する｡ｽﾍﾟｲﾝ子会社

を通じて株式を取得､出資比率を33.3%から66.6%にまで高める｡買付け価格は1株340円､15%のﾌﾟﾚﾐ

ｱﾑを付ける｡買付け総額は42億4400万円の見通し｡栃木富士の取締役会や創業者一族は同意し

ている｡創業者らが保有する960万株の株式について､GKN側が取得している予約完結権は放棄さ

れる｡現経営陣に変更はない｡自動車の駆動力を増すﾄﾙｸ･ｼｽﾃﾑ分野で､GKNの持つ国際市場で

の営業網と栃木富士の技術力を結びつける｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2004/05/12  TOBの結果､ｼﾞｰｹｰｴﾇ･ﾋﾟｰ

ｴﾙｼｰは50.45%を取得し､ｸﾞﾙｰﾌﾟの保有株の割合は83.97%となった｡出資比率を66.6%から83.97%に

修正｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/02/24  2004年12月31日現在で､保有株の割合が90%超となった｡栃木富

士産業は5月1日に上場廃止となる予定｡株式移転により完全親会社を設立する｡ｼﾞｰｹｰｴﾇ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

の完全子会社になる手続きの一環｡

83.97

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 栃木県 / 輸送用機器 / 上場

4244百万円(TOB)

2004/05/13ﾃﾞｲﾄﾅｱｾｯﾄｲﾝｸなど

ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

資本参加OUT-IN

英ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島の投資会社､ﾃﾞｲﾄﾅｱｾｯﾄｲﾝｸなどは､ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽに6月10日付で資本参加する

｡総額40億円の第三者割当増資と2億円の新株予約権を引き受ける｡ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､調達資

金により研究開発や他社との連携強化､財務体質の強化を図る｡

日付 金額 出資比率

ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 精密 / 上場

4200百万円

2004/12/12ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰｸﾞﾙｰﾌﾟ

丸玉観光

営業譲渡OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､丸玉観光(京都市)から京都ﾊﾟｰｸﾎﾃﾙを譲り受けた｡金額は約40億円と

みられる｡同社は経営不振により収益が悪化していた｡同ﾎﾃﾙは客室数268｡改装後に営業再開す

る｡京都のﾎﾃﾙ取得は､先月の京都国際ﾎﾃﾙに続き2件目｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 京都府 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

4000百万円

2004/10/22ﾀﾞｲﾅﾐｯｸ ﾄﾞﾗｺﾞﾝ ﾌｧﾝﾄﾞ､ｺﾒﾙﾂﾊﾞﾝｸ ｱｾｯﾄ ﾏﾈｰｼ
ﾞﾒﾝﾄ ｱｼﾞｱ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ､ｼﾞｪｲﾌﾞﾘｯｼﾞなど

ﾌｧｲ

資本参加OUT-IN

英ｹｲﾏﾝ諸島の投資会社､ﾀﾞｲﾅﾐｯｸ ﾄﾞﾗｺﾞﾝ ﾌｧﾝﾄﾞなど8社は､ﾌｧｲに11月13日付で資本参加する｡総

額37億3680万円の第三者割当増資を引き受ける｡ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾄﾞﾗｺﾞﾝﾌｧﾝﾄﾞは15.40%を保有する筆頭株

主となる｡英ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島のﾄｯﾌﾟｴｯｼﾞｷｬﾋﾟﾀﾙとｼﾞｪｲ･ﾌﾞﾘｯｼﾞは､11月12日付で総額1億1200万円の新

株予約権を引き受ける｡金額合計は38億4880万円｡ﾌｧｲは調達資金で体質改善を図る｡

日付 金額 出資比率

ﾌｧｲ

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / 上場（新興市場）

3848百万円

2004/09/23ﾍﾞﾙﾓﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞなど(ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ)

ﾎﾃﾙｻﾝﾌﾗﾜｰ札幌など[近畿
日本ﾂｰﾘｽﾄ]

営業譲渡OUT-IN

米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､同ｸﾞﾙｰﾌﾟが運営する不動産ﾌｧﾝﾄﾞが出資するﾍﾞﾙﾓﾝﾄ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ(東

京)を通じて､近畿日本ﾂｰﾘｽﾄの全額出資子会社のﾎﾃﾙｻﾝﾌﾗﾜｰ札幌(札幌市)から11月30日付で営

業権を譲り受ける｡従業員は引き継ぐ方針｡同ﾎﾃﾙやﾎﾃﾙﾎﾟﾎﾟﾛ東京の土地･建物は､同ﾌｧﾝﾄﾞが出

資する飯田橋ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ特別目的会社が取得する｡ｻｲﾊﾟﾝﾎﾃﾙの全株式も米子会社が取得する

｡金額は合計で約42億円｡3社の処理で損失が発生するが､近ﾂｰは､2004年に売却したｸﾗﾌﾞﾂｰﾘｽﾞ

ﾑ事業の営業譲渡益を充てる｡旅行業に専念する｡★ﾃﾞｰﾀ修正 2004/12/29 ｻｲﾊﾟﾝﾎﾃﾙについては

､ﾎﾃﾙ業のｱｲｴﾇｼﾞｰ軽井沢研究所(長野県軽井沢町)が購入した｡公表金額を42億円から34億円に

修正｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

▲当事者2   JPN / 北海道 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

3400百万円

2004/04/01GEｷｬﾋﾟﾀﾙ

ｴｰｽ総合ﾘｰｽ[日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
工業]

買収OUT-IN

米GEｷｬﾋﾟﾀﾙは､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業の全額出資子会社でﾄﾗｯｸﾘｰｽや割賦販売を手掛けるｴｰｽ総合

ﾘｰｽ(東京)を4月中をﾒﾄﾞに買収する｡GEｸﾞﾙｰﾌﾟのGEｷｬﾋﾟﾀﾙﾘｰｼﾝｸﾞ､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ､ｴｰｽの3社は､日

産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙの車両販売で業務提携する｡GEｸﾞﾙｰﾌﾟの資金力､事業ﾉｳﾊｳを活用し､販売拡大を目指

す｡日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙが昨年打ち出した経営再建策の一環で､有利子負債を450億円圧縮する｡

日付 金額 出資比率

日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場など

3000百万円
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2004/12/02ｲｼﾝ･ﾎﾃﾙｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

東ﾚｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

営業譲渡OUT-IN

米不動産投資ﾌｧﾝﾄﾞのｿﾛｽ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞと米ﾎﾃﾙ経営のｳｪｽﾄ･ﾓﾝﾄ･ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

が設立したｲｼﾝ･ﾎﾃﾙｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ(東京)は､東ﾚの不動産子会社､東ﾚｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ(同)からｼｬﾝﾋﾟｱﾎﾃ

ﾙ赤坂(同)などﾎﾃﾙ3件を譲り受けた｡金額は30-40億円｡保有ﾎﾃﾙは計10件となった｡国内のﾎﾃﾙ

網拡大を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

3000百万円
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2005/12/22ｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌ
ﾟ)

三洋電機

資本参加OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟは､三洋電機に資本参加する｡2006年2月28日までに総額3000億円の優

先株のうち､1250億円を引き受ける｡大和SMBCﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ(SMBCPI)と三井住友銀行が

それぞれ1250億円､500億円を引き受ける｡3社は､取締役の派遣を検討する｡三洋は､家電や半導

体の不振などで2006年3月期2330億円の赤字となる見通し｡今回の増資で､自己資本比率は約4%

から約17%に上昇する｡大幅なﾘｽﾄﾗなど再建計画を加速する｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝの出資は､三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ

分を含めると､1500億円を超える｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/25  ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟは､日本法人

のｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(東京)を通じて引き受ける｡出資比率24.50%で､SMBCPIと並んで筆頭株

主となる｡創業家の井植敏代表取締役は辞任する｡金融機関3社から取締役会の過半の計5人を派

遣､うちｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝから2人を派遣する｡当事者1にｵｰｼｬﾝｽﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､出資比率に24.50%を追加｡

★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/03/14  有効日に2006年3月14日を追加｡

24.50

日付 金額 出資比率

三洋電機

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 証券 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 電機 / 上場

125000百万円

2005/10/19ｻｰﾍﾞﾗｽ

ｺｸﾄﾞ

資本参加OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｻｰﾍﾞﾗｽは､西武鉄道ｸﾞﾙｰﾌﾟの中核会社､ｺｸﾄﾞ(東京)に2005年度中に資本参加する

｡総額約1600億円の第三者割当増資のうち､900億円を引き受ける｡筆頭株主となる見通し｡日興ﾌﾟ

ﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ(同)も500億円程度を引き受け､第2位株主となる｡堤義明前会長がｺｸﾄﾞ株約

36%を保有しているため､2社が最大で1600億円を直接増資し､堤氏の保有割合を大幅に低下させ

る｡堤氏保有株をめぐっては訴訟問題になっているため､ｺｸﾄﾞの現株主だけで構成する持株会社を

作り､切り離す｡続いて､ｸﾞﾙｰﾌﾟ内再編をし､西武ｸﾞﾙｰﾌﾟ純粋持株会社を設立する｡西武鉄道が母体

となる｢鉄道･沿線事業会社｣と､ｺｸﾄﾞ､ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙが合併する｢ﾎﾃﾙ･ﾚｼﾞｬｰ事業会社｣を傘下に収め

る計画｡西武ｸﾞﾙｰﾌﾟ純粋持株会社は､2008-09年に東証への再上場を目指す｡これまで､ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･

ｻｯｸｽやﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰなど外資勢のほか､村上ﾌｧﾝﾄﾞなどが西武ｸﾞﾙｰﾌﾟの買収や出資に関心を示

していた｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/10/29  M&Aｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞは､西武鉄道の監査役4人に対し､証券取引法

違反で科せられた罰金2億円について､会社が蒙った損害として当時の取締役の責任を追及する

訴訟を提起するよう請求した｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/10/31  西武ｸﾞﾙｰﾌﾟの創業者一族である堤清二氏

､猶二氏は､西武鉄道に対するTOB提案を発表した｡買付価格は1株1150-1300円｡買付総額は

5000億-5600億円｡100%の株式取得を目指すとしている｡ｺｸﾄﾞに対しては､総額約3300億円の増資

引き受けを提案した｡現経営陣が進める再編計画を阻止したい考え｡正式な公告や届出は出てい

ない｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/10  西武鉄道は､持株会社名を｢西武ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ｣とした｡出資比率に

30.0%を追加｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/11  西武鉄道は､一族の堤清二氏らのTOB提案を｢実現性に乏

しく採用できない｣として､正式に拒否した｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/12  堤猶二氏は､ｸﾞﾙｰﾌﾟ再編のた

めに11月28日に予定されている臨時株主総会の開催差し止めの仮処分を申請した｡これに対し東

京地裁は11日､開催禁止の必要性が明らかでないとして却下した｡ただし､今後､総会決議が無効と

なる可能性も示唆した｡同氏は即時抗告する方針｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/17  ｺｸﾄﾞは､臨時株主総

会の召集通知を堤猶二氏に送った｡東京地裁が｢猶二氏は､ｺｸﾄﾞ株式の2%を保有しており､同氏に

召集通知を送付しないのは､違法の可能性がある｣と指摘したことによる｡★ﾃﾞｰﾀ追加 

2005/11/22  堤猶二氏は､申請した同社臨時株主総会の開催禁止を求める仮処分の東京高裁へ

の抗告を取り下げた｡ｺｸﾄﾞは､同高裁の勧告に基づき､同氏を暫定的な株主として認めるとともに､

総会で同氏が策定した再建ﾌﾟﾗﾝの提出も認めた｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/11/29  ｺｸﾄﾞは､臨時株主総会

を開催し､持株会社となるNWｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝの設立を決議した｡堤猶二氏の第三者割当増資案は否決

された｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/31  西武鉄道､ｺｸﾄﾞ､ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙは､2月3日付で発足する西武ﾎｰﾙﾃﾞｨ

ﾝｸﾞｽの筆頭株主､ｻｰﾍﾞﾗｽｸﾞﾙｰﾌﾟが取締役として派遣する予定だった岩間甫､河井一彦､勝野雅弘

の3氏から就任を辞退する申し入れがあったと発表した｡一部報道で同ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社が暴力団が絡

む不動産取引に関与していたとの疑惑が指摘されていた｡河井氏らは､｢信頼回復に全力で取り組

んでいる西武ｸﾞﾙｰﾌﾟのｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ体制について誤解されることになりかねない｣としている｡この記事

に対し､ｻｰﾍﾞﾗｽは名誉を棄損されたとして､報道した毎日新聞を相手取り米国で提訴した｡★ﾃﾞｰﾀ

追加 2006/02/15  堤猶二氏は､2005年11月28日に開催され､新会社｢NWｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ｣の設立を決

議した臨時株主総会の決議無効を求める訴訟を東京地裁に起こした｡

30.0

日付 金額 出資比率

ｺｸﾄﾞ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

90000百万円

2005/04/04★修正:ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成
投資ﾌｧﾝﾄﾞ

ﾌｼﾞﾀ

買収OUT-IN

米投資会社のﾛｰﾝｽﾀｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､ﾌｼﾞﾀに資本参加する｡約410億円の第三者割当増資を引き受け

る｡ﾌｼﾞﾀは､建設関連の不動産販売事業を会社分割により切り離す｡私的整理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づき､

主力銀行の三井住友銀行などへ総額910億円の債務免除を要請する｡1484億円の含み損を一括

処理する｡ﾌｼﾞﾀは､｢新中期経営計画｣の策定にあわせ､三井住友建設との経営統合を白紙撤回し

た｡ﾌｼﾞﾀは､2002年に旧ﾌｼﾞﾀから会社分割により建設事業部門を承継して､発足していた｡2度目の

会社分割となる｡★当事者･形態修正 2005/06/09  ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなどは､投資ﾌｧﾝﾄ

ﾞを組成し､ﾌｼﾞﾀを9月29日付で買収する｡約26億8900万円の第三者割当増資を引き受け､55.0%(議

決権比率56.32%)の株式を取得する｡同時に優先株を383億1100万円で取得する｡金額総額は410

億円｡入札により決定した｡原田社長は辞任する｡ﾌｧﾝﾄﾞ主導によりｾﾞﾈｺﾝを再建する｡当事者1を｢ﾛ

ｰﾝｽﾀｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ｣から｢ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ(GS)､森ﾄﾗｽﾄなど組成投資ﾌｧﾝﾄﾞ｣に､形態を資本参加から買

収に修正｡出資比率に56.32%､有効日に2005年9月29日を追加｡

56.32

日付 金額 出資比率

ﾌｼﾞﾀ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 建設 / 上場

41000百万円
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2005/12/09ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾘｳﾞﾚｯﾄなど)

三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ

資本参加OUT-IN

米証券会社のｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ(GSｸﾞﾙｰﾌﾟ)は､関連会社を通じて､経営再建中の三洋電機の

子会社で東証1部上場の三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄに12月27日付で資本参加する｡三洋電機から231億5100

万円で33.3%の株式を取得する｡また､GSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾘｳﾞﾚｯﾄ(東京)が､12月29日付で100億300万円の

第三者割当増資を引き受ける｡1株1950円で約7%のﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄ｡GSｸﾞﾙｰﾌﾟは､42%を取得し､筆頭株

主となる｡金額は総額331億5400万円｡三洋電機の出資比率は､最終的に16.7%となり､三洋ｸﾚは連

結決算対象から外れる｡現在の1兆3000億円の有利子負債を1兆円弱に削減できる｡三洋ｸﾚは､自

己資本を増強し､財務健全性向上を図る｡三洋本体が年度内に実施予定の増資でもｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝが主

要引受先となる見通し｡★ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2005/12/20 GSｸﾞﾙｰﾌﾟのﾘｳﾞﾚｯﾄと同ｸﾞﾙｰﾌﾟで債権買取

のﾏｰｽﾞｴｸｲﾃｨ(東京)の2社が三洋電機ｸﾚ株式をそれぞれ16.7%､総額231億4600万円で取得する｡

さらに､両社が第三者割当増資を引き受ける｡払込日を12月29日から2006年1月20日に変更､また､

発行価格を1株1950円から1971円に変更｡金額は101億1100万円となる｡ﾄｰﾀﾙの公表金額を331億

5400万円から332億5700万円に修正｡

42

日付 金額 出資比率

三洋電機､三洋電機ｸﾚ
ｼﾞｯﾄ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 証券 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 大阪府 / その他金融 / 上場

33257百万円

2005/04/27ｺｰﾁ

ｺｰﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(住友商事､ｺｰﾁ
折半出資会社)

買収OUT-IN

米高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾞｯｸ製造のｺｰﾁ(ﾆｭｰﾖｰｸ)は､同社と住友商事が折半出資で設立した販売のｺｰﾁ･ｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ(東京)を7月1日付で買収する｡住友商事から約315億円(3億ﾄﾞﾙ)で全株式を取得､完全子会社

化する｡同社は売上高約316億円､従業員1020人､総店舗数104｡設立時の契約では2007年以降､段

階的に住商から株式を買い取ることになっていたが､ｺｰﾁから前倒しの要請があった｡住商は､別ﾌﾞ

ﾗﾝﾄﾞの買収資源確保のため､一括売却を決めた｡今後も人材派遣などで協力する方針｡

100

日付 金額 出資比率

住友商事

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他製造 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場など

31500百万円(合弁解消)

2005/11/22ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子会社)

資本参加OUT-IN

米証券大手のｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､ｲｰ･ｱｸｾｽの子会社で携帯電話事業のｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(東京)

に12月20日付で資本参加する｡総額275億円の優先株による第三者割当増資を引き受ける｡普通

株に転換した場合､出資比率は26.4%となる｡吉本興業ｸﾞﾙｰﾌﾟが出資する投資会社､ｾﾄﾞﾅ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(

東京)､みずほｷｬﾋﾟﾀﾙ(同)なども同日付で合計50億円を引き受ける｡TBSはすでに100億円を引き受

けた｡ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙは､携帯電話事業への参入を目指している｡同社の資本金と資本準備金の合計は

878億5000万円となる｡今年度中に1000億円に増やす計画｡

26.4

日付 金額 出資比率

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子
会社)

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 証券 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場など

27500百万円

2005/06/29GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙ-ﾌﾟ)

ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞ
ｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ運営会社)

資本参加OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟの投資ﾌｧﾝﾄﾞ､GSｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞは､ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ｢ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ(USJ)｣を運営する第三ｾｸﾀｰ､ﾕｰ･ｴｽ･ｼﾞｪｲ(大阪市)に資本参加する｡総額200億円の優先株を

引き受ける｡議決権はない｡非常勤役員2人を派遣する予定｡同社は大阪市が誘致して開業､出資

比率は大阪市25%､米ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ｽﾀｼﾞｵ24%｡GSｷｬﾋﾟﾀﾙが優先株を全て転換した場合､約31%の筆頭

株主となる｡入場者数の伸び悩みで資金繰りが悪化しており､調達資金を借入金などの返済に充て

､財務体質を改善する｡株式上場を目指す｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 未上場など

20000百万円

2005/08/23ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｼｵﾉｷﾞｸｵﾘｶﾌﾟｽ､ｼｵﾉｷﾞﾖｰﾛｯ
ﾊﾟB.V.(SEBV)[塩野義製薬]

買収OUT-IN

米投資会社のｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ(ﾜｼﾝﾄﾝDC)は､塩野義製薬の全額出資子会社で医薬品用ｶﾌﾟｾﾙ製

造のｼｵﾉｷﾞｸｵﾘｶﾌﾟｽ(奈良県大和郡山市)と傘下にｽﾍﾟｲﾝ､米国販売子会社2社をもつ蘭の持株会社

､ｼｵﾉｷﾞﾖｰﾛｯﾊﾟB.V.(SEBV)を10月をめどに買収する｡全株式を取得する｡医薬品用ｶﾌﾟｾﾙ事業を取

得する｡金額は200億-250億円前後とみられる｡同事業は売上高121億円｡自社製品に使うほか外

販しており､世界2位の規模｡薬剤の形態はｶﾌﾟｾﾙから錠剤に替わりつつある｡ｶﾌﾟｾﾙ供給先を世界

に広げるなどで事業価値向上を図る｡塩野義は､医療用医薬品に経営資源を集中する｡すでに動物

薬､工業用薬品事業などを売却しており､同社の事業整理はほぼ完了する｡

各100

日付 金額 出資比率

塩野義製薬

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 奈良県 / 医薬品 / 未上場など

20000百万円

2005/04/01MFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社

NS Australia Pty Ltd.[日本信
販孫会社]

営業譲渡OUT-IN

豪投資会社､MFS Limited傘下でﾎﾃﾙ経営のMFS Mirage Resorts Pty Ltd.など6社は､日本信販の

孫会社の豪NS Australia Pty Ltd.から複合ﾘｿﾞｰﾄ｢Mirage Resorts｣の営業権と固定資産を5月13日

付で譲り受ける｡金額は約178億2480万円(2億1000万豪ﾄﾞﾙ)｡対象は､ｺﾞｰﾙﾄﾞｺｰｽﾄとﾎﾟｰﾄﾀﾞｸﾞﾗｽに

あるﾎﾃﾙ､ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ､ｺﾞﾙﾌ場などを所有する2つのﾘｿﾞｰﾄ｡同社は売上高1億429万豪ﾄﾞﾙ｡日本

信販は､ﾚｼﾞｬｰ･不動産事業から撤退､経営資源をｺｱﾋﾞｼﾞﾈｽに集中する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  AUS / AUS / 不動産･ﾎﾃﾙ / 

▲当事者2   JPN / AUS / 不動産･ﾎﾃﾙ / 海外法人

17824百万円
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2005/12/06ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾄﾑｿﾝ日本法人)

ｶﾉｰﾌﾟｽ

買収OUT-IN

電機大手でﾊﾟﾘ証券取引所上場の仏ﾄﾑｿﾝは､日本法人のﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京)を通じて､ｶﾉｰﾌﾟｽを買

収する｡ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝが保有する買収目的会社が買い付けを行う｡すでに､創業者で会長兼CEOの

山田広司氏や親族が保有する株式40%のうち33.33%を取得することで合意している｡対価は50%が

現金､残りをﾄﾑｿﾝの自己株式で支払う｡さらに､TOBにより44.54%以上の株式取得し､77.87%以上を

目指す｡買付価格は1株14万8000円｡19.45%のﾌﾟﾚﾐｱﾑをつける｡買付総額は約60億5000万円｡買付

期間は12月6日-2006年1月16日までの42日間｡同社取締役会は賛同している｡応募券数の総数が

買付予定数に満たない場合は買い付けを行わない｡最終的に全株式を取得し､完全子会社化する

方針｡全株式を取得した場合､金額は総額約128億円(9130万ﾕｰﾛ)となる｡上場廃止する｡ﾄﾑｿﾝは､ﾃ

ﾚﾋﾞ局や映画産業向けのﾃﾞｼﾞﾀﾙ機器､ｼｽﾃﾑ販売事業を強化している｡ｶﾉｰﾌﾟｽは､ﾊﾟｿｺﾝ上でﾊｲﾋﾞｼﾞ

ｮﾝ映像を処理する技術などでﾉｳﾊｳをもつ｡同事業の強化を図る｡★ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2006/01/17  

TOBの結果､議決権ﾍﾞｰｽで60.98%の株式を取得した｡山田広司会長らからの取得分と合わせると､

出資比率は1月24日付で94.31%となる｡出資比率を100%から94.31%に修正｡★ﾃﾞｰﾀ追加 

2006/05/29  ｶﾉｰﾌﾟｽは､6月30日付で上場廃止となる｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/05/31  ﾄﾑｿﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝは､

産業再生法に基づく金銭交付による株式交換を実施し､完全子会社化する｡

100

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA / 東京都 / 電機 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 兵庫県 / 電機 / 上場

12800百万円(TOB)

2005/12/31ﾋﾙｺｯﾄ(ｷｬｯｽﾙｳｯﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､新生銀行合
弁会社）

あいおいﾖｰﾛｯﾊﾟ[あいおい損
害保険]

買収OUT-IN

英ﾊﾞﾐｭｰﾀﾞ諸島のｷｬｯｽﾙｳｯﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽと新生銀行の合弁会社で同国の保険持株会社､ﾋﾙｺｯﾄ

は､あいおい損害保険の英全額出資子会社のあいおいﾖｰﾛｯﾊﾟを買収する｡124億円(6200万ﾎﾟﾝﾄﾞ)

で全株式を取得する｡あいおい損保は､2005年11月に同国子会社のあいおいﾓｰﾀｰ＆ｼﾞｪﾈﾗﾙを新

設｡あいおいﾖｰﾛｯﾊﾟからF＆I事業(ﾄﾖﾀ･ﾚｸｻｽﾕｰｻﾞｰ向け金融と自動車保険などの一体ｻｰﾋﾞｽ)と日

系事業を引継ぎ､同社はﾛﾝﾄﾞﾝ再保険ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾗﾝｵﾌ事業に特化していた｡あいおいﾓｰﾀｰ＆ｼﾞｪﾈﾗ

ﾙに経営資源を集中し､欧州保険事業の更なる収益拡大を図る｡ﾋﾙｺｯﾄは､新生銀行の持ち分法適

用会社｡

100

日付 金額 出資比率

あいおい損害保険

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GER / 生保･損保 / 

▲当事者2   JPN / GER / 生保･損保 / 海外法人

12400百万円

2005/09/09ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ､学生援護会現経営陣

学生援護会ｸﾞﾙｰﾌﾟ

買収OUT-IN

ｱﾙﾊﾞｲﾄ情報の有料求人誌｢an｣発行の学生援護会現経営陣(東京)は､米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰ

ﾌﾟと共同で､学生援護会(同)をMBOにより9月30日付で買収する｡創業者一族らから同社と地域子

会社などｸﾞﾙｰﾌﾟ計16社の全株式を取得する｡有利子負債も肩代わりするため､総投資額は数百億

円とみられる｡現経営陣も一定の株式を保有し､従業員の雇用を維持する｡同社は売上高432億円､

従業員2410人｡経営基盤の強化と迅速な意思決定体制の整備を図る｡2007年秋の上場を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

創業者一族ら

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 出版･印刷 / 未上場など

10000百万円(MBO)

2005/05/02WICHITA HOLDINGS PTE LTD､ｺﾑｽｸｴｱｰ､耀
耀､東拓興産､明星ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､ﾒﾘｰｼﾞｪｰﾝなど

ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

資本参加OUT-IN

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの投資会社､WICHITA HOLDINGS PTE LTDなどは､ﾕﾆｵﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽに5月18日付で資

本参加する｡総額112億円の第三者割当増資を引き受ける｡WICHITAは8.9%の株式を取得し､筆頭

株主となる｡ﾕﾆｵﾝHDは､調達資金を事業拡大やM&A資金に充てる｡★ﾃﾞｰﾀ修正 2005/05/18  一

部の払い込みがなされなかった｡公表金額を112億円から81億9000万円に修正｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  SIN / SIN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 精密 / 上場

8190百万円

2005/08/20ｽﾀﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｲﾝｸ(ｼﾞｭﾘｱｰﾆ･ﾊﾟｰﾄﾅ
ｰｽﾞ､ｾｲｼﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝｸ関連会社)､
DKR Soundshore Oasis Holding Fund Ltd.など

ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ

資本参加OUT-IN

米投資会社のｼﾞｭﾘｱｰﾆ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(ﾆｭｰﾖｰｸ市)､ｾｲｼﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝｸ(同)の関連会社､ｽﾀﾝ

ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｲﾝｸ(同)と米DKR Soundshore Oasis Holding Fund Ltd.は､ﾀﾞｲﾅｼﾃｨに9月7日

付で資本参加する｡総額30億185万円の第三者割当増資を引き受け､それぞれ7.86%､3.93%の株式

を取得する｡ﾀﾞｲﾅｼﾃｨは､調達資金のうち20億円をｽﾀﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｲﾝｸが取得した第1回無

担保転換社債型新株予約権付社債55億円の一部買入消却資金に充てる｡潜在化している株式を

一部顕在化させ､株価の安定化を図る｡さらに､ｼﾞｭﾘｱｰﾆ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞとｾｲｼﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙがﾏﾈｼ

ﾞﾒﾝﾄするﾌｧﾝﾄﾞなどﾌｧﾝﾄﾞ数社は､筆頭株主の中山諭前社長が保有する21.04%の全株式を証券会社

などを通じて立会外取引で取得する方針｡金額は50億円程度とみられる｡ｽﾀﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･

ｲﾝｸが筆頭株主となる｡事業ﾊﾟｰﾄﾅｰとして関係強化･拡充を図る｡中山氏は覚せい剤取締法違反容

疑で6月に逮捕されていた｡

7.86/3.93

日付 金額 出資比率

ﾀﾞｲﾅｼﾃｨ､中山諭前社
長

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

8001百万円

2005/05/20New Pledge Investments Limited､皇冠貿易(香
港)

宮越商事(旧ｸﾗｳﾝ)

資本参加OUT-IN

英投資会社のNew Pledge Investments Limitedと香港の電気部品仕入･販売の皇冠貿易(香港)は､

宮越商事に8月5日付で資本参加する｡無償減資と10株を1株に併合後､総額70億7000万円の借入

金債務の株式化(DES)による第三者割当増資を引き受ける｡両社はそれぞれ46.53%､19.27%の株式

を取得し､筆頭､第2位株主となる｡宮越は業績の悪化が続いていた｡調達資金で財務内容の改善と

経営基盤強化を図る｡

46.53/19.27

日付 金額 出資比率

宮越商事(旧ｸﾗｳﾝ)

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 上場

7070百万円
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2005/04/14CapitaLand Retail(BJ)Investments Pte. Ltd.

Seiyo Investment(S)Pte Ltd(
ﾊﾟﾙｺ孫会社)

買収OUT-IN

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの商業不動産会社､CapitaLand Retail(BJ)Investments Pte. Ltd.は､ﾊﾟﾙｺのｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ法

人､Parco(Singapore) Pte Ltdの子会社で､ﾌﾞｷﾞｽｼﾞｬﾝｸｼｮﾝの複合施設への投資を行うSeiyo 

Investment(S)Pte Ltdを4月14日付で買収する｡約61億4600万円で66.7%の株式を取得する｡同子会

社で同施設運営のStraits Parco Retail Management Pte Ltdは引き続き保有し､運営を継続する｡ﾊ

ﾟﾙｺの投資回収の一環｡

66.7

日付 金額 出資比率

ﾊﾟﾙｺ

 ▼株取得先

▼当事者1  SIN / SIN / 不動産･ﾎﾃﾙ / 

▲当事者2   JPN / SIN / その他金融 / 海外法人

6146百万円

2005/05/13ｹﾞｯﾃｨｲﾒｰｼﾞｽﾞ

amana america inc.､amana 
europe Ltd.､iconica Ltd.[ｱﾏﾅ
]

買収OUT-IN

ﾆｭｰﾖｰｸ証券取引所上場でﾋﾞｼﾞｭｱﾙｺﾝﾃﾝﾂ制作･販売の米ｹﾞｯﾃｨｲﾒｰｼﾞｽﾞ(ﾜｼﾝﾄﾝ州)は､ｱﾏﾅの米全

額出資子会社でｽﾄｯｸﾌｫﾄ企画･販売のamana america inc.(ﾆｭｰﾖｰｸ市)など3社を買収する｡金額は

約54億5300万円(5100万ﾄﾞﾙ)｡3社は売上高合計26億2400万円｡ｱﾏﾅは､ｹﾞｯﾃｨｲﾒｰｼﾞｽﾞと海外にお

けるｽﾄｯｸﾌｫﾄ販売とｺﾝﾃﾝﾂ制作･提供で包括的提携を進めている｡ｹﾞｯﾃｨｲﾒｰｼﾞｽﾞの販売力を活用

し､販売強化を図る｡

100

日付 金額 出資比率

ｱﾏﾅ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2   JPN / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 海外法人

5453百万円

2005/05/21ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱ

ｱﾄﾑ

買収OUT-IN

香港の投資ﾌｧﾝﾄﾞ､ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱは､回転寿司ﾁｪｰﾝ経営のｱﾄﾑを買収する｡

22億円の普通株と18億円の優先株を引き受け､51%の株式を取得する｡11億円の転換社債型新株

予約権付社債も取得する｡金額総額は51億円｡役員を派遣する｡同社は､2006年3月期に減損会計

を適用､土地､建物を評価した結果､33億円の債務超過に陥る見込み｡佐々木正時社長は退任する

｡資金調達により､債務超過の回避と不採算店の整理､改善に充てる｡早期再建を進める｡★ﾃﾞｰﾀ修

正･追加 2005/07/06  出資比率を51%から51.3%に修正｡有効日に2005年7月14日を追加｡★ﾃﾞｰﾀ修

正 2005/10/06  出資比率を51.3%から51.7%に修正｡

51.7

日付 金額 出資比率

ｱﾄﾑ

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / CHN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 愛知県 / 外食 / 上場

5100百万円

2005/08/03日本ｱｼﾞｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ(JAH)

ﾒﾃﾞｶｼﾞｬﾊﾟﾝ

資本参加OUT-IN

日本ｱｼﾞｱ証券を傘下に置く香港系金融ｸﾞﾙｰﾌﾟ､日本ｱｼﾞｱﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ(東京､JAH)は､ﾒﾃﾞｶｼﾞｬﾊﾟﾝ

に8月18日付で資本参加する｡総額49億9985万円の第三者割当増資を引き受け､25.27%の株式を

取得する｡筆頭株主となる｡役員2人を派遣する｡同社の介護施設利用者の裕福層に資産管理のｺﾝ

ｻﾙﾃｨﾝｸﾞをする｡ｱｼﾞｱ地域での医療､介護事業進出を図る｡ﾒﾃﾞｶは､調達資金を介護施設｢ｹｱｾﾝﾀｰ

そよ風｣の開発資金などに充てる｡

25.27

日付 金額 出資比率

ﾒﾃﾞｶｼﾞｬﾊﾟﾝ

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / 東京都 / 証券 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / ｻｰﾋﾞｽ / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

4999百万円

2005/10/04Pan Pacific Advisory Service(PPAS)､Rocket 
High Investments Limited

南野建設

資本参加OUT-IN

米投資会社のPan Pacific Advisory Service(PPAS､ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州)など2社は､南野建設に10月24日

付で資本参加する｡総額49億3000万円の第三者割当増資を引き受ける｡PPASは19.26%の株式を

取得し､筆頭株主となる｡南野建設は12月1日付で持株会社体制に移行する｡国内分を含め108億

円の調達資金を新規事業の資金準備に充てる｡

日付 金額 出資比率

南野建設

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 建設 / ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ

4930百万円
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2006/09/26ﾎﾞﾙﾎﾞ

日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業

出資拡大OUT-IN

ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾄﾗｯｸ大手､ﾎﾞﾙﾎﾞは､同社が筆頭株主である日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業への出資比率を13%から

47.7%に高める｡9月中に日産自動車から6%の株式を取得するほか､みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行などが保

有する全優先株を取得する｡金額は総額約670億円(約40億ｸﾛｰﾅ)｡すべての優先株が普通株に転

換できる2014年4月には出資比率47.4%となる｡ﾎﾞﾙﾎﾞは､3月に日産自動車から保有株式19%のうち

13%を取得したうえ､残り6%を今後4年以内に追加取得できるｵﾌﾟｼｮﾝを取得していた｡ｱｼﾞｱ事業の強

化を図る｡日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙの社名はそのまま残る見通し｡日産自動車は日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業との50年余

りに及ぶ資本関係を解消する｡経営資源を乗用車事業に集中する｡

47.4

日付 金額 出資比率

日産自動車など

 ▼株取得先

▼当事者1  SWE / SWE / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / 輸送用機器 / 上場

67000百万円

2006/10/21ﾎﾟｽｺ

新日本製鉄

出資拡大OUT-IN

韓国鉄鋼最大手のﾎﾟｽｺは､新日本製鉄への出資比率を株式持ち合いにより2.17%から3.87%に高め

る｡金額は約550億円｡新日鉄も同額を投じ､ﾎﾟｽｺへの出資比率を3.32%から5.32%に高める｡互いに

実質的な筆頭株主となる｡両社は､2000年8月に株式の相互保有を含めた戦略的提携契約を締結

して以降､各部門で提携を推進してきた｡両社設備の有効活用による操業安定､原料調達部門での

協力強化を図る｡鉄鋼市場のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化が進む中､買収防衛にもつなげる｡ﾎﾟｽｺは外国人株主が6

割超と高い｡

3.87

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR / KOR / 鉄鋼 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 鉄鋼 / 上場

55000百万円(株式持ち合い)

2006/09/29ﾛｰﾝ･ｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟ

後楽園ﾌｱｲﾅﾝｽ[東京ﾄﾞｰﾑ]

買収OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのﾛｰﾝ･ｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟは､東京ﾄﾞｰﾑの全額出資子会社で消費者金融会社向け貸金業の

後楽園ﾌｱｲﾅﾝｽ(東京)を11月30日付で買収する｡全株式を取得するほか､同社に対して東京ﾄﾞｰﾑが

もつ全貸付債権を取得する｡金額は505億円とみられる｡後楽園ﾌｱｲﾅﾝｽのﾘｰｽ事業やｸﾞﾙｰﾌﾟ内ｺﾞ

ﾙﾌ･ﾘｿﾞｰﾄ関連不動産は､同日までに東京ﾄﾞｰﾑとｸﾞﾙｰﾌﾟ内子会社に移管する｡後楽園ﾌｱｲﾅﾝｽは売

上高74億500万円､従業員20人｡東京ﾄﾞｰﾑは､固定資産の減損会計の適用､ｸﾞﾚｰｿﾞｰﾝ金利廃止問

題への動きの加速化などに対応するため､不採算事業､ﾘｽｸ事業の抜本的な見直しを検討してい

た｡金融事業から撤退する｡ｺﾞﾙﾌ､ﾘｿﾞｰﾄ事業も撤退､売却を進める｡ﾄﾞｰﾑ球場を中心とする東京ﾄﾞｰ

ﾑｼﾃｨ(同)に経営資源を集中する｡

100

日付 金額 出資比率

東京ﾄﾞｰﾑ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他金融 / 未上場など

50500百万円

2006/09/01TOTAL E&P Australia[ﾄﾀﾙ]

ｲﾝﾍﾟｯｸｽ西豪州ﾌﾞﾗｳｽﾞ石油[
国際石油開発帝石ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸ
ﾞｽ]

事業譲渡OUT-IN

国際石油資本(ﾒｼﾞｬｰ)の仏ﾄﾀﾙは､全額出資子会社の豪TOTAL E&P Australiaを通じて､国際石油

開発帝石ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下のｲﾝﾍﾟｯｸｽ西豪州ﾌﾞﾗｳｽﾞ石油(東京)から豪で液化天然ｶﾞｽ(LNG)を開発

するｲｸｼｽｶﾞｽ田の鉱区権益100%のうち24%を譲り受ける｡対価は現金とﾄﾀﾙの保有する別の鉱区権

益などを組み合わせる模様｡開発資金の負担を分担するほか､LNG開発実績が豊富なﾄﾀﾙから技

術供与を受ける｡ｲﾝﾍﾟｯｸｽ西豪州ﾌﾞﾗｳｽﾞ石油は､同鉱区のｵﾍﾟﾚｰﾀｰとして､同天然ｶﾞｽをLNG(液化

天然ｶﾞｽ)として生産､販売する計画｡2012年にLNGの生産を開始する予定｡★ﾃﾞｰﾀ追加 

2006/11/25  国際石油開発帝石ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､ﾄﾀﾙへの譲渡が11月24日付で完了したと発表し

た｡金額は330億円程度とみられる｡公表金額に330億円､有効日に2006年11月24日を追加｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA / AUS / 鉱業 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 鉱業 / 未上場など

33000百万円

2006/12/22ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱ(OCHA)ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ

ｱﾘｽﾀﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

買収OUT-IN

香港の投資会社､ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｱｼﾞｱ(OCHA)は､ｸﾞﾙｰﾌﾟで30%の株式を保有する

農薬事業のｱﾘｽﾀﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ(東京)を12月21日付で買収した｡傘下の投資運用会社4社を通じ､筆

頭株主の豊田通商から239億6000万円で38%の株式を取得｡出資比率を68%に高めた｡同社の出資

比率は3%に低下した｡ｱﾘｽﾀﾗｲﾌは売上高1158億2900万円､従業員1739人｡2002年11月にOCHAｸﾞ

ﾙｰﾌﾟの米系ﾌｧﾝﾄﾞ､Olympus ALC Holdingsが資本参加後､新剤の買収で農薬事業の拡大を図って

いた｡豊田通商は､自動車､金属など特定6分野に事業を集中する｡

68

日付 金額 出資比率

豊田通商

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / CHN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場など

23960百万円

2006/03/21ﾎﾞﾙﾎﾞ

日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業

資本参加OUT-IN

ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾄﾗｯｸ大手､ﾎﾞﾙﾎﾞは､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業に3月27日付で資本参加する｡筆頭株主の日産

自動車から保有株式約19%のうち､13%を取得する｡筆頭株主となる｡金額は約228億円｡残り6%を今

後4年以内に追加取得できるｵﾌﾟｼｮﾝも取得する｡役員1人を派遣する｡社名やﾌﾞﾗﾝﾄﾞ名は変更しな

い｡日産ﾃﾞｨは､ﾄﾗｯｸ国内4位｡日産に約44%出資する仏ﾙﾉｰは､ﾎﾞﾙﾎﾞ株20%を保有する｡同社は､ﾙﾉ

ｰからﾄﾗｯｸ部門を2001年に譲り受けている｡日産とﾙﾉｰのﾄﾗｯｸ部門を傘下に収める｡日産とﾎﾞﾙﾎﾞ

は､日産の中国合弁会社で､日産ﾃﾞｨの提携先である東風汽車の商用車事業で協力する｡日本や中

国などｱｼﾞｱ市場への足がかりを確保する｡ﾄﾗｯｸ事業で世界展開を加速する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 

2006/07/18  ﾎﾞﾙﾎﾞは､日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業を国際会計基準に基づき､持ち分法適用会社とする｡

13

日付 金額 出資比率

日産自動車

 ▼株取得先

▼当事者1  SWE / SWE / 輸送用機器 / 

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / 輸送用機器 / 上場

22800百万円
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2006/08/23Baytree Investments (Mauritius)Pte.Ltd.[ﾃﾏｾｸ
･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ]､ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券

三井生命保険

資本参加OUT-IN

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ政府系投資持株会社､ﾃﾏｾｸ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下のBaytree Investments 

(Mauritius)Pte.Ltd.と米ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券は､三井生命保険(東京)に9月15日付で資本参加する｡

総額1000億円の第三者割当増資のうち､210億円を引き受ける｡筆頭株主の三井住友銀行(同)は､

保有する優先株の一部を普通株に転換することで筆頭株主の地位を維持する見通し｡ﾃﾏｾｸは､金

融､通信を中心に企業投資を拡大している｡日本での本格投資は初めて｡三井生命保険は､調達資

金を劣後ﾛｰﾝの返済などに充てる｡財務の健全性を高める｡2007年度にも株式上場を目指す｡

日付 金額 出資比率

三井生命保険

 ▼株取得先

▼当事者1  SIN / SIN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 生保･損保 / 未上場など

21000百万円

2006/08/09友達光電(AUO)

台湾凸版国際彩光(CFI､凸版
印刷子会社)

資本参加OUT-IN

台湾の液晶ﾊﾟﾈﾙﾒｰｶｰ最大手､友達光電(AUO)は､凸版印刷の台湾子会社でｶﾗｰﾌｨﾙﾀｰ製造販売

の台湾凸版国際彩光(CFI)に8月中に資本参加する｡39.7%の株式を取得する｡金額は約200億円と

みられる｡最高財務責任者(CFO)と凸版と同数の菫事を派遣する｡AUOは､10月に同国同5位の広

輝電子(QDI)と合併する予定｡凸版は､QDIにｶﾗｰﾌｨﾙﾀｰを供給していた｡同ﾌｨﾙﾀｰの供給と技術協

力関係を強化する｡凸版は､台湾での安定的生産数量と高い稼働率を確保する｡

39.7

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  TPE / TPE / 電機 / 

▲当事者2   JPN / TPE / 化学 / 海外法人

20000百万円

2006/09/26★修正:ﾊｽｸﾊﾞｰﾅ

ｾﾞﾉｱ[小松ｾﾞﾉｱ(ｺﾏﾂ全額出
資子会社)]

買収OUT-IN

ｽｳｪｰﾃﾞﾝの農林機器世界最大手､ﾊｽｸﾊﾞｰﾅは､ｺﾏﾂの全額出資子会社で農林機器､建設機械､油

圧機器製造､販売の小松ｾﾞﾉｱ(ｺﾏﾂｾﾞﾉｱ､埼玉県川越市)から農林機器事業を2006年度中に譲り受

ける｡同事業の連結従業員約700人と埼玉県川越市や中国の生産子会社の設備などを引き継ぐ｡

対象事業は売上高約200億円｡国内ｼｪｱ4位､世界ｼｪｱは4%にとどまっていた｡ﾊｽｸﾊﾞｰﾅは､ｺﾏﾂｾﾞﾉ

ｱの工場を足がかりに日本､中国を含む東ｱｼﾞｱ地域での事業展開を強化する｡ｺﾏﾂｾﾞﾉｱは､小型建

機､建機向け油圧機器事業に特化する｡経営効率の向上を図る｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2007/01/24  小松ｾﾞ

ﾉｱが全額出資で2006年12月に設立したｾﾞﾉｱ(埼玉県越谷市)は､小松ｾﾞﾉｱから農林機器事業を会

社分割により4月1日付で譲り受ける｡★ﾃﾞｰﾀ追加､当事者･形態修正  ﾊｸｽﾊﾞｰﾅは､ｾﾞﾉｱを4月2日

付で買収する｡金額は182億5000万円｡当事者2を｢小松ｾﾞﾉｱ[ｺﾏﾂ]｣から｢ｾﾞﾉｱ[小松ｾﾞﾉｱ(ｺﾏﾂ全額

出資子会社)]｣に､形態を事業譲渡から買収に修正｡公表金額に182億5000万円､有効日に2007年4

月2日を追加｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  SWE / SWE / 機械 / 

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / 機械 / 未上場など

18250百万円

2006/05/16ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ(AMAT)

SOKUDO(ｿｸﾄﾞ)[大日本ｽｸﾘｰ
ﾝ製造]

資本参加OUT-IN

半導体製造装置開発の米ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ(AMAT)は､大日本ｽｸﾘｰﾝ製造が半導体関連ｺｰﾀ･ﾃﾞﾍ

ﾞﾛｯﾊﾟ(ﾌｫﾄﾚｼﾞｽﾄ塗布､現像装置)事業を会社分割により7月3日付で設立するSOKUDO(ｿｸﾄﾞ､京都市

)に同月20日付で資本参加する｡166億1400万円の第三者割当増資を引き受け､48%の株式を取得

する｡分割事業は売上高140億900万円で世界ｼｪｱ12%程度｡従業員約160人は大日本ｽｸﾘｰﾝから

の出向となる｡両社の技術や販路を活用し､同装置で圧倒的なｼｪｱをもつ東京ｴﾚｸﾄﾛﾝに対抗する｡

滋賀県内などの製造設備は大日本ｽｸﾘｰﾝが保有し続け､新会社から生産を受託する｡

48

日付 金額 出資比率

SOKUDO[大日本ｽｸﾘｰ
ﾝ製造]

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 京都府 / 電機 / 未上場など

16614百万円(会社分割　新設分割)

2006/02/28ｶﾞﾝﾀﾞｰﾗ･ﾏｽﾀｰ･ﾌｧﾝﾄﾞ

ﾗｲﾌﾞﾄﾞｱ

資本参加OUT-IN

香港の投資ﾌｧﾝﾄﾞ､ｶﾞﾝﾀﾞｰﾗ･ﾏｽﾀｰ･ﾌｧﾝﾄﾞは､ﾗｲﾌﾞﾄﾞｱに資本参加した｡2月24日時点で6.89%の株式を

取得した｡金額は総額約125億円とみられる｡同月27日付で提出された大量保有報告書により明ら

かになった｡同ﾌｧﾝﾄﾞは､同社に東京地検が強制捜査に入った1月17日から段階的に株を買い進め

ていた｡｢純投資｣としている｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/04/20  ｶﾞﾝﾀﾞｰﾗは､ﾗｲﾌﾞﾄﾞｱへの出資比率を4月13

日時点で8.26%に高めた｡4月17日付で提出された大量保有報告書による｡出資比率を6.89%から

8.26%に修正｡

8.26

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN(HON) / CHN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / ﾏｻﾞｰｽﾞ

12500百万円

2006/08/04尚徳太陽能電力(ｻﾝﾃｯｸ)

MSK

買収OUT-IN

中国の大手太陽電池ﾒｰｶｰでﾆｭｰﾖｰｸ証券取引所上場の尚徳太陽能電力(ｻﾝﾃｯｸ､江蘇省)は､同

業のMSK(東京)を買収する｡まず､9月末までに第三者割当増資引き受けと既存株主からの買い取

りにより､122億7700万円(1億700万ﾄﾞﾙ)の現金で3分の2の株式を取得する｡残り3分の1は､2007年

末までにｻﾝﾃｯｸの株式を対価に取得する｡割当株式の総額は､MSKの業績に応じて5300万ﾄﾞﾙから

1億9300万ﾄﾞﾙの間とする｡買収総額は最大で約345億円(3億ﾄﾞﾙ)となる｡2007年5月に解禁される合

併など対価の柔軟化の第1号となる可能性がある｡MSKは売上高201億円､従業員260人｡建築物一

体型太陽電池｢BIPV｣分野でﾄｯﾌﾟ企業に位置付けられ､長野県佐久市､福岡県大牟田市などに工場

をもつ｡太陽光発電で先行する日本でｼｪｱ拡大を図る｡中国企業による日本企業へのM&Aで過去

最大となる模様｡

66.6

日付 金額 出資比率

MSKなど

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN / CHN / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 未上場など

12277百万円

44
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2006/06/01ﾃﾏｾｸ(Temasek)

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(ｲｰ･ｱｸｾｽ子会社)

資本参加OUT-IN

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの投資会社､ﾃﾏｾｸ(Temasek)は､ｲｰ･ｱｸｾｽの子会社で携帯電話事業のｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ(東京)

に資本参加する｡5月31日付で総額272億8000万円の優先株のうち､120億円を引き受けた｡残りは､

ｲｰ･ｱｸｾｽ､既に出資している米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟなどが取得した｡ﾃﾏｾｸが普通株に転換した

場合の出資比率は約7.0%で､ｲｰ･ｱｸｾｽ46.2%､ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽｸﾞﾙｰﾌﾟ24.9%に次ぐ第3位株主となる

｡ﾃﾏｾｸは､ｱｼﾞｱ最大級の投資会社で､約7兆円の投資資産を誇る｡ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾃﾚｺﾑ､MediaCoapなど

､ｱｼﾞｱのﾃﾚｺﾑやﾒﾃﾞｨｱ関連分野で投資実績をもつ｡日本ではｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙへの投資が最大となる｡同

社は､累計1432億円を株式で調達｡2200億円の借入枠と合わせ､3600億円超の事業資金を確保し

た｡

約7.0

日付 金額 出資比率

ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ

 ▼株取得先

▼当事者1  SIN / SIN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 通信･放送 / 未上場など

12000百万円

2006/03/07B･F･ｻｳｽ

塩屋土地

営業譲渡OUT-IN

米の不動産管理､運営会社､B･F･ｻｳｽ(ﾒﾘｰﾗﾝﾄﾞ州)は､三洋電機創業者の井植家の資産管理会社

である塩屋土地(神戸市)から米ﾜｼﾝﾄﾝの高級ﾎﾃﾙ｢ﾍｲ･ｱﾀﾞﾑｽ･ﾎﾃﾙ｣を譲り受ける｡金額は約116億

円(約1億ﾄﾞﾙ)とみられる｡同ﾎﾃﾙは客室数145室｡ﾎﾜｲﾄﾊｳｽの向かいに建つ｡三洋電機の井植敏最

高顧問が社長時代の1989年に買収していた｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / 不動産･ﾎﾃﾙ / 

▲当事者2   JPN / 兵庫県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

11600百万円

2006/04/27CVCｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ､信和現経営陣(ｺｽﾒ
ﾃｨｸｽ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ)

信和

買収OUT-IN

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸのCVCｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞｸﾞﾙｰﾌﾟで投資会社のCVCｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京)は､特別

目的会社(SPC)､ｺｽﾒﾃｨｸｽ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(横浜市)を設立し､SBIｷｬﾋﾟﾀﾙ(東京)の投

資先で建設用足場資材製造の信和(岐阜県海津市)をMBOにより4月26日付で買収した｡全株式を

取得した｡金額は100億円超とみられる｡同社は売上高見込み100億円｡同資材の国内ｼｪｱは40%｡

SBIはｷｬﾋﾟﾀﾙは､2003年に信和をLBOにより買収していた｡MBOにより更なる成長を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

SBIｷｬﾋﾟﾀﾙ

 ▼株取得先

▼当事者1  LUX / 東京都 / その他金融 / 未上場など

▲当事者2   JPN / 岐阜県 / 非鉄･金属製品 / 未上場など

10000百万円(MBO)

2006/08/29CITICｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(中国国際信託投資公
司ｸﾞﾙｰﾌﾟ)､鳴海製陶現経営陣

鳴海製陶[住友金属工業]

買収OUT-IN

住友金属工業の全額出資子会社で高級陶磁器製造の鳴海製陶(名古屋市)の倉橋鷹輔社長ら現

経営陣は､中国国営の投資会社､中国国際信託投資公司(CITIC)ｸﾞﾙｰﾌﾟの投資ﾌｧﾝﾄﾞ､CITICｷｬﾋﾟﾀ

ﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞと共同で､鳴海製陶をMBOにより買収する｡住金から合計90%の株式を取得する｡同ﾌｧﾝ

ﾄﾞが75-80%､経営陣12人が合計10-15%の株式を取得する予定｡金額は100億円前後とみられる｡住

金は､残り10%を今後2年間保有する｡鳴海は売上高110億円｡洋食器はﾉﾘﾀｹｶﾝﾊﾟﾆｰに次ぐ国内2位

だが､海外展開が遅れていた｡商品群や販売手法を見直すほか､CITICの後押しで中国､東南ｱｼﾞｱ

への展開を急ぐ｡3-5年後の上場を目指す｡

90

日付 金額 出資比率

住友金属工業

 ▼株取得先

▼当事者1  CHN / CHN / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 愛知県 / 窯業 / 未上場など

10000百万円(MBO)

2006/09/25東国製鋼

JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

資本参加OUT-IN

韓国3位の鉄鋼ﾒｰｶｰ､東国製鋼は､JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽに株式持ち合いにより資本参加する｡100億円

相当で約0.4%の株式を取得する｡2007年9月末までにまず50億円相当の株式取得を実施する｡JFE

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下のJFEｽﾁｰﾙ(同)は､東国製鋼への出資比率を4.1%から15%に高める｡金額は150

億円-200億円とみられる｡持ち分法適用会社とする｡JFEｽﾁｰﾙと東国製鋼は､1999年7月に相互協

力基本協定を締結し､出資､技術供与､原材料の供給などで協力関係を深めてきた｡提携関係を拡

大し､東国製鋼の厚板供給能力の整備､強化に協力する｡鉄鋼の世界再編が進むなか､敵対的買

収に備える｡

約0.4

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR / KOR / 鉄鋼 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 鉄鋼 / 上場

10000百万円(株式持ち合い)

2006/03/29RHJｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(RHJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ＜旧ﾘｯﾌﾟﾙ
ｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ＞ﾍﾞﾙｷﾞｰ子会社)

ﾕｰｼﾝ

資本参加OUT-IN

米投資ﾌｧﾝﾄﾞのRHJﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(旧ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ)のﾍﾞﾙｷﾞｰ子会社､RHJｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙは

､ﾕｰｼﾝに4月13日付で資本参加する｡79億6100万円の第三者割当増資を引き受け､20.10%の株式

を取得する｡筆頭株主となる｡中長期保有を前提に出資する｡RHJｸﾞﾙｰﾌﾟ投資先のﾅｲﾙｽの竹辺圭

祐社長を代表権をもつ専務執行役員として派遣する｡ﾕｰｼﾝは､ﾅｲﾙｽとの連携を強化し､同社のも

つ国内外での人的ﾈｯﾄﾜｰｸの活用､同社の子会社･関連会社との提携を視野に､業容拡大を目指す

｡調達資金を国内外拠点への設備投資と借入金返済に充てる｡

20.10

日付 金額 出資比率

ﾕｰｼﾝ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / BEL / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 輸送用機器 / 上場

7961百万円
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2006年　OUT-IN　公表金額トップ20

2006/09/01ﾊｰﾄﾗﾝﾄﾞなど

旭ﾃｯｸ

資本参加OUT-IN

自動車部品製造の米ﾒﾀﾙﾀﾞｲﾝの株式46%を保有するﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｴｸｲﾃｨﾌｧﾝﾄﾞの米ﾊｰﾄﾗﾝﾄﾞなどは､旭

ﾃｯｸに11月17日付で資本参加する｡旭ﾃｯｸが11月17日-2007年1月16日の期間で実施する第三者

割当のうち普通株78億4500万円を引き受け､14.14%の株式を取得する｡米RHJｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ､三井

物産に次ぐ第3位株主となる｡これに先立ち､旭ﾃｯｸは､ﾒﾀﾙﾀﾞｲﾝを現金を対価とした逆三角合併方

式により同日付で実質買収する｡ﾊｰﾄﾗﾝﾄﾞはﾒﾀﾙﾀﾞｲﾝ株の46%を保有している｡主要株主は対価とし

て受け取った現金で旭ﾃｯｸ株を購入する｡★ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2006/11/30  ﾊｰﾄﾗﾝﾄﾞは出資金額を

減額した｡出資比率は12.90%に低下する｡公表金額を78億4500万円から70億1100万円に､出資比

率を14.14%から12.90%に修正｡

12.90

日付 金額 出資比率

旭ﾃｯｸ

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / USA / その他金融 / 

▲当事者2   JPN / 静岡県 / 鉄鋼 / 上場

7011百万円

2006/02/21鳥居坂開発(ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ)

ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ

営業譲渡OUT-IN

米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの関連会社(SPC)でﾎﾃﾙ運営の鳥居坂開発(東京)は､ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ(名古

屋市)から｢広島ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ｣を3月末に譲り受ける｡金額は約70億円とみられる｡9月30日までﾜｼﾝﾄﾝ

ﾎﾃﾙが運営を受託する｡10月に改装し､新ﾎﾃﾙとしてｽﾀｰﾄする｡同ﾎﾃﾙは客室数265室､平均稼働率

70%余｡黒字経営だった｡ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝｻｯｸｽは､2003年にﾀﾞｲｴｰからﾎﾃﾙ4件を買収し､現在は8件を所

有･運営している｡ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙは､手ごろ価格で宿泊できる新業態｢R&Bﾎﾃﾙ｣のﾁｪｰﾝ展開に力を入

れており､売却資金を同業態拡大の原資とする｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

▲当事者2   JPN / 愛知県 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

7000百万円

2006/12/07韓進海運

川崎汽船

資本参加OUT-IN

韓国の海運最大手､韓進海運は､川崎汽船に株式持ち合いにより資本参加する｡2007年初めにも

約1.5%の株式を取得する｡金額は70億円程度とみられる｡これに先立ち同社も､年内に同額で韓進

海運株約3%を取得する｡韓進海運は売上高約7500億円｡運航している船舶へのｺﾝﾃﾅ積載能力で

比べると世界8位｡日本郵船や商船三井､川崎汽船を上回っている｡両社と中国のｺｽｺ､台湾の陽明

海運の4社は｢CKYHｱﾗｲｱﾝｽ｣を組織し､ｱｼﾞｱ-北米､ｱｼﾞｱ-欧州など主要航路で共同運営を進めて

いる｡ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ運営など事業面での協力拡大を図る｡

1.5

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  KOR / KOR / 運輸･倉庫 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 運輸･倉庫 / 上場

7000百万円(株式持ち合い)
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（５）  投資会社の動き 

投資目的と事業目的の動向 

ＯＵＴ－ＩＮの中で、投資ファンドの存在感が増している。１９９８年以降２００６年までのＯＵＴ

－ＩＮを、外国企業が自ら日本市場で事業を行うための「事業目的」と、一定の期間内の売却

で投下資本へのリターンの獲得を目指す「投資目的」に分類すると、「投資目的」件数が近年

急増し、ＯＵＴ－ＩＮ件数を押し上げている。９８年は０件だったが、９９年に米ローンスター、リッ

プルウッドが登場、銀行や生損保など金融業を中心に、破たんや経営不振に喘ぐ日本企業を

買収した。２００３年は５０件で前年比４．５倍に急増、米スティール・パートナーズがユシロ化学

工業、ソトーに対してＴＯＢを実施し、外資系投資ファンドの敵対的Ｍ＆Ａが一躍話題となった。

０４年は２０６件のうち１０２件が「投資目的」で約半数を占め、ピークとなったが､その後、０５年

が９６件、０６年は７６件と低下傾向にある。「事業目的」は、２０００年には１６８件、構成比９６．

０％を占めたが、以後年々減少し、０５年は８３件で、構成比も４６．４％まで落ち込んだ。しかし

ながら、０６年は、再び、件数で「事業目的」が「投資目的」を上回り、公表金額トップ１０の内訳

でも、「事業目的」が７件、「投資目的」が３件と、「事業目的」に回復傾向が見られた。 

ＯＵＴ-ＩＮ　目的別件数内訳
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投資会社の売却動向 

日本企業に対する投資会社のＭ＆Ａは、１９９８年に第１号が登場して以降、１９９９年から２

００２年まで２桁台で推移し、０３年に１４８件と急拡大した。さらに０４年は３０２件で前年比２倍、

Ｍ＆Ａ総件数に占める割合も１３．７％で１割を超えた。０５年もその勢いは止まらず、件数は

前年比１８．８％増の３５９件となり、Ｍ＆Ａ総件数に占める割合も１３．２％となった。０６年は、

件数３１６件、Ｍ＆Ａ総件数に占める割合は、１１．４％と、０５年に比べ落ち込みはあるものの、

依然高い水準を維持している。 

日本企業に対する投資会社のＭ＆Ａ件数の推移
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２００４年から２００６年の外国投資会社の日本企業に対するＭ＆Ａ（ＯＵＴ－ＩＮ）を公表金額

上位で見ると、第１位は、米投資ファンドのカーライル・グループ、京セラ、ＫＤＤＩ連合によるＤ

ＤＩポケットからの事業譲受（２２００億円）、第２位は、米ゴールドマン・サックスグループの三洋

電機に対する資本参加（１２５０億円）、第 3 位は、米投資ファンド、サーベラスのコクドに対する

資本参加（９００億円）だった。 

一方、投資回収の主な手法としては、株式上場と売却があるが、再生のめどがたったところ

で、売却するケースが年々増加している。２０００年に第１号が登場、その後０２年まで１桁台だ

ったが、０３年は１０件、０４年は前年比３倍の３０件に増加した。さらに０５年、０６年はその動き

が本格化し、０６年は６７件で、公表金額は 2,280 億円となった。 

投資会社の売却案件
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２０００年から２００６年までの投資会社の売却案件 18０件のうち、外資系ファンドの売却件数

（ＩＮ－ＯＵＴ）は２１件で、売却先はいずれも日本企業であった。２１件中６件は０６年の案件。

公表金額上位では、第１位は、米リップルウッド・ホールディングスが、０３年５月に日本テレコ

ムを２，６１０億円で買収し、０４年５月にソフトバンクへ３，４００億円で売却した案件。第２位は、

米ローンスターが０３年に投資したファーストクレジットを住友信託銀行に１３００億円で売却し

た案件。第３位は、欧州のバークレイズ・プライベート・エクイティが、個人向け債権買取り会社

の英カボット・フィナンシャルを英日興プリンシパル・インベストメンツに売却した案件だった。

2004年 ～ 2006年 　外 資 系 投 資 フ ァ ン ド の 売 却 案 件 　18件

当 事 者 1企 業 名 当 事 者 1業 種 当 事 者 2企 業 名 当 事 者 2業 種 国 籍 形 態
 公 表 金 額
（百 万 円 ）

ﾏｰｹｯﾄ 発 表 日

ﾜﾀﾍ ﾞｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞ ｻｰﾋﾞｽ 目 黒 雅 叙 園 (ﾛｰﾝｽﾀｰ投 資 先 ) ｻｰﾋﾞｽ USA 買 収           500 IN  -OUT 2004/4/22

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ そ の 他 販 売 ･卸 日 本 ﾃﾚｺﾑ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸ ﾞｽ投 資 先 ) 通 信 ･放 送 USA 買 収     340 ,000 IN  -OUT 2004/5/28

富 士 管 財 不 動 産 ･ﾎﾃﾙ ｿﾗｰﾚﾎﾃﾙｱﾝﾄﾞﾘｿﾞｰﾂ (ﾛｰﾝｽﾀｰ投 資 先 ) 不 動 産 ･ﾎﾃﾙ USA 営 業 譲 渡            90 IN  -OUT 2004/9/2

総 北 海 ､ｶﾜﾑﾗ､北 海 道 健 誠 社 な ど 5社 出 版 ･印 刷 旭 川 ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ(ﾛｰﾝｽﾀｰ投 資 先 ) 通 信 ･放 送 USA 資 本 参 加            10 IN  -OUT 2004/11/20

豊 田 自 動 織 機 輸 送 用 機 器
ｱｻﾋｾｷｭﾘﾃｨ(旧 ｴｰ･ｴｽ･ｴｽ､ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ
投 資 先 )

ｻｰﾋﾞｽ USA 買 収       19 ,500 IN  -OUT 2005/1/25

ｱｰｸ そ の 他 製 造 ｼｮｰﾌﾟﾗ･ﾎﾝｺﾝ そ の 他 製 造 SIN 買 収        1 ,000 IN  -OUT 2005/2/8

ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ(FR) そ の 他 小 売
ﾜﾝｿﾞｰﾝ(旧 靴 の ﾏﾙﾄﾐ:米 ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ(O CM )､三 菱 商 事 投 資 先 )

そ の 他 小 売 USA 買 収        1 ,000 IN  -OUT 2005/3/4

ｵﾑﾛﾝﾍﾙｽｹｱ[ｵﾑﾛﾝ] 精 密
ｺｰﾘﾝﾒﾃﾞｨｶﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰ (CM T､旧 日 本 ｺｰﾘﾝ:
ｶｰﾗｲﾙ･ｸ ﾞﾙｰﾌﾟ投 資 先 )

精 密 USA 買 収       10 ,000 IN  -OUT 2005/5/11

東 西 ｷｬﾋﾟﾀﾙ(ｴﾙﾒ子 会 社 ) そ の 他 金 融
ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｴｰｼﾞｪﾝｼｰ(W estpec Investment
L im ited投 資 先 )

ｻｰﾋﾞｽ GBR 買 収 IN -OUT 2005/7/11

ﾊ ﾟﾅｯｼｭ(ｴﾙﾒ孫 会 社 ) ｻｰﾋﾞｽ
ﾃﾞｨｰｱﾝﾄﾞｱｰﾙ･ｲﾝﾃｸﾞﾚｲﾂ(DRI:W estpec
Investment L im ited投 資 先 )

ｻｰﾋﾞｽ GBR 買 収           202 IN  -OUT 2005/8/1

ｺﾛﾜｲﾄﾞ 外 食
ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋ ﾟﾀﾙ･ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸ ﾞｽ (ｱﾄ
ﾑ親 会 社 )

そ の 他 金 融 USA 買 収        1 ,000 IN  -OUT 2005/10/12

住 友 信 託 銀 行 銀 行 ﾌｧｰｽﾄｸﾚｼﾞｯﾄ(ﾛｰﾝｽﾀｰ投 資 先 ) そ の 他 金 融 USA 買 収     130 ,000 IN  -OUT 2005/10/14

USEN ｿﾌﾄ･情 報 学 生 援 護 会 (ｶｰﾗｲﾙ･ｸ ﾞﾙｰﾌﾟ投 資 先 ) 出 版 ･印 刷 USA 資 本 参 加       17 ,999 IN  -OUT 2006/3/16

長 野 計 器 精 密 ｱｯｼｭｸﾛﾌﾄ 精 密 USA 買 収        6 ,500 IN  -OUT 2006/4/3

ﾃﾞｻ ﾞｲﾝｴｸｽﾁｪﾝｼﾞ(DEX) ｻｰﾋﾞｽ
Star Port Ho ld ings Corp.(Be ijing Le le
Interactive Sc ience and Technology Co.,
Ltd .持 株 会 社 )

ｿﾌﾄ･情 報 GBR 買 収        1 ,437 IN  -OUT 2006/4/7

日 興 ﾌﾟﾘﾝｼﾊ ﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ(日 興 ｺｰ
ﾃﾞｨｱﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ英 子 会 社 )

そ の 他 金 融 ｶﾎﾞｯﾄ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ そ の 他 金 融 GBR 買 収       55 ,000 IN  -OUT 2006/4/11

ｽﾀｰﾂｱﾒﾆﾃｨｰ(ｽﾀｰﾂｺｰﾎ ﾟﾚｰｼｮﾝ子 会
社 )

不 動 産 ･ﾎﾃﾙ
ﾌﾞﾘｯｼﾞﾎ ﾟｲﾝﾄ･ｼ ﾞｬﾊ ﾟﾝ (ﾋﾞﾙｺﾑ持 株 会 社 ､ﾌﾞﾘｯ
ｼﾞﾎ ﾟｲﾝﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ投 資 先 )

不 動 産 ･ﾎﾃﾙ USA 買 収        4 ,150 IN  -OUT 2006/8/22

ｱｺｰﾃ ﾞｨｱ･ｺﾞﾙﾌ ｱﾐｭｰｽ ﾞﾒﾝﾄ
神 戸 ﾛｲﾔﾙﾊ ﾟｲﾝｽﾞｺ ﾞﾙﾌ倶 楽 部 (Perseus
F inanc ia l, LLCな ど 投 資 先 )

ｱﾐｭｰｽ ﾞﾒﾝﾄ USA 買 収            58 IN  -OUT 2006/12/1  
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2004/04/22ﾜﾀﾍﾞｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞ

目黒雅叙園(ﾛｰﾝｽﾀｰ投資先)

買収IN -OUT

結婚事業大手のﾜﾀﾍﾞｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞは､米投資会社､ﾛｰﾝｽﾀｰ傘下で､高級結婚式場｢目黒雅叙園｣の運

営を手掛ける目黒雅叙園(東京)を買収する｡ﾛｰﾝｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟから､2004年5月と2005年1月の2回に

分けて全株式を取得する｡買収額は､合計で5-6億円程度の見通し｡主力の海外挙式に加え国内挙

式事業を強化する｡知名度の高い結婚式場を傘下に収め､多様な挙式ﾆｰｽﾞに対応する｡目黒雅叙

園は､2002年に会社更生法の適用を申請していた｡

100

日付 金額 出資比率

ﾛｰﾝｽﾀｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 京都府 / ｻｰﾋﾞｽ / 上場

▲当事者2   USA / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場など

500百万円

2004/05/28ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

日本ﾃﾚｺﾑ(ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞ
ｨﾝｸﾞｽ投資先)

買収IN -OUT

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸは､米投資会社ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ傘下で､国内固定通信3位の日本ﾃﾚｺﾑ(東京)を11

月16日付で買収する｡ﾘｯﾌﾟﾙや他の海外投資会社など6社から全株式を取得する｡買収総額は約

3400億円で､普通株式1433億円は現金で支払い､残りを優先株325億円分と純有利子負債1640億

円の肩代わりでまかなう｡買収額は2年半で回収可能としている｡ﾘｯﾌﾟﾙは､日本ﾃﾚｺﾑを2003年8月

に約2600億円で買収していた。392億円相当のｿﾌﾄﾊﾞﾝｸの新株予約権を引き受ける｡日本ﾃﾚｺﾑは､

国内約17万社の法人顧客と約1万2000kmの光ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾌﾗを持つ｡ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､連結売上

高1兆円規模で､NTTｸﾞﾙｰﾌﾟ､KDDIに次ぐ総合通信会社となる｡事業規模の拡大を図り､個人･法人

向けに総合的な通信ｻｰﾋﾞｽを提供する｢ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞNo.1ｶﾝﾊﾟﾆｰ｣を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
ｽなど

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 上場

▲当事者2   USA / 東京都 / 通信･放送 / 未上場など

340000百万円

2004/09/02富士管財

ｿﾗｰﾚﾎﾃﾙｱﾝﾄﾞﾘｿﾞｰﾂ(ﾛｰﾝｽﾀ
ｰ投資先)

営業譲渡IN -OUT

不動産賃貸の富士管財(北海道旭川市)は､ﾛｰﾝｽﾀｰｸﾞﾙｰﾌﾟでﾎﾃﾙ経営のｿﾗｰﾚﾎﾃﾙｱﾝﾄﾞﾘｿﾞｰﾂ(東

京)から旭川ﾄｰﾖｰﾎﾃﾙの営業権を譲り受ける｡金額は約9000万円とみられる｡ﾛｰﾝｽﾀｰ側がﾎﾃﾙ運

営を受託､引き続きﾎﾃﾙとして営業する｡ﾛｰﾝｽﾀｰは､民事再生法手続き中の東栄から同ﾎﾃﾙを承

継していた｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 北海道 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

▲当事者2   USA / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

90百万円

2004/11/20総北海､ｶﾜﾑﾗ､北海道健誠社など5社

旭川ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ(ﾛｰﾝｽﾀｰ投
資先)

資本参加IN -OUT

印刷業の総北海(北海道旭川市)など5社は､米ﾛｰﾝｽﾀｰ投資先で民事再生手続き中の東栄ｸﾞﾙｰﾌﾟ

の旭川ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ(同)に資本参加した｡ﾛｰﾝｽﾀｰから合計39.2%の株式を取得した｡金額は数千万円

とみられる｡東栄からﾛｰﾝｽﾀｰに譲渡された約14億円の債権も引き継いだ｡旭川ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞは売上

高約7億290万円､加入件数約1万6300件｡地元企業主導により､経営再建に取り組む｡

39.2

日付 金額 出資比率

ﾛｰﾝｽﾀｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 北海道 / 出版･印刷 / 未上場など

▲当事者2   USA / 北海道 / 通信･放送 / 未上場など

10百万円

2005/01/25豊田自動織機

ｱｻﾋｾｷｭﾘﾃｨ(旧ｴｰ･ｴｽ･ｴｽ､ｶ
ｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ投資先)

買収IN -OUT

豊田自動織機は､米ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟの投資先で現金輸送など集配金ｻｰﾋﾞｽのｱｻﾋｾｷｭﾘﾃｨ(東京)を3

月をめどに買収する｡ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟなどから195億円で全株式を取得する｡役員を派遣する｡同社

は連結売上高196億円､JR東海やｲｵﾝｸﾞﾙｰﾌﾟなど約1万600社の顧客を持つ｡豊田自動織機は､物

流の企画から物流ｾﾝﾀｰの運営までを一括請負する物流ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業の強化を図る｡ｱｻﾋｾｷｭﾘﾃｨ

(旧ｴｰ･ｴｽ･ｴｽ)は､2002年2月にｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟが95億円を出資し､ﾀﾞｲｴｰｸﾞﾙｰﾌﾟからMBOで独立し

た｡

100

日付 金額 出資比率

ｶｰﾗｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟなど

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 愛知県 / 輸送用機器 / 上場

▲当事者2   USA / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場など

19500百万円

2005/02/08ｱｰｸ

ｼｮｰﾌﾟﾗ･ﾎﾝｺﾝ

買収IN -OUT

ｱｰｸは､香港の金属･成型品製造会社､ｼｮｰﾌﾟﾗ･ﾎﾝｺﾝを2月14日付で買収する｡ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの投資会

社OVERSEAS INVESTMENT NOMINEES PTE. LTD.から約10億円で90.29%の株式を取得する｡ｼｮｰ

ﾌﾟﾗ･ﾎﾝｺﾝは連結売上高約30億円｡中国の深ｾﾝ､上海などに製造拠点を持つ｡1998年に破たんした

昭和ﾌﾟﾗｽﾃｯｸｽの子会社だった｡ｱｰｸは､東ｱｼﾞｱで生産している日系ﾒｰｶｰの部品需要拡大に対応

し､新製品開発体制の領域拡充を図る｡

90.29

日付 金額 出資比率

OVERSEAS 
INVESTMENT 
NOMINEES PTE. LTD.

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 大阪府 / その他製造 / 上場（新興市場）

▲当事者2   SIN /  / その他製造 / 

1000百万円

2005/03/04ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ(FR)

ﾜﾝｿﾞｰﾝ(旧靴のﾏﾙﾄﾐ:米ｵｰｸﾂ
ﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(OCM)､
三菱商事投資先)

買収IN -OUT

ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ(FR)は､靴販売のﾜﾝｿﾞｰﾝ(名古屋市)を3月3日付で買収した｡米投資会社ｵｰｸﾂﾘｰ･

ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(OCM)のﾌｧﾝﾄﾞから70%､三菱商事から30%の株式を取得し､完全子会社化した｡金

額は数十億円と見られる｡柳井正会長が会長に､桑原尚郎営業部長が社長に就任する｡ﾜﾝｿﾞｰﾝは

売上高253億円､従業員185人｡2000年に民事再生法を申請した靴のﾏﾙﾄﾐが社名変更した｡｢ﾌｯﾄﾊﾟ

ｰｸ｣など靴専門店330店舗を全国展開している｡｢ﾕﾆｸﾛ｣との共同出店を視野に事業拡大を図る｡FR

は､ﾕﾆｸﾛ業態の拡大やM&Aで2010年に売上高1兆円を目指している｡★ﾃﾞｰﾀ修正 2005/05/27  ﾏ

ｰｹｯﾄをIN-INからIN-OUTに修正｡ﾃﾞｰﾀ見直しによる｡

100

日付 金額 出資比率

ｵｰｸﾂﾘｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄ(OCM)のﾌｧﾝﾄﾞなど

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 山口県 / その他小売 / 上場

▲当事者2   USA / 愛知県 / その他小売 / 未上場など

1000百万円

49
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2005/05/11ｵﾑﾛﾝﾍﾙｽｹｱ[ｵﾑﾛﾝ]

ｺｰﾘﾝﾒﾃﾞｨｶﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(CMT､
旧日本ｺｰﾘﾝ:ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ
投資先)

買収IN -OUT

ｵﾑﾛﾝは､全額出資子会社で医療機器製造のｵﾑﾛﾝﾍﾙｽｹｱ(京都市)を通じて､米ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ投

資先で同業のｺｰﾘﾝﾒﾃﾞｨｶﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(CMT､旧日本ｺｰﾘﾝ､愛知県小牧市)を6月中旬に買収する｡全

株式を取得する｡金額は約100億円とみられる｡同社は売上高85億9900万円､従業員284人｡ｺｰﾘﾝ

社の社名や現経営陣はそのままとする方針｡自社工場がなく､ｵﾑﾛﾝの生産拠点を活用し､ｺｽﾄ競争

力を強化する｡ｵﾑﾛﾝは､医療･健康機器を本格供給する｡2007年度にﾍﾙｽｹｱ事業売上高750億円

を目指す｡ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸに上場していた日本ｺｰﾘﾝは､2003年7月に民事再生法の適用を申請､同12月に

ｶｰﾗｲﾙの支援が決まり､50億円前後を投資した模様｡ｽﾋﾟｰﾄﾞ再生を果たした｡

100

日付 金額 出資比率

ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 京都府 / 精密 / 未上場など

▲当事者2   USA / 愛知県 / 精密 / 未上場など

10000百万円

2005/07/11東西ｷｬﾋﾟﾀﾙ(ｴﾙﾒ子会社)

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｴｰｼﾞｪﾝｼｰ
(Westpec Investment Limited
投資先)

買収IN -OUT

ｴﾙﾒは､子会社でIT､ﾒﾃﾞｨｱ会社への投資を行う東西ｷｬﾋﾟﾀﾙ(東京)を通じて､英ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島の

Westpec Investment Limited投資先で総合広告代理店事業のﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｴｰｼﾞｪﾝｼｰ(東京)を買収す

る｡90%の株式を取得する｡同社は売上高37億1000万円､従業員41人｡週刊ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞなどを発行す

るﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ社ｸﾞﾙｰﾌﾟの関連会社｡東西ｷｬﾋﾟﾀﾙ傘下のIT関連会社､ﾊﾟﾅｯｼｭ(同)との相乗効果を図る

｡ｴﾙﾒは､9月1日付で社名を｢ｱﾎﾟﾛ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ｣に変更し､純粋持株会社に移行する｡子会社の事業

領域拡大の一環｡

90

日付 金額 出資比率

Westpec Investment 
Limited

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / その他金融 / 未上場など

▲当事者2   GBR / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場など

2005/08/01ﾊﾟﾅｯｼｭ(ｴﾙﾒ孫会社)

ﾃﾞｨｰｱﾝﾄﾞｱｰﾙ･ｲﾝﾃｸﾞﾚｲﾂ
(DRI:Westpec Investment 
Limited投資先)

買収IN -OUT

ｴﾙﾒの子会社でIT､ﾒﾃﾞｨｱ会社への投資を行う東西ｷｬﾋﾟﾀﾙ(東京)は､子会社でﾊﾞｲﾘﾝｶﾞﾙ人材派遣

のﾊﾟﾅｯｼｭ(同)を通じて､英ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島の投資会社Westpec Investment Limited投資先でITﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ

ｽ企画のﾃﾞｨｰｱﾝﾄﾞｱｰﾙ･ｲﾝﾃｸﾞﾚｲﾂ(DRI､同)を8月初旬に買収する｡2億200万円で全株式を取得する

｡同社は売上高5億8500万円､従業員40人｡ﾊﾟﾅｯｼｭとDRIは､提供するｻｰﾋﾞｽやｸﾗｲｱﾝﾄが重層して

おり､ｼﾅｼﾞｰ効果を図る｡ｱｼﾞｱ全域のIT､ﾒﾃﾞｨｱ関連企業への投資体制の基盤を確立する｡
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日付 金額 出資比率

Westpec Investment 
Limited

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場など

▲当事者2   GBR / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場など

202百万円

2005/10/12ｺﾛﾜｲﾄﾞ

ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞ･ﾎｰ
ﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(ｱﾄﾑ親会社)

買収IN -OUT

ｺﾛﾜｲﾄﾞは､米系投資会社ｵﾘﾝﾊﾟｽ ｷｬﾋﾟﾀﾙ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ ｱｼﾞｱの日本法人で､回転すしﾁｪｰﾝ､ｱﾄﾑの

親会社､ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(東京)を10月11日付で買収した｡英ｹｲﾏﾝ諸島のｵﾘ

ﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾄﾑ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｴﾙﾋﾟｰから10億円で全株式を取得した｡ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞ

は､ｱﾄﾑの普通株式51.25%と優先株式100%を保有している｡ｱﾄﾑを連結子会社化し､北陸､中京地区

での営業拠点の拡充､多業態戦略の強化を図る｡

100

日付 金額 出資比率

ｵﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾄﾑ･
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ･ｴﾙﾋﾟｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 神奈川県 / 外食 / 上場

▲当事者2   USA / 東京都 / その他金融 / 未上場など

1000百万円

2005/10/14住友信託銀行

ﾌｧｰｽﾄｸﾚｼﾞｯﾄ(ﾛｰﾝｽﾀｰ投資
先)

買収IN -OUT

住友信託銀行は､米ﾛｰﾝｽﾀｰの投資先で不動産担保ﾛｰﾝのﾌｧｰｽﾄｸﾚｼﾞｯﾄ(東京)を11月30日付で買

収する｡ﾛｰﾝｽﾀｰ･ﾌｧﾝﾄﾞの関連会社､First Credit Investments SCAなどから1300億円で全株式を取

得する｡八木康行前住友信託銀行審査部長が社長に就任する｡ﾌｧｰｽﾄｸﾚｼﾞｯﾄは貸付金残高1063

億円､従業員220人｡中小企業や個人事業主相手の不動産担保ﾛｰﾝ専門会社で､専業として唯一の

全国営業展開を強みとする｡公的資金の完済と不良再建処理の完全終結による財務健全性を背

景に､事業領域の拡大を図る｡ﾌｧｰｽﾄｸﾚｼﾞｯﾄは､旧日本長期信用銀行系のﾉﾝﾊﾞﾝｸで､2001年に経

営破たんした｡2003年に会社更生計画が認可､ﾛｰﾝｽﾀｰが買収していた｡

100

日付 金額 出資比率

ﾛｰﾝｽﾀｰ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 大阪府 / 銀行 / 上場

▲当事者2   USA / 東京都 / その他金融 / 未上場など

130000百万円

2006/03/16USEN

学生援護会(ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ
投資先)

資本参加IN -OUT

USENは､米ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの投資先でｱﾙﾊﾞｲﾄ情報誌｢an｣発行の学生援護会(東京)に3月31日付

で資本参加する｡ｶｰﾗｲﾙの保有株式92.29%のうち40.1%を179億9900万円で取得する｡また､USENと

ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽは､ｶｰﾗｲﾙから8.9%を上限とする売買予約権を取得する｡USENは､6月までに宇野康秀

同社社長が保有するｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ株33.1%を取得する｡譲渡価格は今後決める｡学生援護会の売買

予約権も行使し､7月1日付でｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽと学生援護会を合併させる｡USENは､合併新会社の株式

38%を保有する筆頭株主となる｡ｶｰﾗｲﾙは18%を保有する｡人材紹介ﾋﾞｼﾞﾈｽ､ｱﾙﾊﾞｲﾄ求人紹介ﾋﾞｼﾞﾈ

ｽにおいて､紙･Web媒体に続くﾒﾃﾞｨｱとして無料動画配信ｻｰﾋﾞｽ｢GyaO｣を新たに活用する｡事業拡

大を目指す｡学生援護会は売上高432億700万円､従業員1739人｡2005年9月に､同社経営陣がｶｰﾗ

ｲﾙｸﾞﾙｰﾌﾟと共同でMBOにより独立した｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/07/07  ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽと学生援護会の合

併により､7月1日付の合併新会社への出資比率は､議決権ﾍﾞｰｽでUSEN17.45%､ｶｰﾗｲﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾊﾟ

ｰﾄﾅｰｽﾞ17.17%となり､それぞれ第2位､第3位株主となった｡

40.1

日付 金額 出資比率

ｶｰﾗｲﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / 上場（新興市場）

▲当事者2   USA / 東京都 / 出版･印刷 / 未上場など

17999百万円

2006/04/03長野計器

ｱｯｼｭｸﾛﾌﾄ

買収IN -OUT

長野計器は､圧力計ﾒｰｶｰの米ｱｯｼｭｸﾛﾌﾄ(ｺﾈﾃｨｶｯﾄ州)を5月30日付で買収する｡米投資組合の

KPS Special Situations Fundsなどから全株式を取得する｡金額は株式取得価格3300万ﾄﾞﾙと有利

子負債のﾘﾌｧｲﾅﾝｽ額2200万ﾄﾞﾙの計65億円(5500万ﾄﾞﾙ)｡同社は売上高約125億円､従業員約900

人｡ｱﾒﾘｶのほか､ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､ﾄﾞｲﾂなどに拠点をもつ｡海外生産､販売拠点を確保し､世界事業展開の実

現を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

KPS Special Situations 
Fund

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / 精密 / 上場

▲当事者2   USA /  / 精密 / 

6500百万円
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2006/04/07ﾃﾞｻﾞｲﾝｴｸｽﾁｪﾝｼﾞ(DEX)

Star Port Holdings 
Corp.(Beijing Lele Interactive 
Science and Technology Co., 
Ltd.持株会社)

買収IN -OUT

ﾃﾞｻﾞｲﾝｴｸｽﾁｪﾝｼﾞ(DEX)は､中国のﾓﾊﾞｲﾙｺﾝﾃﾝﾂﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ､Beijing Lele Interactive Science and 

Technology Co., Ltd.の持株会社で英ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島のStar Port Holdings Corp.を4月30日付で買収

する｡同国の投資会社､Rising Success Investments Holdingsから全株式を取得する｡金額は､Lele

の2005年度､2006年度の業績に連動したｱｰﾝ･ｱｳﾄ方式で決定する｡Leleの2006年度の純利益が

2005年度と同額の約4億5000万円だった場合､総額約24億6400万円の対価を支払う予定｡ただし､

06年､07年度中の4回の分割払いとする｡Leleは80万人以上の会員数をもち､6500以上のｱﾌｨﾘｴｲﾄ･

ｻｲﾄを活用したﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦略により､中国の携帯電話付加価値ｻｰﾋﾞｽ市場において第2位のｱｸｾ

ｽ数を誇る｡ﾓﾊﾞｲﾙ事業確立により業績回復と拡大を図る｡★ﾃﾞｰﾀ追加･修正 2006/09/25  DEXは､

Leleの買収価額を約14億3700万円に引き下げると発表した｡DEXは､3月の米BBMFｸﾞﾙｰﾌﾟとの資

本業務提携に基づき､Leleなどの子会社化を決定したが､同提携が解消となったため､中国でのﾓﾊﾞ

ｲﾙｺﾝﾃﾝﾂ事業継続について検討していた｡公表金額を14億3700万円に修正｡

100

日付 金額 出資比率

Rising Success 
Investments Holdings

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 上場（新興市場）

▲当事者2   GBR /  / ｿﾌﾄ･情報 / 

1437百万円

2006/04/11日興ﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ(日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙｸﾞﾙ
ｰﾌﾟ英子会社)

ｶﾎﾞｯﾄ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ

買収IN -OUT

日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙｸﾞﾙｰﾌﾟで投資事業の英日興ﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂは､個人向け債権買い取り会社の

英ｶﾎﾞｯﾄ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙを買収する｡投資ﾌｧﾝﾄﾞのﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｴｸｲﾃｨから約550億円(2億7500

万ﾎﾟﾝﾄﾞ)で70%弱の株式を取得する｡取締役2人を派遣する｡ｶﾎﾞｯﾄの現経営陣は引き続き経営を主

導する｡同社は､銀行や信販会社から焦げ付いた債権を買い取り､回収する金融専門会社｡企業価

値を高め､投資回収を目指す｡自己資金を使った投資事業の一環｡

70弱

日付 金額 出資比率

ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｴ
ｸｲﾃｨ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN /  / その他金融 / 海外法人

▲当事者2   GBR /  / その他金融 / 

55000百万円

2006/08/22ｽﾀｰﾂｱﾒﾆﾃｨｰ(ｽﾀｰﾂｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ子会社)

ﾌﾞﾘｯｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(ﾋﾞﾙｺﾑ
持株会社､ﾌﾞﾘｯｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ･ｲﾝﾀ
ｰﾅｼｮﾅﾙ投資先)

買収IN -OUT

ｽﾀｰﾂｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝは､子会社で不動産管理のｽﾀｰﾂｱﾒﾆﾃｨｰ(東京)を通じて､米ﾌﾞﾘｯｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ･ｲﾝﾀｰﾅ

ｼｮﾅﾙ(ｲﾘﾉｲ州)の投資先で総合ﾋﾞﾙ管理ｻｰﾋﾞｽのﾋﾞﾙｺﾑ(同)の持株会社､ﾌﾞﾘｯｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(同)を

8月7日付で買収した｡ﾌﾞﾘｯｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙから41億5000万円で全株式を取得した｡ﾋﾞﾙｺﾑは

売上高38億8400万円､従業員493人｡都内を中心に約700棟を管理し､傘下にｺﾏﾂ関連施設の総合ﾋ

ﾞﾙ管理ｻｰﾋﾞｽ､千代田管財(同)とｱｸｾｽｺﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑ開発のｱｰﾊﾞﾝｺﾝﾄﾛｰﾙｽﾞ(同)をもつ｡総合ﾋﾞﾙ管

理事業の拡大を図る｡

100

日付 金額 出資比率

ﾌﾞﾘｯｼﾞﾎﾟｲﾝﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮ
ﾅﾙ

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

▲当事者2   USA / 東京都 / 不動産･ﾎﾃﾙ / 未上場など

4150百万円

2006/12/01ｱｺｰﾃﾞｨｱ･ｺﾞﾙﾌ

神戸ﾛｲﾔﾙﾊﾟｲﾝｽﾞｺﾞﾙﾌ倶楽部
(Perseus Financial, LLCなど
投資先)

買収IN -OUT

ｱｺｰﾃﾞｨｱ･ｺﾞﾙﾌは､米Perseus Financial, LLCなどの投資先でｺﾞﾙﾌ場経営の神戸ﾛｲﾔﾙﾊﾟｲﾝｽﾞｺﾞﾙﾌ

倶楽部(大阪市)を12月1日付で買収する｡Perseusなどから5800万円で全株式を取得する｡神戸ﾛｲﾔ

ﾙﾊﾟｲﾝｽﾞｺﾞﾙﾌ倶楽部は売上高5億3600万円､従業員16人｡ｱｺｰﾃﾞｨｱは､ｸﾞﾙｰﾌﾟで運営ｺｰｽ数増加を

進めている｡ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄの追求や運営管理の効率化で収益向上を図る｡(発表は11月30日)

100

日付 金額 出資比率

Perseus Financial, LLC

 ▼株取得先

▼当事者1  JPN / 東京都 / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 上場

▲当事者2   USA / 大阪府 / ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ / 未上場など

58百万円
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OUT-IN　全国ﾌﾞﾛｯｸ別シ ェア の推移
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中国･四国

九州･沖縄

海外法人

（６）  全国ブロック別 

ＯＵＴ－ＩＮ件数を全国ブロック別で見ると、２０００年までは、関東・甲信越を中心に、各ブロ

ックとも増加傾向にあったが、日本経済が低迷する０１年、０２年には、関東・甲信越を中心に、

件数が減少した。その後０３年、０４年と回復傾向を示したが、０４年をピークに、再び件数が減

少している。構成比で見ると、東京を中心とした関東・甲信越に案件が集中しているものの、９

６年の８２．８％をピークに、徐々にその比率は低下傾向にあり、０５年には４８．６％まで低下し

た。０６年も関東・甲信越の比率は６０％を下回り、Ｍ＆Ａが着実に地方に広がりを見せている。

０４年から０６年を見ると、米投資会社のカーライル・グループの塩野義製薬の子会社、シオノ

ギクオリカプス（奈良県大和郡山市）の買収、米モルガン・スタンレー・グループの都築紡績(名

古屋市)グループの買収、あるいは、台湾の世界最大の半導体組立専業メーカー､日月光半

導体製造(ＡＳＥ)グループがＮＥＣ山形(山形県鶴岡市)が会社分割で新設したＡＳＥジャパン

(山形県高畠町)を買収した事例などがあった｡ 

OUT-IN　全国ﾌﾞﾛｯｸ別件数一覧

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

北海道･東北 0 1 2 1 1 4 2 1 3 5 3 4

関東･甲信越 26 24 39 59 90 114 103 79 91 126 87 102

北陸･中部 1 1 2 4 3 5 3 7 8 5 12 9

近畿 5 2 6 7 10 16 16 13 19 30 41 17

中国･四国 0 1 0 0 3 1 1 3 1 3 5 0

九州･沖縄 0 0 1 1 2 4 3 3 4 5 1 5

海外法人 1 0 3 13 20 31 31 25 32 32 30 34

合計 33 29 53 85 129 175 159 131 158 206 179 171  

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

北海道･東北 0.0% 3.4% 3.8% 1.2% 0.8% 2.3% 1.3% 0.8% 1.9% 2.4% 1.7% 2.3%

関東･甲信越 78.8% 82.8% 73.6% 69.4% 69.8% 65.1% 64.8% 60.3% 57.6% 61.2% 48.6% 59.6%

北陸･中部 3.0% 3.4% 3.8% 4.7% 2.3% 2.9% 1.9% 5.3% 5.1% 2.4% 6.7% 5.3%

近畿 15.2% 6.9% 11.3% 8.2% 7.8% 9.1% 10.1% 9.9% 12.0% 14.6% 22.9% 9.9%

中国･四国 0.0% 3.4% 0.0% 0.0% 2.3% 0.6% 0.6% 2.3% 0.6% 1.5% 2.8% 0.0%

九州･沖縄 0.0% 0.0% 1.9% 1.2% 1.6% 2.3% 1.9% 2.3% 2.5% 2.4% 0.6% 2.9%

海外法人 3.0% 0.0% 5.7% 15.3% 15.5% 17.7% 19.5% 19.1% 20.3% 15.5% 16.8% 19.9%  

 

OUT-IN　全国ﾌﾞﾛｯｸ別件数の推移
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（７）  地域・国別 

ＯＵＴ－ＩＮ件数を対日投資企業の地域別件数シェアでみると、北米のシェアは、２０００年

の６０．０％をピークに、IT バブルの崩壊､９･１１事件などの影響から急減し､０１年以降は４０％

台で推移している。１９９７～８年の通貨危機に見舞われたアジアのシェアは、２０００年には１２．

０％であったが、以後年々上昇し、２００６年には２５．７％と、全体の４分の 1 を占めるに至った。

０４年から０６年をみると、北米は、０４年４８．１％、０５年４５．８％、０６年４８.０％。欧州は、０４

年２７．７％、０５年２７．９％、０６年２4．６％。アジアは、０４年２０．４％、０５年２１．２％、０６年２５．

７％。オセアニアは、０４年２．４％、０５年３．９％、０６年０．０％。その他が、０４年１．５％、０５年

１．１％、０６年１．８％で、この３年間はほぼ同じ割合で推移しているが、０６年に、アジアが欧

州を抜いて北米に次ぐ、第２位のシェアを獲得した点が注目される。 

ＯＵＴ-ＩＮ　地域別件数シェアの推移
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２００６年の国別の上位５カ国は、アメリカ８２件、イギリス１９件、中国（香港を含む）１６件、韓国、

台湾が各９件の順。 

ＯＵＴ-ＩＮ　上位5カ国　国別件数の推移
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OUT- IN　 業 種別 件数 表　 当事 者 2 （ 日 本企 業）
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（８）   業種別 

ＯＵＴ－ＩＮを業種別（大分類）でみると、２００５年の当事者１（外国企業）は、金融が最も多く

１０６件、次いで製造業３８件、非製造業２３件、商業１２件の順で、金融が全体の５９．２％を占

めた。０６年の当事者１（外国企業）は、金融が７９件、次いで製造業 4５件、非製造業３４件、商

業１３件の順で、順位に変動はないが、金融の件数が落ち込み、比率も全体の４６．２％と、０３

年以来、３年ぶりに５０％を下回った。業種別中分類では、０５年は、その他金融８０件、証券２

５件、電機１１件、サービス９件、その他販売卸７件の順。０６年は、その他金融７１件、電機１７

件、不動産・ホテル１４件、その他販売・卸、サービス各９件となり、証券が前年の２５件から８件

と件数を減らし、不動産・ホテルの件数が前年の６件から１４件と大幅に増加した。 

当事者２（日本企業）を見ると、２００５年は、製造業８９件、非製造業４２件、商業３６件、金融

１２件だった。０６年は、製造業６９件、非製造業７１件、商業２３件、金融８件と、製造業の件数

の落ち込みと、非製造業の件数の増加により、非製造業が初めて製造業を上回った。業種別

中分類では、０５年は、電機２６件、ソフト・情報１５件、その他小売１３件、その他販売・卸、不

動産・ホテル各１０件の順。０６年は、不動産・ホテル、ソフト・情報が各２２件、電機、サービス

が各１６件、その他販売・卸が１２件の順で、不動産・ホテルが０５年と比べて、大幅に件数を増

やした。 

製造業 商業 金融 非製造業 計 製造業 商業 金融 非製造業 計
2000年 83 5 38 49 175 71 17 21 66 175
2001年 72 10 37 40 159 72 20 15 52 159
2002年 71 4 32 24 131 71 14 19 27 131
2003年 51 9 78 20 158 68 21 19 50 158
2004年 38 14 114 40 206 83 32 13 78 206
2005年 38 12 106 23 179 89 36 12 42 179
2006年 45 13 79 34 171 69 23 8 71 171

当事者１（外国企業） 当事者2（日本企業）

 

OUT- IN　 業種別件数表　当事者１（外国企業）

0

20

40

60

80

100

120

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

件

製造業

商業

金融

非製造業

 



 55

OUT-IN　地域別業種別グラフ（アジア）
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対日投資企業の地域ごとに業種別（大分類）でみると、北米では、２００５年の８２件中、金融

が最も多く６０件。次いで非製造業１１件、製造業１０件、商業１件で、投資ファンドなどの金融

が全体の７３．１％を占めた。欧州も５０件中２７件、アジアでも３８件中１７件が金融で、製造業、

非製造業を抜いて、それぞれ件数第１位の業種となった。 

２００６年は、北米、欧州、アジアとも、０５年に比べ、製造業、非製造業の件数が堅調であっ

たのに比べ、金融は、軒並み減少となった。特に､アジアでは、製造業が０５年の１０件から１７

件の大幅増となり、再び件数第１位となった。 

ＯＵＴ-ＩＮ　地域別業種別件数表
地域 年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 計

製造業 38                   34                   30                   17                   11                   10                   11                   151                 

商業 1                     5                     2                     2                     2                     1                     4                     17                   

金融 34                   23                   23                   50                   70                   60                   49                   309                 

非製造業 32                   16                   8                     8                     16                   11                   18                   109                 

計 105                 78                   63                   77                   99                   82                   82                   504                 

製造業 33                   25                   25                   20                   12                   14                   15                   144                 

商業 3                     2                     1                     3                     8                     4                     3                     24                   

金融 3                     10                   7                     16                   30                   27                   18                   111                 

非製造業 6                     15                   5                     3                     7                     5                     6                     47                   

計 45                   52                   38                   42                   57                   50                   42                   326                 

製造業 11                   12                   12                   11                   12                   10                   17                   85                   

商業 1                     2                     1                     4                     4                     7                     6                     25                   

金融 1                     3                     2                     9                     12                   17                   11                   55                   

非製造業 8                     7                     8                     8                     14                   4                     10                   59                   

計 21                   24                   23                   32                   42                   38                   44                   224                 

製造業 1                     1                     4                     2                     1                     2                     -                     11                   

商業 -                     1                     -                     -                     -                     -                     -                     1                     

金融 -                     -                     -                     2                     1                     2                     -                     5                     

非製造業 1                     1                     1                     1                     3                     3                     -                     10                   

計 2                     3                     5                     5                     5                     7                     -                     27                   

北米

欧州

アジア

オセアニア

 

OUT-IN　地域別業種別グラフ（北米）
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OUT-IN　地域業種別件数グラフ（欧州）
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（９）事例研究  

ボルボによる日産ディーゼル工業買収の流れ 

 東証１部上場で、トラック、バス、ディーゼルエンジン製造、販売の日産ディーゼル工業（以

下、日産ディーゼル）は、需要低迷により９０年代後半から経営危機に陥った。 

１９９８年５月、独ダイムラー・ベンツと日産自動車（以下、日産）との提携交渉の結果、ダイム

ラーが日産ディーゼルの過半数の株式を取得することに合意した｡しかし、独ダイムラーと米ク

ライスラーの統合により、独ダイムラー・クライスラーが誕生するという変化もあり､また、日産お

よびグループﾟ会社の多額の負債とリストラが進まないことが障害となって､１９９９年３月、同社

は日産グループへの出資交渉を断念した。このため、日産ディーゼルの過半数株式取得の合

意もあわせて解消されることとなった。 

これと併行して行われていた､ルノーと日産との提携交渉が、同じ１９９９年３月に成立。ルノ

ーは、日産との資本提携（３６．８％の出資）にあわせて、日産ディーゼルにも２２．５％の出資

を行うこととなった。ルノーは、日産に次いで第 2 位の大株主になり、ルノーの指揮下でリストラ

が進められることになった。 

２００３年にみずほコーポレート銀行（東京）や日産などが、１０６０億円の債務の株式化（ＤＥ

Ｓ）を実施（銀行団９００億円は優先株、日産１６０億円は普通株）。また、日産と並んで筆頭株

主だった仏ルノーによる一部減資により､日産が単独筆頭株主となった。日産ディーゼルは、

これらの金融支援により財務体質を改善し、提携先の中国自動車大手、東風汽車との協力を

拡大、大型トラックの共同開発などによる再建を図ることとなった。 

その後、筆頭株主の日産は、乗用車事業への経営資源の集中化を打ち出し、２００６年３月

に、スウェーデンのトラック大手ボルボに、日産ディーゼル株式約１９％のうち、１３％を約２２８

億円で譲渡した。また、残り６％を今後 4 年以内に追加取得できるオプションも取得した｡役員

1 人を派遣するものの、社名やブランド名は変更しないこととされた｡日本や中国などアジア市

場への足掛かりを確保し、トラック事業で世界展開を加速し、また、世界的な排出ガス規制の

強化にともなって環境対策を打ち出す必要に迫られていたボルボは、独自の環境技術を持つ

日産ディーゼル（トラック日本国内第４位）との資本提携による関係強化を図った。 

なお、日産に約４４%出資する仏ルノーは､ボルボ株式２０%を既に保有しており、ボルボは､

ルノーからトラック部門を２００１年に譲り受けている｡この結果､ボルボは日産とルノーの両トラッ

ク部門を傘下に収めることとなった｡また、日産とボルボは､日産の中国合弁会社で､日産ディ

ーゼルの提携先である東風汽車の商用車事業で協力するなど、日本や中国などアジア市場

への足がかりを確保する｡トラック事業で世界展開を加速する｡ 

０６年９月には、ボルボは、総額約６７０億円で、日産が保有する約６％の株式とみずほコー

ポレート銀行などが保有する全優先株を取得して、全ての優先株が普通株に転換できる２０１

４年４月には、株式の４７．４％を取得することとなった。日産自動車は、日産ディーゼル株式

全てを手放し、同社との５０年余りに及ぶ資本関係を解消した。 

 さらにボルボは､２００７年２月に、日産ディーゼルを完全子会社化するためにＴＯＢを行なっ

た。ＴOB 成立後､日産ディーゼルを上場廃止とする｡ボルボは､日産ディーゼルをアジア事業

の中核企業と位置付け、引き続き､日産ディーゼル､UD の商標で販売を継続する｡世界的に

環境規制が強化されるなか､エンジン開発や投資を機動的に進め、グループでの世界シェア

拡大を目指す。 
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みずほコーポレート銀行など
（デット・エクイティ・スワップ）
1060億円
日産自動車も160億円のDESにより、筆頭株主となる

ボルボ　（13％）
（日産自動車より13％を取得）
228億円

ボルボ　（47.4％）
（日産自動車より6％を取得）
（みずほコーポレート銀行より全優先株を取得）
670億円

ボルボ　（100％へ）
（ＴＯＢにより完全子会社化へ）
1350億円

出資拡大

買収

日産ディーゼル工業
資本参加

日産ディーゼル工業
出資拡大

日産ディーゼル工業

2006年9月

2006年3月21日

2007年3月

日産ディーゼル工業2003年9月1日
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３．対外国企業日本法人へのＭ＆Ａ投資動向 

（1）国別 

対外国企業日本法人へのＭ＆Ａ投資は、２００４年２２件、２００５年２７件、２００６年３６件、計

８５件あった。中には、生命保険会社同士の大型買収案件などもあるが、日本を舞台にした外

国企業同士のＭ＆Ａ件数は、それほど多くはない。国別では、米国企業同士が８５件中、４４

件で、半数以上を占めた。特に０６年は、０５年の６件から、２６件と、件数を大幅に伸ばした。 

対外国企業日本法人へのＭ＆Ａ投資は、外国親会社同士の合併や買収に伴う拠点再編

の場合に起こりやすい。０５年の代表的事例としては､中国聨想集団（レノボグループ）による

米 IBM のパソコン事業買収に伴うもので、日本 IBM（東京）がパソコン事業を分離して設立した

新会社を買収した事例があげられる。０６年では､企業間電子商取引大手の米ＧＳＸの日本法

人、ＧＳＸ（東京）は、電子データ交換の米Ｇインターナショナルの日本法人、Ｇインターナショ

ナル（同）と合併した。顧客数１５００社以上の国内最大手の企業間電子商取引ソリューション・

プロバイダーとなった。G インターナショナルは、ＧＳＸの主要株主、フランシスコ・パートナーズ

がＩＢＭの旧ＥＤＩ・ＢＥＳ事業部門などを買収し設立した。フランシスコは、両社を合併する意向

を表明していた。 

対外国企業（日本法人）へのM&A　国別件数表

当事者1国籍
（外国企業日本法人）

当事者2国籍
（外国企業日本法人）

2004年 2005年 2006年 計

ｱﾒﾘｶ合衆国 12 6 26 44

ｲｷﾞﾘｽ 1 0 0 1

ﾌﾗﾝｽ 1 0 0 1

ﾄﾞｲﾂ 1 0 0 1

中国（香港） 1 0 0 1

ｲｽﾗｴﾙ 0 1 0 1

ﾄﾞｲﾂ ﾄﾞｲﾂ 1 3 3 7

ｱﾒﾘｶ合衆国 0 0 1 1

ﾌﾗﾝｽ 1 2 1 4

ｽﾍﾟｲﾝ 1 0 0 1

ﾄﾞｲﾂ 0 1 0 1

ｽｲｽ 0 0 1 1

ｱﾒﾘｶ合衆国 0 1 0 1

ｲｷﾞﾘｽ 0 2 1 3

ｵﾗﾝﾀﾞ 0 0 1 1

ｽｲｽ ｽｲｽ 1 4 0 5

ｲﾀﾘｱ ｲﾀﾘｱ 0 2 0 2

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 1 0 0 1

ｵﾗﾝﾀﾞ ｵﾗﾝﾀﾞ 0 2 1 3

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 0 0 1 1

中国 ｱﾒﾘｶ合衆国 0 1 0 1

中国（香港） ｲｷﾞﾘｽ 0 1 0 1

韓国 韓国 1 0 0 1

ｲﾝﾄﾞ ｲﾝﾄﾞ 0 1 0 1

22 27 36 85

ｱﾒﾘｶ合衆国

ﾌﾗﾝｽ

ｲｷﾞﾘｽ

合   計
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（２）形態別 

形態別では合併が４８件で、全体の５６％を占める。また、経営権や事業が移動する合併､

買収､事業譲渡の形態がほとんどで､資本参加や出資拡大はほとんどない。０4 年～０６年の年

別で見ると、合併のシェアは年々減少しており、０６年には 5２.８％にまで低下した。案件として

は、海外での親会社同士のＭ＆Ａなどにより、日本法人同士を統合するケースなどが見受け

られる。 

独バイエルの日本法人、バイエル（東京）傘下で医薬品開発、輸入、製造、販売のバイエル

薬品（大阪市）は、バイエルの独シエーリング買収に伴い、シエーリングの日本法人、日本シ

エーリング（同）と 2００７年７月をめどに合併する。売上高約１６００億円程度、ＭＲ数１３００人に

拡大する。 

買収は、０４年～０６年の間、毎年２、３件で推移し、シェアも１０％前後となっている。 

独の医薬品製造受託会社、ハウプトファーマは、独系のベ－リンガーインゲルハイム製薬

（山形県東根市）が注射剤製造の取手工場に関する事業を会社分割により設立した取手ファ

ーマ（茨城県取手市）を買収した。ベーリンガーインゲルハイム製薬は、エスエス製薬の親会

社である日本ベーリンガーインゲルハイム（日本ＢＩ、兵庫県川西市）の全額出資子会社。売上

高に占める注射剤の割合が低下したため、分離して資産効率を高める。 

事業譲渡（営業譲渡）は、０４年以降、毎年件数が増加しており、シェアも３０％を越えた。 

 英インターテクは、蘭アクゾノーベルの日本法人、アクゾノーベル（東京）からＥＭＣ事業部を

譲り受けた。金額は約１８億１０００万円（１３００万ユーロ）。川崎市の試験ラボ設備とＥＭＣ事業

部の試験サイトを統合する。 

対外国企業日本法人へのＭ＆Ａ 形態別内訳 

  合併 買収 
事業譲渡 

(営業譲渡) 
資本参加 出資拡大 計 

2004 年 14 2 5 1 0 22

2005 年 15 3 8 1 0 27

2006 年 19 3 14 0 0 36

計 48 8 27 2 0 85

対外国企業日本法人へのＭ＆Ａ　形態別シェア

63.6%
55.6% 52.8%

9.1%

11.1%
8.3%

22.7% 29.6% 38.9%

4.5% 3.7% 0.0%

0%

50%

100%

2004年 2005年 2006年

合併 買収 事業譲渡
(営業譲渡)

資本参加 出資拡大

 

 



Ｍ＆Ａ投資（対外国企業日本法人） (2006年　主な事例　5件）

2006/02/28ｲﾝﾀｰﾃｸ

ｱｸｿﾞﾉｰﾍﾞﾙ(ｱｸｿﾞﾉｰﾍﾞﾙ:日本
法人)

営業譲渡

英ｲﾝﾀｰﾃｸは､蘭ｱｸｿﾞﾉｰﾍﾞﾙの日本法人､ｱｸﾞｿﾞﾉｰﾍﾞﾙ(東京)からEMC事業部を譲り受けた｡金額は約

18億1000万円(1300万ﾕｰﾛ)｡川崎市の試験ﾗﾎﾞ設備とEMC事業部の試験ｻｲﾄを統合する｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GBR / GBR / 化学

▲当事者2   HOL / 東京都 / 化学

1810百万円

2006/03/31ｷｭﾉ

住友ｽﾘｰｴﾑ(3M子会社)

営業譲渡

液体ﾌｨﾙﾀｰ製造の米ｷｭﾉの日本法人で販売のｷｭﾉ(横浜市)は､米3Mの子会社､住友ｽﾘｰｴﾑ(東京)か

ら液体ﾌｨﾙﾀｰ販売事業を譲り受ける｡3Mが米ｷｭﾉを買収したことによる｡日本国内での同事業をｷｭﾉに

集約し､3M製品の拡販を図る｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  USA / 神奈川 / その他販売･卸

▲当事者2   USA / 東京都 / 化学

2006/10/12ﾊｳﾌﾟﾄﾌｧｰﾏ

取手ﾌｧｰﾏ[ﾍﾞｰﾘﾝｶﾞｰｲﾝｹﾞﾙﾊ
ｲﾑ製薬]

買収

独の医薬品製造受託会社､ﾊｳﾌﾟﾄﾌｧｰﾏは､独系のﾍﾞｰﾘﾝｶﾞｰｲﾝｹﾞﾙﾊｲﾑ製薬(山形県東根市)が注射剤

製造の取手工場に関する事業を会社分割により2007年1月4日付で設立する取手ﾌｧｰﾏ(茨城県取手

市)を同年1月15日付で買収する｡全株式を取得する｡従業員約30人は引き継ぐ｡ﾍﾞｰﾘﾝｶﾞｰｲﾝｹﾞﾙﾊｲﾑ

製薬は､ｴｽｴｽ製薬の親会社である日本ﾍﾞｰﾘﾝｶﾞｰｲﾝｹﾞﾙﾊｲﾑ(日本BI､兵庫県川西市)の全額出資子

会社｡売上高に占める注射剤の割合が低下したため､分離して資産効率を高める｡ﾊｳﾌﾟﾄﾌｧｰﾏが日本

に拠点を設けるのは初めて｡取手ﾌｧｰﾏは､今後も日本BIへの注射剤供給を継続する｡

100

日付 金額 出資比率

ﾍﾞｰﾘﾝｶﾞｰｲﾝｹﾞﾙﾊｲﾑ製
薬

 ▼株取得先

▼当事者1  GER / GER / 医薬品

▲当事者2   GER / 茨城県 / 医薬品

(会社分割　新設分割)

2006/12/08ｱｸｻｼﾞｬﾊﾟﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ(ｱｸｻ生命保険持株会
社)

ｳｲﾝﾀｰﾄｳﾙ･ｽｲｽ生命保険(ｳ
ｨﾝﾀｰﾄｳﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ)

買収

仏ｱｸｻ(AXA)ｸﾞﾙｰﾌﾟでｱｸｻ生命保険(東京)を傘下にもつ持株会社､ｱｸｻｼﾞｬﾊﾟﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ(同)は､ｸﾚﾃﾞ

ｨ･ｽｲｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの生命保険部門､ｳｲﾝﾀｰﾄｳﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟのｳｲﾝﾀｰﾄｳﾙ･ｽｲｽ生命保険(同)を2007年3月31

日までに買収する｡6月に合意されたAXAによるｳｲﾝﾀｰﾄｳﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ買収に伴う措置｡完全子会社化す

る｡同社は社名を｢ｱｸｻﾌｨﾅﾝｼｬﾙ生命保険｣に変更する｡日本での生命保険事業を拡大する｡総資産で

約5兆2000億円となる｡

100

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  FRA / 東京都 / 生保･損保

▲当事者2   SUI / 東京都 / 生保･損保

2006/12/25ﾊﾞｲｴﾙ薬品[ﾊﾞｲｴﾙ]

日本ｼｴｰﾘﾝｸﾞ(ｼｴｰﾘﾝｸﾞ日本
法人)

合併

独ﾊﾞｲｴﾙの日本法人､ﾊﾞｲｴﾙ(東京)傘下で医薬品開発､輸入､製造､販売のﾊﾞｲｴﾙ薬品(大阪市)は､独ｼ

ｴｰﾘﾝｸﾞの日本法人､日本ｼｴｰﾘﾝｸﾞ(同)と2007年7月をめどに合併する｡売上高約1600億円程度､MR数

1300人に拡大する｡ﾊﾞｲｴﾙのｼｴｰﾘﾝｸﾞ買収に伴うもの｡

日付 金額 出資比率

 ▼株取得先

▼当事者1  GER / 大阪府 / 医薬品

▲当事者2   GER / 大阪府 / 医薬品

60
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４．グリーンフィールド投資動向 

（１） 形態別 

 グリーンフィールド投資件数は２００４年４６件、２００５年６８件、２００６年６０件、計１７４件あっ

た。うち、単独法人設立が最も多く１０１件で、全体の５８．０％を占める。次いで、合弁法人設

立４７件で、この２形態で全体の８５％を占める。その他、子会社設立 8 件などとなっている。 

０４年～０６年の年別のシェアを見ると、04 年の７３．９％から０５年には５０．０％にまで落ち込

んだ単独法人設立のシェアが０６年には５５．０％と再び上昇した。合弁法人設立の０６年のシ

ェアは２５.０％で、０５年の３０．９％に比べ５.９ポイントの減少となった。 

2004年～2006年　グリーンフィールド投資件数内訳

年月
形態

単独法人設立 合弁法人設立 子会社設立 株式追加取得 不明・その他 計

34                   11                    1                   -                            -                              46                  

34                   21                    4                   1                  8                    68                  

33                   15                    3                   -                  9                    60                  

101                  47                    8                   1                  17                  174                合計

2005年

2006年

2004年

 

・ 単独法人設立 

単独法人設立１０1 件のうち、資本金で最も高額は、中国の育毛剤メーカー、北京章光１０１

集団（北京市）の約５億１０００万円（５００万ドル）。生産会社を設立し、古い化粧品工場を利用

し、育毛剤「１０１」シリーズを生産・販売する。 

単独法人設立では、販売、営業支援目的が大多数を占めている。オランダの人材派遣会

社で、アデコ､マンパワーに次ぐ世界３位のランスタッドは､２００６年９月に全額出資の日本法

人｢ランスタッド・ジャパン｣(東京)を設立した｡資本金は５０００万円｡本格的に日本市場開拓に

乗り出す｡まずは金融分野に特化した事業を展開し､２００９年売上高５００億円を目指す｡２００

７年に都内に拠点を２、３カ所置き､簿記や会計､日本版 SOX 法に対応できる人材を派遣する｡ 

韓国の化粧品メーカー､ABLE C&C は､２００６年 1 月２０日付で全額出資の日本法人｢ミシャ

ジャパン｣(東京)を設立した｡資本金は８０００万円｡日本でミシャブランドを展開する｡３年間で

FC 店を中心に１００店を出店し､年商１００億円を目指す｡ 

単独設立事例

発表日 外国企業 業種 国籍 日本法人
 資本金

（百万円）
新会社

都道府県名
事業内容

2005/1/5 北京章光101集団 化学 CHN        510 新潟県 育毛剤生産

2006/9/28 華為技術 電機 CHN 華為技術日本        450 東京都 情報通信機器の販売

2006/8/27 ﾘｸｲﾄﾞﾈｯﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ ｿﾌﾄ･情報 USA ﾘｸｲﾄﾞﾈｯﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ（ﾘｸｲﾄﾞﾈｯﾄ証券）        450 東京都 証券会社設立業準備

2005/11/4 ｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸ 化学 KOR ｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ        300 東京都 化粧品販売

2006/3/8 ﾊﾞﾝｸ･ｵﾌﾞ･ﾆｭｰﾖｰｸ(BONY) 銀行 USA ﾊﾞﾝｸｵﾌﾞﾆｭｰﾖｰｸ証券        250 東京都 証券業

2004/8/24 ﾃﾞｭﾎﾟﾝ　ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ 化学 USA ﾃﾞｭﾎﾟﾝ　ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ(DAﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ)        166 神奈川県 ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ用との研磨剤(GMP）ｽﾘﾗｰ事業

2005/6/17 AVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 電機 CHN(HON) AVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰｼﾞｬﾊﾟﾝ        150 東京都 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｵｰﾃﾞｨｵ製品販売

2005/1/27 ｼｰﾒﾝｽ 電機 GER ｼｰﾒﾝｽﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ        100 東京都 医療機器などのﾘｰｽ

2005/6/7 ｱﾊﾞｰｸﾛﾝﾋﾞｰ･ｱﾝﾄﾞ･ﾌｨｯﾁ 繊維 USA ANF        100 神奈川県 ｶｼﾞｭｱﾙ衣料販売

2006/7/24 ｱｸﾄｲﾏｼﾞﾝ ｿﾌﾄ･情報 FRA ｱｸﾄｲﾏｼﾞﾝ        100 東京都 顧客開拓

2006/6/27 ABLE C&C 化学 KOR ﾐｼｬｼﾞｬﾊﾟﾝ          80 東京都 化粧品販売

2004/5/10 北京用友軟件工程有限公司 ｿﾌﾄ･情報 CHN 日本用友ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ          50 東京都 ｿﾌﾄ開発

2005/5/23 SWｿﾌﾄ ｿﾌﾄ･情報 USA SWｿﾌﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ          50 東京都 ｻｰﾊﾞｰ管理ｿﾌﾄ

2006/11/28 ﾗﾝｽﾀｯﾄﾞ ｻｰﾋﾞｽ HOL ﾗﾝｽﾀｯﾄﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ          50 東京都 人材派遣

2006/7/6 ﾌﾞﾙｰﾘｯｼﾞ･ﾆｭｰﾒﾘｯｸｽ ｿﾌﾄ･情報 USA CFdesignｼﾞｬﾊﾟﾝ          40 東京都
設計エンジニア向け熱流体解析ソフトウェア
「CFdesign」の販売活動

2006/3/14 ｴﾀﾞｯｸｸﾞﾙｰﾌﾟ ｻｰﾋﾞｽ GER EDAG JAPAN          35 福岡県 自動車設計･開発

2005/9/21 ｿｳﾙ半導体 電機 KOR ｼﾞｬﾊﾟﾝｿｳﾙ半導体          30 東京都 液晶ﾃﾚﾋﾞ用ﾊﾞｯｸﾗｲﾄ営業

2006/1/25 ﾊﾝｽﾞ･ﾀｰｸ 機械 GER ﾀｰｸ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(TURCK Japan)          30 東京都 ﾊﾟｰﾄﾅｰ会社に対する営業支援活動

2006/4/21 ﾎﾞﾝﾎﾟﾜﾝ 繊維 FRA ﾎﾞﾝﾎﾟﾜﾝｼﾞｬﾎﾟﾝ          30 東京都 高級子供服直営店展開

2006/10/25 清華同方 ｿﾌﾄ･情報 CHN 日本清華同方ｿﾌﾄｳｪｱ          30 神奈川県 ｿﾌﾄｳｴｱ受託開発

2005/9/8 ｲｰﾗｲﾄﾞ 電機 USA ｲｰﾗｲﾄﾞｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ          20 東京都 GPSﾁｯﾌﾟ販売強化､共同開発

2004/3/3 ﾊﾝｽｸﾞﾛｰｴ
非鉄･金属製

品
GER ﾊﾝｽｸﾞﾛｰｴｼﾞｬﾊﾟﾝ          15 東京都 高級水栓金具

2004/11/8 ｺﾘｱｾﾝﾀｰﾄﾞｯﾄｺﾑ ｿﾌﾄ･情報 KOR ﾒｲｸｼｮｯﾌﾟ          15 東京都 電子商取引ｻｲﾄ構築  



単独設立事例　

2005/01/05北京章光101集団

日本法人

中国の育毛剤ﾒｰｶｰ､北京章光101集団(北京市)は､新潟市に約5億1000万円（500万ﾄﾞﾙ）を出資し､

生産会社を設立する｡古い化粧品工場を利用し､約500人を採用､育毛剤「101」ｼﾘｰｽﾞを生産･販売

する｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/01/30 2005年5月11日付で株式会社を設立した｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  CHN / CHN / 化学 / 

▲当事者2    /  /  / 

510百万円

2006/08/27ﾘｸｲﾄﾞﾈｯﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

日本法人

証券会社の米ﾘｸｲﾄﾞﾈｯﾄを傘下に持つ米ﾘｸｲﾄﾞﾈｯﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽは､2006年4月13日付で日本法人「ﾘ

ｸｲﾄﾞﾈｯﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を設立した。ﾘｸｲﾄﾞﾈｯﾄは､機関投資家向けに取引所外で株式の大口取引

を付け合わせる業務で世界最大手｡日本で証券業を開始するための準備会社を設立する。資本金

は準備金2億円を合わせて4億5000万円｡2007年3月中に証券業登録が認可される予定｡認可後､ﾘ

ｸｲﾄﾞﾈｯﾄｼﾞｬﾊﾟﾝは社名を「ﾘｸｲﾄﾞﾈｯﾄ証券」（仮称）に変更する｡資本金も増資する予定｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

450百万円

2006/09/28華為技術

日本法人

中国の大手通信機器ﾒｰｶｰ､華為技術は､2005年11月1日付で日本法人｢華為技術日本｣(東京)を

設立していた｡資本金は4億5000万円｡華為技術は､世界中の通信事業者に技術や基地局などを

提供している｡2006年7月にｲｰ･ｱｸｾｽの携帯電話子会社ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙに設備を納入する契約を結ん

だ｡日本の事業者との初契約となる｡日本で本格的に事業展開を行う｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  CHN / CHN / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

450百万円

2005/11/04ｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸ

日本法人

韓国化粧品ﾒｰｶｰ最大手のｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸは、2005年2月7日付で日本法人「ｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ」

（東京）を設立した。資本金は3億円。2006年夏までに百貨店へ出店し、ｽｷﾝｹｱ製品を中心に販売

活動を開始する｡ｱｼﾞｱの化粧品ﾒｰｶｰが日本の百貨店に店舗を設けるのは､同社が初となる｡美容

部員も独自に採用し､韓国本社で研修を積む。化粧品販売の最前線のｽﾀｯﾌ強化を図る｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  KOR / KOR / 化学 / 

▲当事者2    /  /  / 

300百万円

2006/03/08ﾊﾞﾝｸ･ｵﾌﾞ･ﾆｭｰﾖｰｸ(BONY)

日本法人

米ﾊﾞﾝｸ･ｵﾌﾞ･ﾆｭｰﾖｰｸ(BONY)は､2005年8月26日付で日本法人｢ﾊﾞﾝｸｵﾌﾞﾆｭｰﾖｰｸ証券｣(東京)を設

立していた｡資本金は2億5000万円｡機関投資家へのﾄﾗﾝｼﾞｼｮﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄなどを手がける｡2006年3

月6日付で営業を開始した｡従業員50人程度でｽﾀｰﾄする｡同社は豪でも証券業に進出しており､ｱｼﾞ

ｱ太平洋地域での営業を強化している｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / 銀行 / 

▲当事者2    /  /  / 

250百万円

2004/08/24ﾃﾞｭﾎﾟﾝ　ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ

日本法人

米ﾃﾞｭﾎﾟﾝ、ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂの折半出資会社で研磨剤事業のﾃﾞｭﾎﾟﾝｴｱﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞは､全額出

資の日本法人「ﾃﾞｭﾎﾟﾝ　ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ」(DAﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ､神奈川県川崎市)を設立する｡

米ﾃﾞｭﾎﾟﾝと米ｴｱｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂは､それぞれ米EKCﾃｸﾉﾛｼﾞｰと米ｱｼｭﾗﾝﾄﾞからCMPｽﾗﾘｰ事業を4月に譲

り受けた｡半導体産業での地位を強化し､日本事業拡大を図る｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / 化学 / 

▲当事者2    /  /  / 

166百万円

2005/06/17AVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

日本法人

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｵｰﾃﾞｨｵ製品を展開する香港のAVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰは､2005年5月6日付で日本法人「AVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

ｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を設立した｡資本金は1億5000万円｡新ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「SIGNEO」（ｼｸﾞﾈｵ）立ち上げにともな

い､日本市場に本格参入する｡初年度売上高（10ｶ月）20億円､国内ｼｪｱ10%以上を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  CHN(HON) / CHN / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

150百万円

2005/01/27ｼｰﾒﾝｽ

日本法人

独ｼｰﾒﾝｽは､日本法人「ｼｰﾒﾝｽﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ」（東京）を2004年10月に設立した。資本金は1億

円。ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社のｼｰﾒﾝｽ旭ﾒﾃﾞｨﾃｯｸが販売する高額医療機器のﾘｰｽ事業を手がける。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  GER / GER / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2005/06/07ｱﾊﾞｰｸﾛﾝﾋﾞｰ･ｱﾝﾄﾞ･ﾌｨｯﾁ

日本法人

米有力ｶｼﾞｭｱﾙ衣料専門店のｱﾊﾞｰｸﾛﾝﾋﾞｰ･ｱﾝﾄﾞ･ﾌｨｯﾁは､2005年5月18日付で日本法人「ANF」（神

奈川県川崎市）を設立した。資本金は1億円｡役員にｸﾞｯﾁ･ｼﾞｬﾊﾟﾝの前社長､田代俊明氏が就任した

｡2007年をめどに日本に進出する｡候補地調査を含めた出店準備をしている｡直営店での出店とみ

られる。★ﾃﾞｰﾀ追加 2005/12/14　日本進出を凍結する｡12月1日付で田代俊明社長は退任した｡

12月中に日本法人「ANF」は清算する｡海外事業は加と英を優先し､日本は時間をかけて開拓する｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / 繊維 / 

▲当事者2    /  /  / 

100百万円
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2006/07/24ｱｸﾄｲﾏｼﾞﾝ

日本法人

動画圧縮技術を持つ仏ｱｸﾄｲﾏｼﾞﾝは､2006年6月14日付で全額出資の日本法人｢ｱｸﾄｲﾏｼﾞﾝ｣(東京)

を設立した｡8月から営業を開始する｡設立時の資本金は10万円｡現在､1億円の増資手続を行って

いる｡電子著作権管理(DRM)技術も持っており､動画圧縮技術と合わせてﾗｲｾﾝｽ供与する｡3年後

の年間売上高15億円を目指す｡仏ｱｸﾄｲﾏｼﾞﾝは､任天堂とﾗｲｾﾝｽ契約を結び､携帯ｹﾞｰﾑ機向けなど

に技術提供をしている｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  FRA / FRA / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2006/06/27ABLE C&C

日本法人

韓国の化粧品ﾒｰｶｰ､ABLE C&Cは､2006年1月20日付で全額出資の日本法人｢ﾐｼｬｼﾞｬﾊﾟﾝ｣(東京)

を設立した｡資本金は8000万円｡日本でﾐｼｬﾌﾞﾗﾝﾄﾞを展開する｡7月に第1号の直営店を大阪に開く｡

3年間でFC店を中心に100店を出店し､年商100億円を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  KOR / KOR / 化学 / 

▲当事者2    /  /  / 

80百万円

2004/05/10北京用友軟件工程有限公司

日本法人

中国のｿﾌﾄ開発ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの北京用友軟件工程有限公司は､2004年1月15日付で日本法人「日本

用友ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ」（東京）を設立した｡資本金は5000万円｡日本企業の中国市場進出を目的とする

ｿﾌﾄ海外発注案件増加や低ｺｽﾄ開発ﾆｰｽﾞがあるため。5月から営業を開始する。

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  CHN / CHN / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

50百万円

2005/05/23SWｿﾌﾄ

日本法人

ｻｰﾊﾞｰ管理ｿﾌﾄ大手の米SWｿﾌﾄは､2005年3月1日付で日本法人「SWｿﾌﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を設立し

た。資本金は5000万円｡異なる種類の基本ｿﾌﾄ（OS）環境を持つ端末を効率的に運用できるｻｰﾊﾞｰ

ｼｽﾃﾑを中心に本格展開する｡

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

50百万円

2006/11/28ﾗﾝｽﾀｯﾄﾞ

日本法人

ｵﾗﾝﾀﾞの人材派遣会社で売上高世界3位のﾗﾝｽﾀｯﾄﾞは､2006年9月に全額出資の日本法人｢ﾗﾝｽﾀｯ

ﾄﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ｣(東京)を設立した｡資本金は5000万円｡本格的に日本市場開拓に乗り出す｡まずは金融

分野に特化した事業を展開し､2009年売上高500億円を目指す｡2007年に都内に拠点を2､3ｶ所置

き､簿記や会計､日本版SOX法に対応できる人材を派遣する｡ﾗﾝｽﾀｯﾄは､ｽｲｽのｱﾃﾞｺ､米ﾏﾝﾊﾟﾜｰに

次ぐ人材派遣会社｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  HOL / HOL / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2    /  /  / 

50百万円

2006/07/06ﾌﾞﾙｰﾘｯｼﾞ･ﾆｭｰﾒﾘｯｸｽ

日本法人

解析ｿﾌﾄ開発の米ﾌﾞﾙｰﾘｯｼﾞ･ﾆｭｰﾒﾘｯｸｽは､2006年7月7日付で全額出資の日本法人｢CFdesignｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ｣(東京)を設立する｡設計ｴﾝｼﾞﾆｱ向け熱流体解析ｿﾌﾄ｢CFdesign｣の販売を本格化する｡現在､電

通国際情報ｻｰﾋﾞｽ(東京)や富士通九州ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(福岡市)と販売提携している｡1年以内に

販売代理店を5社に拡大し､ｴﾝｼﾞﾆｱ2､3人を採用する｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

40百万円

2006/03/14ｴﾀﾞｯｸｸﾞﾙｰﾌﾟ

日本法人

自動車設計･開発大手の独ｴﾀﾞｯｸｸﾞﾙｰﾌﾟは､2006年2月に日本法人｢EDAG JAPAN｣(福岡市)を設

立した｡資本金は3500万円｡ﾄﾖﾀ自動車九州出身の本田正則氏が代表取締役に就任した｡ｴﾀﾞｯｸは

2005年5月に同市に日本支社を設立していた｡今回､法人化した｡年内に技術者を増強し､人員を倍

増する｡日本で事業を本格展開する｡2008年度売上高6億円を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  GER / GER / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2    /  /  / 

35百万円

2005/09/21ｿｳﾙ半導体

日本法人

韓国の発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ（LED）ﾒｰｶｰ､ｿｳﾙ半導体は、8月26日付で日本法人「ｼﾞｬﾊﾟﾝｿｳﾙ半導体」（東

京）を設立した｡資本金は3000万円｡液晶ﾃﾚﾋﾞﾞ用ﾊﾞｯｸﾗｲﾄで日本市場に参入する。国内の複数のﾃ

ﾚﾋﾞﾒｰｶｰにｻﾝﾌﾟﾙ出荷を開始した｡今後、照明ﾗﾝﾌﾟ向けでも事業拡大を図る｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  KOR / KOR / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

30百万円

2006/01/25ﾊﾝｽﾞ･ﾀｰｸ

日本法人

制御機器ﾒｰｶｰの独ﾊﾝｽﾞ･ﾀｰｸは､日本法人｢ﾀｰｸ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ｣(TURCK Japan､東京)を設立した｡資本金

は3000万円｡2005年12月に創業｡日本国内の販売ﾊﾟｰﾄﾅｰ会社への営業支援を行い､ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの浸

透を図る｡現在､同社の本質安全防爆関連製品はIDEC､FA関連製品は太平貿易(同)､ﾌﾟﾛｾｽ･ｵｰﾄﾒ

ｰｼｮﾝ関連機器は守谷商会(同)を通じて販売している｡自動車業界への拡販に力を入れる｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  GER / GER / 機械 / 

▲当事者2    /  /  / 

30百万円
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2006/04/21ﾎﾞﾝﾎﾟﾜﾝ

日本法人

仏高級子供服ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ､ﾎﾞﾝﾎﾟﾜﾝは､2005年11月に日本法人｢ﾎﾞﾝﾎﾟﾜﾝｼﾞｬﾎﾟﾝ｣(東京)を設立していた｡

資本金は3000万円｡2009年までに東京､大阪､名古屋など大都市を中心に15店舗を出店する｡4月

19日に直営店1号店を東京･代官山に開業した｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  FRA / FRA / 繊維 / 

▲当事者2    /  /  / 

30百万円

2006/10/25清華同方

日本法人

中国の清華大学のﾍﾞﾝﾁｬｰ企業､清華同方は､2006年6月12日付で日本法人｢日本清華同方ｿﾌﾄｳｪ

ｱ｣(神奈川県川崎市)を設立していた｡資本金は3000万円｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  CHN / CHN / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

30百万円

2005/09/08ｲｰﾗｲﾄﾞ

日本法人

全地球測位ｼｽﾃﾑ（GPS)開発の米ｲｰﾗｲﾄﾞは､9月に日本法人「ｲｰﾗｲﾄﾞｱｼﾞｱ・ﾊﾟｼﾌｨｯｸ｣（東京）を設

立した｡資本金2000万円。海外初の拠点となる。日本企業へのGPSﾁｯﾌﾟ販売強化や共同開発も進

める。2007年以降､GPS機能を搭載した携帯電話の普及を強化する総務省の方針を商機に､現在

の日本での売上高6億円から2007年には約40億を目指す。

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2    /  /  / 

20百万円

2004/03/03ﾊﾝｽｸﾞﾛｰｴ

日本法人

高級水栓金具の独ﾊﾝｽｸﾞﾛｰｴは､2003年3月に日本法人「ﾊﾝｽｸﾞﾛｰｴｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を設立した。資

本金は1500万円｡これまでTOTOの全額出資会社ｾﾗﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ（東京）を代理店に商品供給してい

た。日本市場規模が拡大すると判断､高級ﾏﾝｼｮﾝ､ﾎﾃﾙ向けﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ営業を強化する。2004年度

売上高3億円以上を目指す｡

100

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  GER / GER / 非鉄･金属製品 / 

▲当事者2    /  /  / 

15百万円

2004/11/08ｺﾘｱｾﾝﾀｰﾄﾞｯﾄｺﾑ

日本法人

韓国の電子商取引ｻｲﾄ構築ｻｰﾋﾞｽのｺﾘｱｾﾝﾀｰﾄﾞｯﾄｺﾑは､2004年9月22日付で日本法人「ﾒｲｸｼｮｯﾌﾟ

」（東京）を設立した。顧客企業向けにECｻｲﾄのひな型を提供､構築支援をする。2005年度には

3000店舗の登録と売上高1億2000万円を目指す。

日付 金額 出資比率

単独設立

▼当事者1  KOR / KOR / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2    /  /  / 

15百万円

64



65 

・合弁法人設立 

 合弁４７件を国別で見ると、アメリカ２０件、イギリスが 5 件、ドイツ、中国（香港を含む）が４件、

韓国が 3 件の順。主な事例１１件は次のとおり。日本市場への新規参入や営業強化、販路拡

大を目的とするものが大多数を占めた。 

米ニューズ・コーポレーショングループﾟ傘下の蘭エフ・アイ・エム・インターナショナル

BV.(FIM)とソフトバンクは､折半出資により新会社｢マイスペース｣(東京)を設立した｡FIM 傘下

の米マイスペースが運営するソーシャル・ネットワーキング・サービス(SNS)｢マイスペース｣の日

本語版｢マイスペースジャパン｣を提供する｡アジアでのサービス提供は初めてとなる。 

合弁会社設立事例
外国企業 業種 国籍
日本企業 業種 国籍

ﾗｲｶｶﾒﾗAG 精密 GER

ｴﾙﾒｽｼﾞｬﾎﾟﾝ その他製造 JPN

ｻﾑｿﾅｲﾄ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ その他製造 USA

ｴﾀｰﾅﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｲｰｴｽﾜｲﾗｹﾞｰｼﾞ その他販売･卸 JPN

ｴﾌ･ｱｲ･ｴﾑ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙBV.(ﾆｭｰｽﾞ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ) ｿﾌﾄ･情報 USA

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ ｿﾌﾄ･情報 JPN

ﾊﾝﾋﾞｯﾄｿﾌﾄ ｿﾌﾄ･情報 KOR

日立製作所 電機 JPN

ﾄｩｴﾝﾃｨﾌｫｰｾﾌﾞﾝ･ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ（24/7ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ） ｻｰﾋﾞｽ USA

電通 ｻｰﾋﾞｽ JPN

ｼﾝﾒﾄﾘｯｸｽ 電機 USA

高知工科大学、TIS ｻｰﾋﾞｽ JPN

ﾅｯﾌﾟｽﾀｰ ｿﾌﾄ･情報 USA

ﾀﾜｰﾚｺｰﾄﾞ その他販売･卸 JPN

ﾌｫﾝｽﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 電機 USA

ﾆｯﾀ ｺﾞﾑ JPN

ﾊﾞﾃﾙ記念研究所 ｻｰﾋﾞｽ USA

三菱商事 総合商社 JPN
内蒙古小肥羊餐飲鎖 外食 CHN

ｳｪﾌﾞｸﾙｰ 生保･損保 JPN

ｺﾞｰﾄﾞﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｻｰﾋﾞｽ USA

日本政策投資銀行系のﾌｧﾝﾄﾞなど その他金融 JPN

2005/8/5

2004/12/24

2006/6/7

2006/1/16

事業内容

2004/11/20

2005/9/8

2004/2/25

ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ事業

2006/11/8

2005/1/25

2005/5/24

所在地

ﾊﾝﾋﾞｯﾄﾕﾋﾞｷﾀｽｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ

ﾅｯﾌﾟｽﾀｰｼﾞｬﾊﾟﾝ

ﾌｫﾝｽﾞ･ﾆｯﾀ･ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ

ﾊﾞﾃﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ

小肥羊ｼﾞｬﾊﾟﾝ

ﾄｩｴﾝﾃｨﾌｫｰｾﾌﾞﾝｻｰﾁ

ﾈｯｸｽｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ

合弁企業名

ﾏｲｽﾍﾟｰｽ

ﾗｲｶｶﾒﾗｼﾞｬﾊﾟﾝ

ｻﾑｿﾅｲﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ

新素材や情報通信分野などの製
品開発、事業化

火鍋専門店

大阪府

東京都

東京都

光通信関連製品製造･販売

発表日

検索連動型広告

非接触式ICｶードｼｽﾃﾑ開発

音楽配信事業

東京都

東京都

東京都

東京都

東京都

高知県

東京都

ｿｰｼｬﾙ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽ(SNS)
の日本語版提供

ﾗｲｶ製品輸入販売

旅行鞄製造

2006/7/2 企業在庫･設備を評価し売買ｺﾞｰﾄﾞﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 東京都
 

・子会社設立 

 子会社設立の事例 9 件は以下のとおり。年別の内訳は、０４年が 1 件、０５年は４件、０６年は

4 件だった。 

独光学機器大手カール・ツアイスの日本法人カール・ツアイス（東京)は､２００６年１０月 1 日

付で新会社｢カール・ツアイス・マイクロイメージング｣(同)を設立し､光学顕微鏡やﾚｰｻﾞｰ顕微

鏡を扱う顕微鏡部門を分社した｡日本市場の顧客の要望や市場の動向を独本社の開発部門

に伝える機能を持たせ、製品開発に生かす｡病院や農業分野向けの新製品開発や営業を強

化し､市場開拓を行う｡ 

子会社設立　事例

発表日 会社名 国名 業種 新会社名 所在地
 資本金

（百万円）
比率（％）

2004/7/1 ﾌﾟｼﾞｮｰ・ｼﾞｬﾎﾟﾝ FRA その他小売 ﾌﾟｼﾞｮｰ東京 東京都 100 100

2005/9/15 ｴﾚｸﾄﾛﾗｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ（ｴﾚｸﾄﾗｯｸｽ日本法人） SWE 電機 ﾊｸｽﾊﾞｰﾅ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 東京都 100 100

2005/11/22 ｺｸﾞﾆｽｼﾞｬﾊﾟﾝ GER 化学 ｺｸﾞﾆｽ･ｵﾚｵｹﾐｶﾙｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 東京都 100

2005/11/23 ｲﾝﾌｨﾆｵﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ GER その他販売･卸 ｷﾏﾝﾀﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ 東京都 80

2005/12/16 ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾌｧｰﾏ（ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ日本法人） SUI 医薬品 ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ ﾆｭｰﾄﾘｼｮﾝ 東京都 100 100

2006/9/11
日本ｻﾗ･ﾘｰ(新ﾍｲﾝｽﾞﾌﾞﾗﾝｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ､ｻﾗ･ﾘｰｺｰﾎﾟ
ﾚｰｼｮﾝ日本法人)

USA その他製造 日本ｻﾗ･ﾘｰ 東京都

2006/9/29 ｶｰﾙ･ﾂｱｲｽ(ｶｰﾙ･ﾂｱｲｽ日本法人) GER その他販売･卸 ｶｰﾙ･ﾂｧｲｽ･ﾏｲｸﾛｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ 東京都 50 100

2007/11/6 ﾛﾊﾞｰﾄﾎﾞｯｼｭ(独ﾛﾊﾞｰﾄ･ﾎﾞｯｼｭ日本法人) GER 輸送用機器 ﾎﾞｯｼｭｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ 神奈川県 100 100

2006/12/15 ﾍﾞﾊﾞｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ GER 輸送用機器 ﾍﾞﾊﾞｽﾄGCSｼﾞｬﾊﾟﾝ 神奈川県
 

 

 



合弁設立事例　

2005/01/25ﾗｲｶｶﾒﾗAG

ｴﾙﾒｽｼﾞｬﾎﾟﾝ

日本法人

独ﾗｲｶｶﾒﾗAGは､ｴﾙﾒｽｼﾞｬﾎﾟﾝと合弁会社「ﾗｲｶｶﾒﾗｼﾞｬﾊﾟﾝ」（東京）を設立し､3月から営業を開始す

る。ﾗｲｶ製品の輸入販売･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの表彰権行使にかかわる業務一切を行う。直営販売会社は米、英

、仏に続き4ｶ国目。

51.0/49.0

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  GER / GER / 精密 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他製造 / 未上場

400百万円

2005/05/24ｻﾑｿﾅｲﾄ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ｴﾀｰﾅﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｲｰｴｽﾜｲﾗｹﾞｰｼﾞ

日本法人

旅行かばん大手の米ｻﾑｿﾅｲﾄは､ｴﾀｰﾅﾙ（東京）､ｲｰｴｽﾜｲﾗｹﾞｰｼﾞと合弁で日本法人「ｻﾑｿﾅｲﾄ･ｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ」（同）を2005年1月29日付で設立した｡資本金は5億円｡直営1号店を成田空港に開店する｡3年

間で50ヵ所展開する｡2004年末に40年間続いたﾊﾞｯｸﾒｰｶｰ､ｴｰｽ（同）とのﾗｲｾﾝｽ契約が終了してい

た｡伊藤忠商事と提携し､ﾃﾞﾊﾟｰﾄ､百貨店以外の販路強化を図る｡

67/33

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / その他製造 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場

335百万円

2006/11/08ｴﾌ･ｱｲ･ｴﾑ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙBV.(ﾆｭｰｽﾞ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼ
ｮﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ)

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

日本法人

米ﾆｭｰｽﾞ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ傘下の蘭ｴﾌ･ｱｲ･ｴﾑ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙBV.(FIM)とｿﾌﾄﾊﾞﾝｸは､2006年11月

中旬に折半出資により新会社｢ﾏｲｽﾍﾟｰｽ｣(東京)を設立する｡資本金は5億9000万円｡FIM傘下の米

ﾏｲｽﾍﾟｰｽが運営するｿｰｼｬﾙ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽ(SNS)｢ﾏｲｽﾍﾟｰｽ｣の日本語版｢ﾏｲｽﾍﾟｰｽｼﾞｬﾊﾟﾝ｣

を提供する｡ｱｼﾞｱでのｻｰﾋﾞｽ提供は初めて｡

50/50

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｿﾌﾄ･情報 / 東証2部

295百万円

2004/11/20ﾊﾝﾋﾞｯﾄｿﾌﾄ

日立製作所

日本法人

韓国ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ大手のﾊﾝﾋﾞｯﾄｿﾌﾄは､日立製作所と合弁で新会社「ﾊﾝﾋﾞｯﾄﾕﾋﾞｷﾀｽｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ」（

東京）を設立する｡資本金は3億5000万円。2005年から日本でｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ事業を開始する｡新型の

多人数参加型ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑを提供する｡

71.43/28.57

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  KOR / KOR / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 電機 / 東証1部

250百万円

2005/09/08ﾄｩｴﾝﾃｨﾌｫｰｾﾌﾞﾝ･ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ（24/7ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ）

電通

日本法人

総合ﾈｯﾄ広告大手の米ﾄｩｴﾝﾃｨﾌｫｰｾﾌﾞﾝ･ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ（24/7ﾘｱﾙﾒﾃﾞｨｱ）は､電通と合弁で新会社「ﾄｩｴ

ﾝﾃｨﾌｫｰｾﾌﾞﾝｻｰﾁ」（東京）を設立する｡資本金は4億円｡出資比率はﾄｩｴﾝﾃｨ51%､電通49%｡検索連動

型広告を手がけ､販売仲介などを行う｡3年後の売上高100億円を目指す｡

51/49

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / ｻｰﾋﾞｽ / 東証1部

204百万円

2004/02/25ｼﾝﾒﾄﾘｯｸｽ

高知工科大学、TIS、

日本法人

半導体ﾁｯﾌﾟの米ｼﾝﾒﾘｯｸｽは、高知工科大学（高知県土佐山田町）､TISと合弁会社「ﾈｯｸｽｶｰﾄﾞｼｽﾃ

ﾑｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ」（同）を2004年2月に設立した。資本金は1億9200万円｡次世代ﾒﾓﾘｰを使った非接触式

ICｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑ関連を開発する｡ｼﾝﾒﾄﾘｯｸｽは､ﾈｯﾄ関連の暗号特許で、高知工科大学は個人認証で

現物出資する。四銀ｷｬﾋﾟﾀﾙﾘｻｰﾁのﾌｧﾝﾄﾞ､四国ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成第1号投資事業有限責任組合が3000

万円投資した。

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 高知県 / ｻｰﾋﾞｽ / 未上場

192百万円

2005/08/05ﾅｯﾌﾟｽﾀｰ

ﾀﾜｰﾚｺｰﾄﾞ

日本法人

音楽配信大手､米ﾅｯﾌﾟｽﾀｰは､音楽CD販売のﾀﾜｰﾚｺｰﾄﾞ（東京）と合弁で10月をめどに新会社「ﾅｯﾌ

ﾟｽﾀｰｼﾞｬﾊﾟﾝ」を設立する｡資本金は4億9000万円｡出資比率はﾅｯﾌﾟｽﾀｰ31.5%､ﾀﾜｰﾚｺｰﾄﾞ68.5%｡2006

年4月から日本市場での音楽配信ｻｰﾋﾞｽを開始する｡

31.5/68.5

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / ｿﾌﾄ･情報 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場

154百万円

2004/12/24ﾌｫﾝｽﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ﾆｯﾀ

日本法人

光ﾌｧｲﾊﾞｰ関連機器製造の米ﾌｫﾝｽﾞは､ﾆｯﾀと光通信関連製品販売の合弁会社「ﾌｫﾝｽﾞ･ﾆｯﾀ･ｱｼﾞｱ･

ﾊﾟｼﾌｨｯｸ」（大阪市）を設立する｡資本金は1億2000万円｡日本を含むｱｼﾞｱ太平洋地域で高品質の

光ﾌｧｲﾊﾞｰ接続部品などの需要に対応する。

50/50

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / 電機 / 

▲当事者2   JPN / 大阪府 / ｺﾞﾑ / 東証1部

60百万円

2006/06/07ﾊﾞﾃﾙ記念研究所

三菱商事

日本法人

世界最大規模の独立系研究機関の米ﾊﾞﾃﾙ記念研究所は､三菱商事と合弁で日本法人｢ﾊﾞﾃﾙｼﾞｬﾊ

ﾟﾝ｣(東京)を設立した｡資本金は1億円｡出資比率はﾊﾞﾃﾙ60%､三菱商事40%｡合弁形式での海外拠点

は初となる｡新素材や情報通信､ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰなどの分野でﾊﾞﾃﾙの知的財産を活用し､日本企業

や研究機関と共同で製品開発や事業化に取り組む｡三菱商事は1970年代からﾊﾞﾃﾙの代理店とし

て日本の企業や政府機関向けの新技術提供や共同研究支援に携わってきた｡

60/40

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 総合商社 / 東証1部

60百万円
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合弁設立事例　

2006/01/16内蒙古小肥羊餐飲鎖

ｳｪﾌﾞｸﾙｰ

日本法人

火鍋専門店をﾁｪｰﾝ展開する中国の内蒙古小肥羊餐飲鎖(北京)は､ｳｴﾌﾞｸﾙｰと1月下旬に新会社｢

小肥羊ｼﾞｬﾊﾟﾝ｣(東京)を設立する｡資本金は1億円｡小肥羊が57.5%､ｳｪﾌﾞｸﾙｰが37.5%出資する｡1年

間で関東地区に3店舗の出店を目指す｡日本での事業拡大､ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ展開をする｡

57.5/37.5

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  CHN / CHN / 外食 / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / 生保･損保 / ﾏｻﾞｰｽﾞ

57百万円

2006/07/02ｺﾞｰﾄﾞﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

日本政策投資銀行系のﾌｧﾝﾄﾞなど

日本法人

企業の商品在庫･設備を評価し売買する世界最大手､米ｺﾞｰﾄﾞﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟは､日本政策投

資銀行系のﾌｧﾝﾄﾞなどと合弁で｢ｺﾞｰﾄﾞﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ｣(東京)を設立した｡資本金は5000万円｡米ｺﾞｰﾄﾞﾝ

と政投銀系のあすかDBJ投資事業有限組合が約43%づつ出資し､9月末までに2億5000万円に増資

する｡初年度は1000億円分の商品､設備を評価する計画｡担保となる不動産の少ない中小企業やﾍ

ﾞﾝﾁｬｰにとって新たな資金調達手段として注目されている｡

日付 金額 出資比率

合弁設立

▼当事者1  USA / USA / ｻｰﾋﾞｽ / 

▲当事者2   JPN / 東京都 / その他金融 / 未上場

50百万円
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子会社設立　事例

2004/07/01ﾌﾟｼﾞｮｰ・ｼﾞｬﾎﾟﾝ

日本法人

仏自動車大手ﾌﾟｼﾞｮｰの日本法人､ﾌﾟｼﾞｮｰ・ｼﾞｬﾎﾟﾝ(東京)は､全額出資の自動車販売子会社｢ﾌﾟｼﾞｮｰ

東京｣（同）を2004年7月1日付で設立した｡資本金1億円。営業を開始する｡初めての直営販社とな

る｡都内ﾌﾟｼﾞｮｰ車販売の｢ﾌﾞﾙｰﾗｲｵﾝ目黒｣など3店舗を傘下に収める。

100

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  FRA / 東京都 / その他小売 / 

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2005/09/15ｴﾚｸﾄﾛﾗｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ（ｴﾚｸﾄﾗｯｸｽ日本法人）

日本法人

ｽｳｪｰﾃﾞﾝの家電機器ﾒｰｶｰ､ｴﾚｸﾄﾛﾗｯｸｽの日本法人､ｴﾚｸﾄﾛﾗｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京）は､10月1日付で

新会社「ﾊｸｽﾊﾞｰﾅ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ｣(同）を設立し､農林業､建設業向け機器部門を分社する｡資本金は1億

円。取扱店を増やし､販路を広げる｡新商品の日本市場投入も準備し、年間売上高40億円を目指す

｡

100

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  SWE / 東京都 / 電機 / 未上場

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2005/11/22ｺｸﾞﾆｽｼﾞｬﾊﾟﾝ

日本法人

2000年にﾍﾝｹﾙｼﾞｬﾊﾟﾝの化学品部が分社・独立した油脂化学のｺｸﾞﾆｽｼﾞｬﾊﾟﾝ（東京）は､2006年1月

1日付で新会社「ｺｸﾞﾆｽ･ｵﾚｵｹﾐｶﾙｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ」（同）を設立し､会社分割によりｵﾚｵｹﾐｶﾙｽﾞ事業本部､

ﾌﾟﾛｾｽｹﾐｶﾙｽﾞ事業本部のﾌﾟﾗｽﾁｯｸ添加剤事業を分社する｡資本金は1億円｡

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  GER / 東京都 / 化学 / 未上場

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2005/11/23ｲﾝﾌｨﾆｵﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ

日本法人

独ｲﾝﾌｨﾆｵﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞの日本法人､ｲﾝﾌｨﾆｵﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ(東京）は､2006年7月にﾒﾓﾘｰ半導

体事業を分社し､ﾛｼﾞｯｸｸ半導体事業とﾒﾓﾘｰ半導体事業の2法人となる｡独本社のﾒﾓﾘｰ事業分離に

伴うもの｡★ﾃﾞｰﾀ追加 2006/10/30  ｲﾝﾌｨﾆｵﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝは10月28日付で「ｷﾏﾝﾀﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ」（

東京）にﾒﾓﾘ事業を分社した｡独ｲﾝﾌｨﾆｵﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞは5月1日付で独ｷﾏﾝﾀﾞを設立し､ﾒﾓﾘ部門を分

社した｡

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  GER / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場

▲当事者2    /  /  / 

2005/12/16ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾌｧｰﾏ（ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ日本法人）

日本法人

ｽｲｽのﾉﾊﾞﾙﾃｨｽの日本法人､ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾌｧｰﾏ(東京）は､2006年1月１日付で新会社「ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾆｭｰﾄﾘ

ｼｮﾝ｣(同）を設立し､ﾆｭｰﾄﾘｼｮﾝ事業部を分社する。資本金は1億円｡分社後､持株会社ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽﾎｰﾙ

ﾃﾞｨﾝｸﾞｼﾞｬﾊﾟﾝの全額出資事業会社となる。国内医療用栄養食品市場でのﾎﾟｼﾞｼｮﾝ強化を図る。

100

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  SUI / 東京都 / 医薬品 / 

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2006/09/11日本ｻﾗ･ﾘｰ(新ﾍｲﾝｽﾞﾌﾞﾗﾝｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ､ｻﾗ･ﾘｰｺｰ
ﾎﾟﾚｰｼｮﾝ日本法人)

日本法人

ｱﾊﾟﾚﾙ､食品､日用雑貨など消費者向けの高品質なﾌﾞﾗﾝﾄﾞ商品を製造､販売する米ｻﾗ･ﾘｰｺｰﾎﾟﾚｰｼ

ｮﾝの日本法人､日本ｻﾗ･ﾘｰ(東京)は､3月30日付で新会社｢日本ｻﾗ･ﾘｰ｣(同)を設立し､会社分割によ

り靴ｸﾘｰﾑ｢ｷｨｳｲ｣など日用雑貨を製造販売するH&BC(家庭用品･ﾎﾞﾃﾞｨｹｱ用品)事業を分社してい

た｡米ｻﾗ･ﾘｰは､9月6日付でｱﾊﾟﾚﾙ部門が分社独立し､｢ﾍｲﾝｽﾞﾌﾞﾗﾝｽﾞｲﾝｸ｣が発足した｡これに伴い､

分割会社の日本ｻﾗ･ﾘｰは､｢ﾍｲﾝｽﾞﾌﾞﾗﾝｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ｣に社名

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  USA / 東京都 / その他製造 / 未上場

▲当事者2    /  /  / 

2006/09/29ｶｰﾙ･ﾂｱｲｽ(ｶｰﾙ･ﾂｱｲｽ日本法人)

日本法人

独光学機器大手ｶｰﾙ･ﾂｱｲｽの日本法人ｶｰﾙ･ﾂｱｲｽ(東京)は､2006年10月1日付で新会社｢ｶｰﾙ･ﾂｧ

ｲｽ･ﾏｲｸﾛｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ｣(同)を設立し､光学顕微鏡やﾚｰｻﾞｰ顕微鏡を扱う顕微鏡部門を分社する｡資本

金は5000万円｡新会社株式は､独本社から顕微鏡部門が分社した独ｶｰﾙ･ﾂｧｲｽ･ﾏｲｸﾛｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞが

51%､日本法人が49%を保有する｡日本市場の顧客の要望や市場の動向を独本社の開発部門に伝

える機能を持たせ、製品開発に生かす｡病院や農業分野向けの新製品開発や営業を強化し､市場

開拓を

100

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  GER / 東京都 / その他販売･卸 / 未上場

▲当事者2    /  /  / 

50百万円

2006/11/06ﾛﾊﾞｰﾄﾎﾞｯｼｭ(独ﾛﾊﾞｰﾄ･ﾎﾞｯｼｭ日本法人)

日本法人

自動車部位品世界最大手の独ﾛﾊﾞｰﾄ･ﾎﾞｯｼｭの日本法人で東証1部上場のﾛﾊﾞｰﾄﾎﾞｯｼｭは､11月1日

付で新会社｢ﾎﾞｯｼｭｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ｣(横浜市)を設立した｡資本金は1億円｡納入先ごとの仕様に

合わせたﾌﾞﾚｰｷやｴﾝｼﾞﾝの燃料噴射を制御する電子ｼｽﾃﾑなどの開発を専門に行う｡日本の自動

車各社の要請にきめ細かく対応できる体制を整え､拡販につなげる｡2007年度売上高6億円､2009

年度は12億円を目指す｡(2006/11/6)ﾛﾊﾞｰﾄﾎﾞｯｼｭが上場しているため、日本企業扱い→

100

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  GER / 東京都 / 輸送用機器 / 東証1部

▲当事者2    /  /  / 

100百万円

2006/12/15ﾍﾞﾊﾞｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ

日本法人

独ﾍﾞﾊﾞｽﾄの日本法人､ﾍﾞﾊﾞｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ(広島県東広島市)は､2007年1月に新会社｢ﾍﾞﾊﾞｽﾄGCSｼﾞｬﾊﾟﾝ｣

(横浜市)を設立し､独立燃焼式車載用ｴｱﾋｰﾀｰ事業を分社する｡独ﾍﾞﾊﾞｽﾄの開発拠点とﾒｰｶｰを橋

渡しし､ﾒｰｶｰ仕様のﾋｰﾀｰ開発･受注を強化する。

日付 金額 出資比率

子会社設立

▼当事者1  GER / 広島県 / 輸送用機器 / 未上場

▲当事者2    /  /  / 

68
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（２）地域・国別 

グリーンフィールド投資の地域・国別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

ｱﾒﾘｶ合衆国 28                   60.9% 26                   38.2% 23                   38.3% 77                   44.3%

ｶﾅﾀﾞ 1                     2.2% 1                     1.5% -                     0.0% 2                     1.1%

29                   63.0% 27                   39.7% 23                   38.3% 79                   45.4%

ｵｰｽﾄﾘｱ -                     0.0% 1                     1.5% 1                     1.7% 2                     1.1%

ｵﾗﾝﾀﾞ -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.7% 1                     0.6%

ｲﾀﾘｱ -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.7% 1                     0.6%

ﾍﾞﾙｷﾞｰ 1                     2.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6%

ｽﾍﾟｲﾝ -                     0.0% 1                     1.5% 1                     1.7% 2                     1.1%

ｴｽﾄﾆｱ共和国 -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.7% 1                     0.6%

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ -                     0.0% 2                     2.9% 1                     1.7% 3                     1.7%

ﾌﾗﾝｽ 4                     8.7% 1                     1.5% 3                     5.0% 8                     4.6%

ｲｷﾞﾘｽ 4                     8.7% 4                     5.9% 4                     6.7% 12                   6.9%

ﾄﾞｲﾂ 1                     2.2% 9                     13.2% 8                     13.3% 18                   10.3%

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

ﾛｼｱ 1                     2.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6%

ｽｲｽ -                     0.0% 5                     7.4% -                     0.0% 5                     2.9%

ﾁｪｺ -                     0.0% -                     0.0% 2                     3.3% 2                     1.1%

11                   23.9% 23                   33.8% 23                   38.3% 57                   32.8%

中国 2                     4.3% 4                     5.9% 8                     13.3% 14                   8.0%

中国(香港) -                     0.0% 3                     4.4% -                     0.0% 3                     1.7%

ｲﾝﾄﾞ 1                     2.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6%

韓国 2                     4.3% 4                     5.9% 3                     5.0% 9                     5.2%

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ -                     0.0% 3                     4.4% 1                     1.7% 4                     2.3%

ﾀｲ -                     0.0% 1                     1.5% -                     0.0% 1                     0.6%

台湾 -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

ﾍﾞﾄﾅﾑ -                     0.0% 1                     1.5% -                     0.0% 1                     0.6%

5                     10.9% 16                   23.5% 12                   20.0% 33                   19.0%

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ -                     0.0% 2                     2.9% 1                     1.7% 3                     1.7%

ﾒｷｼｺ 1                     2.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6%

ｲｽﾗｴﾙ -                     0.0% -                     0.0% 1                     1.7% -                     0.0%

ﾄﾙｺ -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

1                     2.2% 2                     2.9% 2                     3.3% 5                     2.9%

46                   100.0% 68                   100.0% 60                   100.0% 174                 100.0%合計

計

計

計

計

ｱｼﾞｱ

欧州

その他

北米

合計
地域 国名

2006年2005年2004年

 

ｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ投資の地域別ｼｪｱ
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（３） 業種別 
グリーンフィールド投資の業種別件数表

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

食品 -                     0.0% 2                     2.9% 2                     3.3% 4                     2.3%

繊維 -                     0.0% 1                     1.5% 2                     3.3% 3                     1.7%

化学 6                     13.0% 4                     5.9% 2                     3.3% 12                   6.9%

医薬品 1                     2.2% 3                     4.4% 1                     1.7% 5                     2.9%

出版･印刷 1                     2.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6%

窯業 -                     0.0% 1                     1.5% -                     0.0% 1                     0.6%

鉄鋼 -                     0.0% 1                     2.2% -                     0.0% 1                     0.6%

非鉄･金属製品 1                     2.2% -                     0.0% 1                     1.7% 2                     1.1%

機械 2                     4.3% 2                     2.9% 3                     5.0% 7                     4.0%

電機 9                     19.6% 12                   17.6% 6                     10.0% 27                   15.5%

輸送用機器 2                     4.3% 1                     1.5% 1                     1.7% 4                     2.3%

精密 1                     2.2% 2                     2.9% -                     0.0% 3                     1.7%

その他製造 -                     0.0% 1                     1.5% 2                     3.3% 3                     1.7%

23                   50.0% 30                   44.1% 20                   33.3% 73                   42.0%

食品卸 -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

その他販売･卸 1                     2.2% 3                     4.4% 2                     3.3% 6                     3.4%

百貨店 -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0% -                     0.0%

その他小売 1                     2.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6%

外食 -                     0.0% 1                     1.5% 2                     3.3% 3                     1.7%

2                     4.3% 4                     5.9% 4                     6.7% 10                   5.7%

銀行 -                     0.0% -                     0.0% 2                     3.3% 2                     1.1%

生保･損保 1                     2.2% -                     0.0% -                     0.0% 1                     0.6%

証券 -                     0.0% 1                     1.5% -                     0.0% 1                     0.6%

その他金融 1                     2.2% 2                     2.9% 2                     3.3% 5                     2.9%

2                     4.3% 3                     4.4% 4                     6.7% 9                     5.2%

運輸･倉庫 -                     0.0% 1                     2.2% -                     0.0% 1                     0.6%

通信･放送 1                     2.2% -                     0.0% 2                     3.3% 3                     1.7%

不動産･ﾎﾃﾙ -                     0.0% 1                     1.5% -                     0.0% 1                     0.6%

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 3                     6.5% -                     0.0% -                     0.0% 3                     1.7%

ｿﾌﾄ･情報 14                   30.4% 21                   30.9% 20                   33.3% 55                   31.6%

ｻｰﾋﾞｽ 1                     2.2% 8                     11.8% 10                   16.7% 19                   10.9%

19                   41.3% 31                   45.6% 32                   53.3% 82                   47.1%

46                   100.0% 68                   100.0% 60                   100.0% 174                 100.0%

計

合計

製造業

商業

計

計

計

非製造業

金融

2004年 2005年 合計
大分類 中分類

2006年

 

グリンフィールド投資の業種別シェア

50.0%
44.1%

33.3%

4.3%
5.9%

6.7%

4.3%

6.7%

41.3% 45.6%
53.3%

4.4%

0%

50%

100%

2004年 2005年 2006年

非製造業

金融

商業

製造業
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５．撤退・合弁解消動向 

 ２００４年から２００６年の３年間で、撤退が６件、合弁解消が５件あった。撤退は、全て法人解

散となっている。 

香港の AVC テクノロジーの日本法人､AVC テクノロジージャパン(AVCJ､東京)は､

｢SIGNEO(シグネオ)｣ブランドの携帯音楽プレーヤー事業を新会社に移管し、日本市場から事

実上撤退する｡AVCJ の従業員が出資して設立する｢シグネオ・マーケティング｣(同)が同ブラン

ド製品販売やサポート業務を引き継ぐ｡AVCJ は２００５年５月に設立されていた。参入 1 年で事

実上撤退する｡ 

米靴小売大手のペイレス・シューソースは､双日との合弁で設立した日本法人ペイレス・シュ

ーソース・ジャパン(東京)を解散した｡店舗のスクラップ・アンド・ビルドを進めている米社の方針

転換に伴い､日本での直営小売事業から撤退する｡アジア 1 号店となった TOKYO-BAY らら

ぽーと店は 9 月 10 日付で閉店した｡ 

撤退事例

会社名 業種 国籍 発表日

法人解散 ﾑｰｱ･ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸ･ﾊﾞﾘｭｰ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ その他金融 USA 2004/12/20

法人解散 ﾅｼｮﾅﾙ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ銀行 銀行 AUT 2005/5/12

法人解散 ｱﾊﾞｰｸﾛﾝﾋﾞｰ･ｱﾝﾄﾞ･ﾌｨｯﾁ 繊維 USA 2005/12/14

法人解散 ﾙﾉｰ･ｼﾞｬﾎﾟﾝ その他小売 FRA 2006/2/11

法人解散 AVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰｼﾞｬﾊﾟﾝ(AVCﾃｸﾉﾛｼﾞｰ日本法人) 電機 CHN(HON) 2006/5/26

法人解散 ﾍﾟｲﾚｽ･ｼｭｰｿｰｽ その他小売 USA 2006/10/14

形態

グリーンフィールド投資

 

 

合弁解消は２００４年０件、２００５年２件、２００６年３件だった。セイコーエプソンは､米ＩＢＭと

の折半出資会社で液晶パネルの駆動用ドライバーなどを製造する野洲セミコンダクター(滋賀

県野洲市)を 7 月 1 日付で買収した｡アイ・ビー・エム・エイ・ピー・ホールディングスから５０％の

株式を取得し､完全子会社化した｡野洲セミコンダクターは２００１年６月設立｡売上高９９億９７０

０万円､従業員２０９人｡半導体製造の効率化を図る｡ 

合弁解消事例

会社名 上場未上場 会社名 上場未上場

小林製薬 上場
小林ｺｰﾑ(小林製薬､米ｺｰﾑｲﾝﾀｰﾅ
ｼｮﾅﾙ折半出資合弁会社)

未上場 買収 (合弁解消) ｺｰﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 2005/03/09

日立建機 上場
日立建機ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ(日立建機､ﾀﾞｲﾅ
ﾊﾟｯｸ折半出資合弁会社)

未上場 買収 (合弁解消) ダイナパック 2005/10/1

ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 上場
野洲ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ(ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ､IBM折
半出資会社)

未上場 買収 (合弁解消)
ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ･ｴｲ･ﾋﾟｰ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
ｽ

2006/6/24

神戸製鋼所 上場
神鋼ｱﾙｺｱ輸送機材(KATP)(ｱﾙｺｱ､
神戸製鋼所折半出資会社)

未上場 買収 (合弁解消) 2006/12/18

ｱｲｼﾝ･ｴｨ･ﾀﾞﾌﾞﾘｭ(ｱｲｼﾝAW) 未上場など
ｼｰｳﾞｲﾃｯｸ(CVTEC､ｱｲｼﾝ･ｴｨ･ﾀﾞﾌﾞ
ﾘｭ､ﾎﾞｯｼｭｸﾞﾙｰﾌﾟ折半出資会社)

未上場 買収 (合弁解消) ﾎﾞｯｼｭｸﾞﾙｰﾌﾟ 2006/12/27

株取得先 発表日
当事者1 当事者2

形態

 

 



合弁解消　事例

2005/03/09小林製薬

小林ｺｰﾑ(小林製薬､米ｺｰﾑ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ折半出資合弁
会社)

買収IN -IN

小林製薬は､米ｺｰﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙとの折半出資会社で一般用医薬品輸入販売の小林ｺｰﾑ(大阪市)

を3月8日付で買収した｡ｺｰﾑ社から全株式を取得､完全子会社化した｡鎮痒消炎剤｢ﾗﾅｹｲﾝ｣などの

商標権も取得した｡同社は売上高13億4700万円｡独自の製品開発やﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞを進め､鎮痒消炎

剤市場の拡大を図る｡

100

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 大阪府 / 医薬品 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 大阪府 / 医薬品卸 / 未上場

(合弁解消)

ｺｰﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

 ▼株取得先

2005/10/01日立建機

日立建機ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ(日立建
機､ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ折半出資合弁
会社)

買収IN -IN

日立建機は､ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸとの折半出資合弁会社で道路機械販売の日立建機ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ(

埼玉県北川辺町)を9月30日付で買収する｡ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸから50%の株式を取得し､完全子会社化する｡

日立建機ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸは､10月1日付で社名を｢HKD｣に変更､山形日立建機(山形県東根市)に事業を

譲渡し､清算する｡公共投資縮小などにより業績が悪化し､債務超過の解消が困難となっていた｡事

業を一体化し､拡大発展を図る｡海外への進出を目指す｡

100

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 東京都 / 機械 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 埼玉県 / その他販売･卸 / 未上場

(合弁解消)

ﾀﾞｲﾅﾊﾟｯｸ

 ▼株取得先

2006/06/24ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ

野洲ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ(ｾｲｺｰｴﾌﾟｿ
ﾝ､IBM折半出資会社)

買収IN -IN

ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝは､米IBMとの折半出資会社で液晶ﾊﾟﾈﾙの駆動用ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰなどを製造する野洲ｾﾐｺﾝﾀﾞ

ｸﾀｰ(滋賀県野洲市)を7月1日付で買収する｡ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ･ｴｲ･ﾋﾟｰ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽから94億5000万円

で50%の株式を取得し､完全子会社化する｡野洲ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰは2001年6月設立｡売上高99億9700万

円､従業員209人｡2006年6月末以降､IBMは､同社が保有する野洲ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ株をｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝに売

却するｵﾌﾟｼｮﾝを､ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝは､IBMから

100

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 長野県 / 電機 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 滋賀県 / 電機 / 未上場

9450百万円(合弁解消)

ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ･ｴｲ･ﾋﾟｰ･ﾎ
ｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

 ▼株取得先

2006/12/18神戸製鋼所

神鋼ｱﾙｺｱ輸送機材(KATP)(
ｱﾙｺｱ､神戸製鋼所折半出資
会社)

買収IN -IN

神戸製鋼所は､米ｱﾙｺｱとの折半出資会社で自動車用ｱﾙﾐ板材製造､販売の神鋼ｱﾙｺｱ輸送機材

(KATP)を2007年1月をめどに買収する｡ｱﾙｺｱから株式を取得し､完全子会社化する｡同社は清算す

る｡事業は神鋼が引き継ぐ｡同時に､同折半出資会社で研究開発の米AKTPは､ｱﾙｺｱが完全子会社

化し､清算する｡神鋼とｱﾙｺｱは､1990年に自動車用ｱﾙﾐ板材と缶用ｱﾙﾐ板材で提携｡1992年に

KATPとAKTPを設立した｡自動車へのｱﾙﾐ採用が当初予想のﾍﾟｰｽで進まないため､合弁を解消す

る｡両社単独で事業を進め

100

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 兵庫県 / 鉄鋼 / 東証1部

▲当事者2   JPN / 東京都 / 輸送用機器 / 未上場

(合弁解消)

 ▼株取得先

2006/12/27ｱｲｼﾝ･ｴｨ･ﾀﾞﾌﾞﾘｭ(ｱｲｼﾝAW)

ｼｰｳﾞｲﾃｯｸ(CVTEC､ｱｲｼﾝ･ｴ
ｨ･ﾀﾞﾌﾞﾘｭ､ﾎﾞｯｼｭｸﾞﾙｰﾌﾟ折半
出資会社)

買収IN -IN

ｱｲｼﾝ精機の子会社でｵｰﾄﾏﾁｯｸﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ製造のｱｲｼﾝ･ｴｨ･ﾀﾞﾌﾞﾘｭ(ｱｲｼﾝAW､愛知県安城市)は､

独ﾎﾞｯｼｭｸﾞﾙｰﾌﾟとの折半出資会社で無段階変速機(CVT)用部品製造のｼｰｳﾞｲﾃｯｸ(CVTEC､同県田

原市)を12月27日付で買収する｡同ｸﾞﾙｰﾌﾟから株式を取得し､出資比率を50%から66.6%に高める｡残

りの33.4%は､ﾄﾖﾀ自動車が取得する｡CVTECは2002年設立｡CTVﾍﾞﾙﾄを生産し､全量をﾄﾖﾀとｱｲｼﾝ

AWに供給している｡生産実績43万本｡07年は80万

66.6

日付 金額 出資比率▼当事者1  JPN / 愛知県 / 輸送用機器 / 未上場

▲当事者2   JPN / 愛知県 / 輸送用機器 / 未上場

(合弁解消)

ﾎﾞｯｼｭｸﾞﾙｰﾌﾟ

 ▼株取得先

72
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データの見方 

 
M＆A 投資データ 

● 対象 

日本企業が当事者となる M＆A。ただし、グループ内 M＆A は除く。 

● M＆A とは 

M＆A とは、既存の経営資源の活用を目的に企業や事業の経営権を移動

することをいう。経営参画につながる株式取得も含む。資産、負債の移転

を伴わない単なる業務提携は除く。 

● M＆A の形態 

・合併：2 当事者以上が合併契約で 1 社になること。合併（株式移転・持株

会社）とは株式移転により共同持株会社をつくり、統合すること。また、合

併（株式交換・持株会社）とは株式交換に先立ち、Ａ社が会社分割を使っ

て持株会社となり、その持株会社が B 社と株式交換を行い、統合するこ

と。 

・買収：50％超の株式取得。50％以下でも経営を支配する場合（会社法 2

条３号参照）を含む。増資引き受け、既存株主からの取得、株式交換があ

る。会社分割の結果、分割会社が承継会社の親会社になる場合は買収と

する。 

・事業譲渡：資産、従業員、のれんなどからなる「事業」の譲渡。2 社間での

既存事業の統合も含む。会社分割は原則として事業譲渡に分類する。た

だし、承継会社が子会社になる場合は除く。 

資本参加：50％以下の株式取得。ただし、子会社になる場合は除く。増資

引き受け、既存株主からの取得による。初回の取得に限る。 

・出資拡大：資本参加をしている当事者による 50％以下の株式の追加取

得。 

（注）すでに 50％超出資している場合や、子会社化している場合、株式の

追加取得は、買収や出資拡大から除く。 

 

● 当事者企業 

・合併では存続会社を当事者 1 とし、相手側を当事者 2 とする。新設合併

では、資産規模の大きい方を当事者 1 とする。逆三角合併では、消滅会社

を当事者 1 とする。 

・買収、資本参加、出資拡大では株式の取得側を当事者 1 とする。対象企

業を当事者 2 とする。既存株主からの株式取得の場合、既存株主が判明

していれば、株取得先に表記する。 

・事業譲渡では、資産などの取得者を当事者 1 とし、相手側を当事者 2 と

する。既存事業の統合では、事業規模の上位の企業を当事者 1 とする。 

 

● 企業の国籍（日本企業、外国企業）と日本企業の分類 

企業の国籍はその企業の資本構成により判断する。 

日本企業：日本資本が原則として 50％超の法人をいう。 

次の 3 つに分かれる。 

・上場企業：日本法人で日本の証券市場（東証 1 部・2 部、ジャスダック、マ

ザーズ、ヘラクレスなど）に上場しているもの。  

・未上場企業など：日本法人で日本の証券市場に上場していないもの。本

文中に括弧書きで本店所在地を表記する。持株会社傘下の 100％子会社、

非営利法人、投資事業組合、外国企業日本法人なども含む。 

・海外法人：海外で法人登記をしているもの。 

外国企業：外国資本が原則として 50％超の法人をいう。ただし、日本法人

で日本の証券市場に上場するものは日本企業とする。         

（注）日本法人とは日本で法人登記をしているものをいう。 

国籍の表記は IOC の略号を用いる。 

 

● M＆A のマーケット 

・IN-IN：日本企業同士の M＆A。 

・IN-OUT：日本企業が当事者 1、外国企業が当事者 2 となる M＆A。 

・OUT-IN：外国企業が当事者 1、日本企業が当事者 2 となる M＆A。 

・OUT-OUT：日本企業が買収した海外法人が当事者となる M＆A。 

         以下の 2 つに分かれる。 

         OUT-OUT①：海外法人が当事者 1 になる場合。 

         OUT-OUT②：海外法人が当事者 2 になる場合。 

● 金額 

・当該 M＆A を実行するために当事者 1 が当事者 2 側に支払った対価を

いう。原則としてニュース・リリースや新聞に掲載されたものを表記してい

る。一部、推計も含まれる。 

・合併では公表日前日の株価と合併比率を基に算定している。 

・買収では、原則として株式取得に要した金額。株式交換では公表日前日

の株価、交換比率を基に算定している。 

・事業譲渡、資本参加、出資拡大では、株式取得や資産などの取得に要し

た金額。 

 

● 業種 

証券取引所の定める新業種分類（33 業種）をベースに、マール独自の業

種を加えた 40 業種に分類している。 

 

● データの出典・作成と日付 

出典・作成 ：ニュース・リリース、日経 4 紙、一般紙、地方紙、専門紙、経

済誌などを端緒に取材を加え、作成している。 

日付：ニュース・リリース、新聞記事等により外部に明らかになった日。 

 

● 当事者企業欄の表記 

当事者 1（2）：国籍／所在地／業種／上場、未上場など、海外法人別（日

本企業について） 

 

● 外国企業（日本法人）の M＆A データ 

外国企業日本法人同士及び外国企業日本法人と外国企業が当事者とな

る M＆A。 

 

 グリーンフィールド投資データ 

 

● グリーンフィールド投資とは 

外国企業が日本法人を新設することをいう。 

 

●グリーンフィールド投資の形態 

 日本法人（単独設立） : 外国企業が単独で日本法人を新設するこ

と｡ 

 日本法人（合弁設立） : 外国企業が日本企業などと合弁で日本法人

を新設すること。 

 日本法人（子会社設立） ： 上記の日本法人が､新たに日本で子会社

を新設すること。 

 日本法人（株式追加取得） ：すでに50%超取得している合弁会社の株

式を追加取得すること。 

 日本法人（不明・その他）： 日本法人の設立形態が不明なもの 

 

●当事者企業 

合弁では外国企業を当事者 1 とし､日本企業を当事者 2 とする｡ 

 

●金額 

法人設立の資本金。合弁の場合は、外国企業（当事者 1）の出資額。

原則としてニュース・リリースや新聞に掲載されたものを表記してい

る｡ 

 

●出資比率 

外国企業の出資比率。合弁の場合は、当事者 1/当事者 2 の順で表

記している。 

 

●当事者企業の国籍、業種 

M&A データに準拠 

 

● データの出典･作成と日付 

M&A データに準拠 
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